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    観光白書第50号の刊行に当たって

　昭和39年から作成されてきた観光白書は、本年、記念すべき第50号となります。また同時に、本年は、ビジット・ジャパン事業が開始され、観光立国の実現に向けた取組を本格化して10周年を迎える節目の年です。この節目の年に、史上初めて、訪日外国人旅行者数1,000万人を達成し、さらに、2,000万人の高みを目指すためには、政府一丸となって取組みを強化する必要があります。


　このため、安倍総理主宰の観光立国推進閣僚会議において、本年６月に「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」をとりまとめました。このプログラムは、必要な施策を以下の４つの重点分野としてとりまとめています。

　第１に、日本ブランドの作り上げと発信です。自然や食、伝統文化から清潔・安全まで、我が国が誇るべきコンテンツを日本ブランドとしてデザインし、様々なチャンネルにより発信していきます。

　第２に、ビザ要件の緩和等による訪日旅行の促進です。本年７月１日から、タイ・マレーシア向けのビザ免除、ベトナム・フィリピン向けの数次ビザ化、インドネシア向け数次ビザの滞在期間延長を実施することを決定しました。

　第３に、外国人旅行者の受入の改善です。出入国手続の迅速化・円滑化、観光地における多言語対応の強化など、全ての分野において、受入の改善を行います。

　第４に、国を挙げた一体的なＭＩＣＥ誘致体制の構築です。世界の会議が様々な形で日本で展開されるということです。

　これらの施策は、我が国の優れた観光資源等のポテンシャルを活かして、世界の人たちを惹きつける観光立国を実現する、その強い意志のもとで進めるものです。今後、国土交通省が中心となって、関係省庁と協力しながら、様々な隘路を打開し、このプログラムを着実に実施していきます。


　日本経済を力強く立て直すためには、成長戦略の柱の１つである観光が、経済・社会をリードしていくことが重要です。また、福島をはじめとする東北の復興を加速化する上でも、観光は、非常に重要な役割を担っています。

　こうした取組みを進める主役となるのは、観光のそれぞれの現場でご活躍されている皆様です。国土交通省においても、現場で頑張っていらっしゃる方々の声をよく聞き、その取組みをしっかり応援していきます。


　将来、訪日外国人旅行者数が年間2,000万人となった暁には、日本社会の景色は大きく変わっていることと思います。アジアで有数の観光立国として、外国人の方々が当たり前のように日本中を旅行し、日本の食や文化を楽しみ、日本人と知り合うようになり、また、数多く開催される国際的な会議やイベントを通じて、人や知識、投資も集積するようになっていることでしょう。このような将来像を見据えて、観光立国の実現に向けて取り組んでいきます。この白書がそのための一助となれば幸いです
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            青森県奥入瀬における視察の様子
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    はじめに

    　観光白書は、昭和38年に制定された観光基本法に基づき、翌39年４月に初めて作成され、平成25年版は第50号となる。昭和39年は、東海道新幹線が開通し、東京オリンピックが開催された戦後日本の大きな節目の年であり、日本の観光が本格的に飛躍を始めた時期でもある。当時の日本人にとって泊まりがけの観光旅行と言えば、国内団体旅行であり、観光目的の海外渡航は、昭和39年４月１日、制限付きながら自由化されたばかりであった。一般国民にとり、海外旅行はまだまだ遠い夢であった。訪日外国人旅行者についても年30万人程度であった。

    　それから、50年。日本の観光を取り巻く状況は、大きく変化した。海外旅行者こそ、平成24年には、1,800万を超え、2,000万人を窺うまでになったが、国内宿泊旅行者の規模は、近年、頭打ちとなっている。一方、訪日外国人旅行者について見れば、着実に増加しているものの、800万人台半ば程度であり、東北地方の観光の回復も、道半ばである。世界に目を転じれば、観光やビジネスのための旅行は増加の一途を辿っており、2012年には10億人を超えた。こうした世界の人の流れをどれだけ自国に惹きつけ、更に活性化させていくかが国の将来に大きな意味を持ちうると言っても過言ではない。

    　こうした中、平成25年は、観光立国の実現に向けた取組を本格化して10周年、観光庁が設立され５周年の節目の年となる。日本自身が「失われた20年」から脱却し、世界に飛躍しようとしている今こそ、この10年の成果と経験を踏まえ、観光立国の実現に向けた取組をさらに強化していかなければならない。その際、成長戦略の推進や良好な国際関係の維持・発展、さらにはワーク・ライフ・バランス、子どもの教育といった日本が直面する様々な課題への取組において、観光や旅行の持つ力を活用していくとの視点も重要である。

    　白書では、まず、世界で拡がっている新たな成長センターの需要を観光を通じて取り込むための外国人旅行者の訪日誘致を第一のテーマとした。「ビジット・ジャパン・キャンペーン」が開始され、本年は、10周年の節目となる。この間、旅行者数は、約521万（平成15年）から約837万人（平成24年・暫定値）まで増加した。しかしながら、世界の中ではまだ30番台に留まっており、“観光後進国”から漸く“観光新興国”になったと言える程度である。観光先進国を目指して、確固たる訪日ブランドが確立されるよう取組を強化していかなければならない。その第一歩として、訪日プロモーションの抜本的転換や訪日の障害要因の解決を図り、平成25年内に訪日外国人旅行者数を1,000万人の大台を達成することを目標とする。同時に、観光立国推進基本計画に定められている平成28年までに1,800万人という中期目標、さらには平成32年初めまでに2,500万人という長期目標を念頭に、自然災害や国際関係等の外的な要因に左右されにくい訪日外客構造への転換、受け入れ環境の整備を進めていく。これまでスローガンに終わっていた感のある国際的な会議やイベントの戦略的な開催と誘致は、世界の人々を日本に惹きつけることにより、日本を世界の成長センターとするための土台を成すものである。また、オリンピックの東京開催も、外国人旅行者を訪日誘致する上で、大きな意味を有している。将来的には、観光収入でアジアでトップクラスになり、外国人が日本各地至るところに訪問している、かつ、スポーツ・文化発信の中心国になっている、さらに、人と投資が集中しアジアでナンバーワンの国際会議開催国となっている、そのような日本の将来像の実現を目指していく。

    　第二のテーマは、観光産業の強化である。日本のGDPに占める観光産業の割合は約６％にもなるが、これまでの観光政策では、そのあり方や強化策を議論する視点が十分意識されていなかった。観光産業が多様化する観光の需要や形態に対応するだけではなく、新たな観光需要を喚起することにより、今後の我が国の経済成長・再生を牽引し、また、世界の観光産業界をリードする存在へと飛躍するよう、新たな観光産業政策を構築する必要がある。その際、海外の優れたビジネス・モデルに学ぶことはもちろん、グローバルに進展する経済連携や経済統合を積極的に活用すべきである。
同時に、日本のサービスの質の高さの現れである「おもてなし」を最大限に生かしつつ、人材育成にも取り組む必要がある。

    　もちろん、こうした取組が実を結ぶためには、地域において、国内外の観光客に魅力を提供できるよう不断の努力が求められる。特に、東北地方では、東日本大震災からの復興と相俟って、観光の振興は急務の課題である。こうした観点から、この白書では、各地方の観光の状況について個別に記述した。国内における観光の重要性に対する認識が深まり、観光振興を通じた地域活性化のための様々な取組がなされるようになったことは歓迎すべきことである。しかしながら、中核となる人材や関係者間の連携を欠くため、十分な成果を挙げられていない事例も多い。地域における創意工夫を生かした主体的な取組が具体的なビジネスに結びつくよう支援を行っていく必要がある。

    　観光を振興していくに当たり、忘れてはならないのは旅行の安全の確保である。平成24年度中にも、関越自動車道における高速ツアーバスの事故、万里の長城付近における遭難事故など、痛ましい事故が相次いで発生した。こうした悲惨な事故が繰り返されることのないよう、国、地方公共団体及び事業者は、緊張感をもって安全対策に取り組んでいかなければならない。

    　最後に、この白書では、観光立国推進基本法を受けて決定された観光立国推進基本計画に基づく施策を中心に取り上げている。しかしながら、観光立国の実現に向けて取り組むべき課題や施策の範囲は極めて広範であり、そのすべてをこの白書で取り上げることはもとより不可能である。宇宙旅行まで現実のものとなりつつある現在、観光の広がりと発展の可能性は無限である。

    　また、経済的・社会的な環境も変化する中、観光の意義についても常に見直していかなければならない。観光立国を実現するために我々に今求められるのは、地域の現場の視点、グローバルな視点、長期的な視点から、観光について国民的な議論を行い、想像力、創意工夫、行動力、連携で観光の新しいフロンティアを拓いていくことである。観光白書が、その出発点となれば幸いである。

  


  
    第I部　観光の状況


    
      第1章　平成24年度の観光の状況


      
        第1節　世界の観光の状況


        　ＵＮＷＴＯ（世界観光機関）によると、2012年の世界全体の国際観光客数は、厳しい世界経済にもかかわらず、前年比約４％の増加となり、史上初めて10億人を突破した(図I-1-1-1)。2013年については、引き続き３～４％の堅調な増加となると予測されている。


        

        
          図I-1-1-1　国際観光客到着数の推移
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        　地域別に見ると、2012年の国際観光客受入数のシェアは、欧州が51.6％と世界全体の半分以上を占めている。アジア太平洋地域は22.6％で、欧州に次ぐ規模となっている(図I-1-1-2)。2012年の国際観光収入のシェアも、アジア太平洋地域は30.0％で、欧州の42.5％に次ぐ規模となっている(図I-1-1-3)。


        

        
          図I-1-1-2　国際観光客受入数の地域別シェア（2012年）
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          図I-1-1-3　国際観光収入の地域別シェア（2012年）
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        　2012年にアジア太平洋地域を訪れた国際観光客数は、2011年より1,500万人以上の大幅な増加（前年比７％増）となり、他地域と比べ最も伸び率が高かった。特に、東南アジアは前年比９％増と大きな増加を示した。その主な理由としては、ＬＣＣ（格安航空会社）の就航の拡大が挙げられ、この増加傾向は、今後も続くと見込まれる。

        　2012年に欧州を訪れた国際観光客数は、2011年より1,700万人以上の増加（前年比３％増）となった。これは、低迷する経済状況を踏まえると良好な結果と考えられる。2012年に米州を訪れた国際観光客数は、2011年より600万人以上の増加（前年比４％増）となった。中東地域については、不安定な政治情勢が続いていることから、国際観光客数は、2012年は2011年より300万人以上の減少（前年比５％減）となった(図I-1-1-4)。


        

        
          図I-1-1-4　地域別国際観光客数の前年比増減（2012年）
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        　2011年の各国・地域の外国人旅行者受入数については、2010年と比べ上位10か国に順位の変動はなく、フランスが7,950万人と引き続き首位となり、米国が6,233万人で２位、中国が5,758万人で３位であった。日本は、東日本大震災の影響を受けて2010年の861万人から622万人まで大きく減少したことにより、世界で39位（アジアで10位）となった。アジアについて見ると、中国が2010年に引き続き２位のマレーシアを大きく引き離して首位を維持し、３位以下は、香港、タイ、マカオが続いた(図I-1-1-5)。


        

        
          図I-1-1-5　外国人旅行者受入数ランキング（2011年）
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        　2011年の各国・地域の国際観光収入については、米国が116,279百万米ドルで2010年に引き続き首位、スペインが59,892百万米ドルで２位、フランスが53,845百万米ドルで３位であった。日本は10,966百万米ドルで、世界で28位（アジアで10位）と外国人旅行者受入数と同様に2010年から順位を下げている。アジアについて見ると、中国が2010年に引き続き首位であった(図I-1-1-6)。


        

        
          図I-1-1-6　国際観光収入ランキング（2011年）
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        　2011年の各国・地域の国際観光支出については、ドイツが85,900百万米ドルで2010年に引き続き首位、米国が78,700百万米ドルで２位、中国が72,600百万米ドルで３位であった。日本は、27,200百万米ドルで世界で９位（アジアで２位）であった(図I-1-1-7)。また、ＵＮＷＴＯによると、2012年の国際観光支出については、中国が約102,000百万米ドルで、ドイツ（約83,800百万米ドル）、米国（約83.700百万米ドル）を抜き、初めて首位になった。なお、日本は約27,900百万米ドルで第８位であった。


        

        
          図I-1-1-7　国際観光支出ランキング（2011年）
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        第2節　日本の観光の状況


        
          
            1　国内旅行の状況
          


          　平成24年の国民一人当たりの国内宿泊観光旅行回数は1.40回（前年比7.7％増・暫定値）であった。また、国民一人当たりの国内宿泊観光旅行宿泊数は2.24泊（同7.7％増・暫定値）であった(図I-1-2-1)。平成24年の日本人の国内観光旅行者数は、日帰り旅行については延べ２億430万人（前年比3.8％増、前々年比0.6％減）、宿泊旅行については延べ１億7,876万人（前年比5.2％増、前々年比4.3％増）となった(図I-1-2-2、図I-1-2-3)。いずれも、前年を上回り、東日本大震災前の水準と比べてもほぼ同じ又は上回る結果となった。


          

          
            図I-1-2-1　日本人の国内宿泊観光旅行の回数及び宿泊数の推移
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            図I-1-2-2　日本人の国内日帰り観光旅行延べ人数の月別推移（平成24年）
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            図I-1-2-3　日本人の国内宿泊観光旅行延べ人数の月別推移（平成24年）
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          　平成24年は、日本にとって「ＬＣＣ元年」とも言える年であった。３月に初の日系ＬＣＣとなるピーチ・アビエーションが大阪－札幌など２路線で運航を開始した。その後、７月にはジェットスター・ジャパンが、８月にはエアアジア・ジャパンが就航し、平成25年３月末現在、日系ＬＣＣ３社が国内線11路線、国際線５路線を就航させている。

          　新しい観光名所も誕生した。国民の多くが空を見上げた金環日食が観測された５月には、自立式電波塔としては世界一の高さを誇る「東京スカイツリー」が開業した。開業から平成25年３月末までの間に約554万人が来場し、商業施設「東京ソラマチ」等も併せると、来場者は約4,476万人に達するなど、新たな観光の名所として注目を集めた。また、10月には東京駅が大正３年の創建時の姿に復元され、周辺の商業施設も含めておおいに賑わいを見せた。

          　８月に開催されたロンドンオリンピックでは、我が国は過去最多のメダルを獲得するという快挙を成し遂げ、閉幕後に東京の銀座で開催された日本代表選手団のパレードには、およそ50万人が集まり、熱狂に包まれた。

          　一方、明るい話題ばかりではなかった。平成24年は、観光の安全確保の重要性が再認識された１年でもあった。４月に発生した関越自動車道における高速ツアーバス事故を受けて開催した検討会の検討結果を踏まえ、現行の高速ツアーバスについて平成25年７月末までに新高速乗合バスへの移行を完了させるなど、今後２年間（平成25・26年度）にわたり、安全性向上に向けた取組を集中的に実施する「高速・貸切バス安全・安心回復プラン」を策定した（平成25年４月）。また、11月には中国の万里の長城付近で日本人登山ツアー客が遭難し、当該ツアーを企画実施した旅行業者の旅行業登録の取消処分が行われた。

          　観光業界の動きとしては、10月に一般社団法人国際観光旅館連盟と一般社団法人日本観光旅館連盟の２団体が統合し、会員約3,400軒からなる一般社団法人日本旅館協会が発足した。今後、同協会が、旅館ホテル業の健全な発展や宿泊施設の接遇サービスの向上等に寄与していくことが期待される。


          

          
            ピーチ・アビエーション（写真提供：Peach Aviation株式会社）
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            大正３年の創建時の姿に復元された東京駅
          
[image: ]


          

          
            ロンドンオリンピック日本代表選手団パレード（写真提供：株式会社フォート・キシモト）
          
[image: ]

        


        
          
            2　海外旅行の状況
          


          　平成24年の日本人の海外旅行者数は、1,849万人（前年比8.8％増、前々年比11.1％増）となり、過去最高を記録した(図I-1-2-4)。


          

          
            図I-1-2-4　日本人の海外旅行者数の推移
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          　月別に見ると、平成23年７月から平成24年８月までは、14ヶ月間連続して前年同月比プラスであった。東日本大震災の影響の反動に加え、円高が影響したものと考えられる。しかしながら、政府による尖閣諸島三島の取得・保有が行われた平成24年９月以降は、中国への旅行者が減少したことが影響し、前年同月比で減少に転じた(図I-1-2-5)。


          

          
            図I-1-2-5　日本人の海外旅行者数の月別推移（平成24年）
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          　旅行先別に見ると、韓国が351.9万人（前年比7.0％増）となり、中国の351.8万人（前年比3.8％減）を上回り首位となった。９月以降の中国への旅行の減少が影響したものと考えられる。アジアについては、タイが137.1万人で前年比21.6％増、マレーシアが47.0万人で同21.5％増、ベトナムが57.6万人で同19.7％増となり、高い伸びを示した(図I-1-2-6)。


          

          
            図I-1-2-6　旅行先別日本人の海外旅行者数（平成24年）
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            3　訪日旅行の状況
          


          　平成24年の訪日外国人旅行者数は、837万人（前年比34.6％増、前々年比2.8％減・暫定値）となり、過去最高である平成22年の861万人に次ぐ過去２番目の結果となった。東日本大震災の影響からはほぼ回復したと言えるが、政府による尖閣諸島三島の取得・保有等の外的要因の影響もあり、観光庁が目標としていた900万人には及ばなかった(図I-1-2-7)。


          

          
            図I-1-2-7　訪日外国人旅行者数の推移
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          　月別に見ると、平成23年３月以降は、東日本大震災前の平成22年との比較で15ヶ月連続してマイナスが続いたが、平成24年６月に、震災後初めてプラスに転じ、その後年末にかけて回復傾向が鮮明となった(図I-1-2-8)。


          

          
            図I-1-2-8　訪日外国人旅行者数の伸び率の月別推移（平成24年２月以前は前年比、平成24年３月以降は前々年比）
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          　国・地域別に見ると、タイからの訪日旅行者数は26万人（前年比79.9％増）となり、単月でも３月を除く11ヶ月で過去最高を更新し、国・地域別の訪日外国人旅行者数第６位に浮上した。また、台湾、中国、マレーシア、インドネシア、インド、ベトナムからの訪日旅行者数も、それぞれ過去最高となった(図I-1-2-9)。

          　このうち、前年比でおしなべて高い伸び率を示した東南アジア各国については、好調な経済状況、ＬＣＣを含む新規路線の就航や増便、チャーター便の就航による航空座席供給量の増加、訪日プロモーションの効果等が高い伸びに寄与したものと考えられる。タイ、マレーシア、インドネシアについては、2012年に一般短期滞在数次ビザの運用が開始されたことも一因と考えられる。


          

          
            図I-1-2-9　国・地域別訪日外国人旅行者数（平成24年）
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          　韓国については、放射能に係る風評被害や円高の影響で訪日旅行者数の回復が遅れていたものの、ＬＣＣ参入による航空運賃の低下や風評被害対策事業の継続、円高・ウォン安の緩和等の効果もあり、11月以降は急速に回復した。年間の訪日旅行者数は204万人（前年比23.3％増、前々年比16.2％減・暫定値）となり、年間200万人台を確保して14年連続で国・地域別の訪日外国人旅行者数の首位を維持した。

          　平成24年が日中国交正常化40周年に当たっていた中国については、多くの旅行者の訪日が期待され、８月までは堅調な伸びを見せたが、９月の政府による尖閣諸島三島の取得・保有以降、団体客を中心に訪日旅行者数は大きく減少した。しかしながら、訪日観光ビザの発給要件緩和やクルーズ需要の増加などにより、年間の訪日旅行者数は、これまでの過去最高であった141万人（平成22年）を上回り、143万人（前年比37.1％増、前々年比1.2％増・暫定値）と過去最高を更新した。

          　台湾については、これまでの過去最高であった139万人（平成20年）を上回り、147万人（前年比47.6％増、前々年比15.6％増・暫定値）と過去最高を更新し、中国を抜いて国・地域別の訪日外国人旅行者数第２位に浮上した。これは、訪日プロモーション活動の効果と相俟って、オープンスカイによる航空座席供給量の増加、ＬＣＣ就航に伴う個人旅行の増加などが要因と考えられる。

          　米国については、円高の影響等を受けつつも、放射能への不安はほぼ解消され、訪日旅行者数は72万人（前年比26.8％増、前々年比1.4％減・暫定値）と、東日本震災前とほぼ同じ水準に回復した。

          　香港については、放射能に係る風評被害や円高の影響が訪日旅行者数の回復を抑制したものの、９月以降は前々年比で連続してプラスとなり、年間では48万人（前年比32.0％増、前々年比5.3％減・暫定値）であった(図I-1-2-10)。


          

          
            図I-1-2-10　５大市場からの訪日外国人旅行者数の前々年同月比の推移（平成24年）
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        第3節　東日本大震災からの復興


        　平成24年の東北６県（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）の観光動向について見ると、観光客中心の宿泊施設の延べ宿泊者数は、毎月、おおむね前々年比約20％減で推移しており、全国に比べて回復が遅れている様子が見て取れる(図I-1-3-1)。訪日外国人延べ宿泊者数についても、毎月、前々年比約40～80％減で推移しており、全国に比べ回復が大きく遅れている(図I-1-3-2)。

          　県ごとに見ると、その回復状況にはばらつきがあり、全国と同水準近くまで回復している県がある一方、他県に比べて大きく回復が遅れている県が見られる。


        

        
          図I-1-3-1　観光客中心の宿泊施設の延べ宿泊者数の平成22年同月比の推移（全国・東北６県）
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          図I-1-3-2　観光客中心の宿泊施設の外国人延べ宿泊者数の平成22年同月比の推移（全国・東北６県）
        
[image: ]


        　このように大きく落ち込んだ東北地域への旅行需要を喚起するため、平成24年３月から平成25年３月まで、東北地域全体を博覧会会場と見立てた「東北観光博」を実施したほか、東北・北関東への訪問を通じて同地域の復興を応援する「東北・北関東への訪問運動」を展開した。

        　「東北観光博」では、東北地域の30の観光地域を核となる「ゾーン」とし、官民一体となって東北地域への誘客等を図った。観光博では、地域が主体となって、その歴史、文化、暮らしなどを観光資源として生かし、地域の日常生活に観光客が回遊する仕組みの定着を図るとともに、地域と観光客の交流がより促進される新しい観光スタイルの実現を目指した。期間中には、官民の関係者が協力し、東北全域のプロモーションや送客の強化等東北観光復興への取組を実施するとともに、来訪者の周遊を促す「東北パスポート」、各ゾーンで「おもてなし」を実践する「地域観光案内人」の育成、リアルタイムな情報発信の仕組みなど観光博終了後も地域が自立的に観光地域づくりを行う仕組みを構築した。津波により大きな被害を受けた太平洋沿岸エリアにおいては、地域のニーズ及び実情に十分配慮しつつ、地域の基盤の復旧・復興状況に応じた支援を行うとともに、地域交流に関する情報発信の強化を図った。また、旅行会社等の協力のもとボランティアツアー等を実施し、交流の促進を図った。

        　「東北観光博」期間中の約13ヶ月における旅行者数及び経済効果は、①東北地域を訪れた延べ旅行者数は約4,970万人回、このうち観光目的の旅行者数は約2,570万人回、②東北地域を訪れた観光目的の旅行者数は前年同期と比べ約310万人回増加、③「東北観光博」が旅行のきっかけのひとつとなった旅行者による経済波及効果は約840億円と推計される。また、地域の関係者からは「東北観光博を契機として連携が進んだ」、「地域づくりのきっかけとなった」との声が、来訪者からは「地域観光案内人とのふれあいを通じて、来訪地域に対する愛着がわいた」等の声が寄せられた。

        　平成25年度については、東北観光推進機構をはじめ地域が主体となって、東北観光博の理念等を継承した取組を実施する。

        　また、多くの人々が被災地を訪れることは、そのこと自体が復興支援につながるものであり、特に子供たちなどの若い世代が、修学旅行やボランティアで被災地を訪れることは、将来世代に震災の記憶を受け継いでいく観点からも重要である。このような観点も踏まえ、平成25年度は、太平洋沿岸エリア及び福島県の旅行需要回復と、人的交流の拡大に対する支援を行うこととしており、震災の記憶の伝承のための語り部ガイド等の人材の育成、学習プログラムの整備といった受入体制の整備や、ボランティアツアー等地域のニーズに合致した旅行商品の造成等の取組を、地域の実情を踏まえつつ、官民一体となって推進していく。


        

        
          「みやこゾーン」（岩手県宮古市、岩泉町、山田町）の開設
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          東北観光博のポータルサイト
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        　「東北・北関東への訪問運動」は、官民が一体となって、東北・北関東を訪問することにより同地域の復興を応援する運動であり、東日本大震災から１年が経過した平成24年３月から開始している。同運動は、平成25年３月末現在、各省庁の43事業、民間等61団体の賛同を受けており、賛同している各主体が、東北・北関東での会合・イベントの開催、同地域への旅行、同地域への訪問を促すキャンペーン等を実施している。

        　また、東北地方への訪日外国人旅行者の旅行需要を喚起するべく、放射能不安を払拭するための正確な情報発信を行うとともに、ＷＴＴＣ（世界旅行ツーリズム協議会）、ＩＭＦ・世界銀行総会等の大規模国際会議の機会を活用しての訪日プロモーションに取り組んだ。


        

        
          放射線のモニタリング調査結果の情報発信

        　　※ＮＨＫ WorldやＪＮＴＯ（日本政府観光局）のWebサイトにおいて、放射線量等の最新の数値を多言語で発信している。
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        　世界の観光産業トップが集まる「第12回ＷＴＴＣグローバルサミット」は、平成24年４月、異例の一国二都市開催として東京及び仙台で開催され、世界53の国から仙台会合に約700名、東京会合に約1,200名が参加した。セッションでの議論及び被災地等の現地視察を通じて、世界の観光産業トップ及びマスコミに対し、被災地を中心とした我が国の復興状況や安全な現状を発信し、我が国の安全に対する懸念等を払拭するとともに、訪日外国人旅行者の拡大への協力を働きかけた。

        　また、東北・北関東を訪れる外国人旅行者数の回復に向け、海外７市場８都市において海外現地旅行会社との商談会や海外消費者向けの観光復興ＰＲイベントを実施するとともに、これらの商談会や観光復興ＰＲイベントを受けて、東北・北関東を目的地に含む訪日旅行商品の造成に関心のある海外の旅行会社やこれらの地域の取材を検討している海外のメディアを招請するなど、観光庁、ＪＮＴＯ（日本政府観光局）と東北・北関東９県（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県）の地方公共団体や観光事業者が一体となった海外向けのプロモーションを実施した。

        　さらに、昨今のソーシャルメディアでの情報発信の有効性を踏まえ、風評被害対策の一環として、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を活用したグローバルキャンペーン「Share your WOW！-Japan Photo Contest-」を実施し、外国人旅行者から投稿された日本各地の写真をインターネット上の「口コミ」として伝えることで、世界に日本の「安全・安心」や「魅力」の発信を行った。キャンペーン参加者は世界100か国・地域より17,070人、投稿写真は38,817枚、キャンペーンで活用したＳＮＳの登録者数は25万人に達した。

        　このほかにも、海外の有力旅行ガイド出版社と連携して、東北・北関東に特化した旅行ガイドブックや訪日外国人旅行者のニーズが高いと思われる放射線や放射能についての情報を簡潔にまとめた安全・安心小冊子を制作し、配布した。

      


      
        コラム

        　「住んでよし」の観光地域づくり～高柴デコ屋敷～

        　　福島県郡山市西田町にある高柴集落は、江戸時代からデコ（張子人形）作りの伝統が息づき、デコ屋敷（張子人形工房）がある職人の集落である。かつては賑わいがあったが、観光客は減少傾向にあり、特に東日本大震災後は激減した。

        　この集落を活性化するため、デコの職人である橋本彰一氏が中心となり、外部のアドバイザーを招聘した。集落の人々が、アドバイザーとともに集落を歩き、高柴集落の魅力を検証するワークショップを開催する中で、約300年間この集落に受け継がれてきたデコを作る職人の日常の風景こそが、この地域のDNA・魅力であるという「気づき」が生まれた。コンセプトは、“福を呼ぶデコ人形～その裏側には笑いと心磨きがある～”となった。

        　また、これまでは４軒のデコ屋敷や茶屋が別々に誘客をしていたが、ワークショップを通して、集落の熟年や若手の意見が交わされる中で、思いをひとつにして集落で人を呼び込もうという観光地域づくりの意識が生まれ、熱い議論が重ねられた。

        　そのような地域のDNAの掘り起こしと集落の人たちの議論を経て、職人が集落を案内する「デコ散歩」（職人の案内による里山歩き散策コース）というプログラムが造成された。モニターツアーを実施すると、参加者からは、「集落のもつ自然、信仰、暮らしの素晴らしさを案内人のトークと各屋敷での説明で実感できました。」など満足度の高い声があがった。

        　「集落の先輩諸氏、そして同年代の若手が、一つになって集落づくりに取り組むということの面白さ、大切さを実感し、特に若手がみんなで「なんとかしよう！」と積極的に話し合い、活動できたことで、さらに地域に対する、そして職人としての誇りが生まれました。でも、ここからがはじまり、これからが勝負と、さらにアクティブに動き回ります。」と橋本氏は熱く語る。

        　旅行商品として商品化するためには、まだ改善点はある。しかし、高柴集落では、アドバイザーの声を聞きながら、集落の人々が集落を歩き、自分たちの集落の本当の魅力とは何か、それをどう観光客に提供できるかを真剣に話し合い、一体となって集落の魅力を高めてきた。そして、観光客に評価されることにより、集落の人々に誇りと自信が醸成されてきた。これが、「住んでよし」の観光地域づくりである。今後このような観光地域づくりが全国に広がっていくことが期待される。


        

        
          人形職人の橋本彰一氏
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          デコ（張子人形）
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          デコ屋敷（張子人形工房）
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        第4節　地域における観光の状況


        　最後に、各地方運輸局等から見た各地域における観光の状況を述べる。


        

        
          図I-1-4-1　地域別延べ宿泊者数の推移（平成24年）
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          図I-1-4-2　地域別延べ宿泊者数の前年同月比の推移（平成24年）
        
[image: ]


        

        
          図I-1-4-3　地域別延べ宿泊者数の伸び率（前年比、前々年比）（平成24年）
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          図I-1-4-4　地域別外国人延べ宿泊者数の伸び率（前年比、前々年比）（平成24年）
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          1　北海道の状況
        


        　平成24年の延べ宿泊者数は、前年比4.0％増、前々年比1.9％増だった。そのうち、外国人延べ宿泊者数については、前年比25.2％増であったが、前々年比は9.7％減で震災前の状況には戻っていない。これは、国内観光については首都圏等での節電対策を避けた避暑目的の長期滞在需要などのプラス要因があったが、訪日観光については東日本大震災による風評被害、円高の影響などのマイナス要因があったためと推察される。


        ○スポーツツーリズムの推進

        　北海道は国内有数の観光地であり、また、ゴルフ、スキー等のスポーツツーリズムの適地として注目が高まっている。最近では、特にサイクリングを目的とした国内外からの来道者が増加している。そのため、平成24年度に設立した「サイクル・ツーリズム北海道推進連絡会」が中心となって、オール北海道でサイクリング観光の魅力を発信していく。

        ○イスラム文化圏からの誘客促進の取組

        　近年、マレーシア、インドネシアといった東南アジア各国からの訪日旅行者数が増加傾向にある。そのため、これらの国からの誘客を促進する上で必要となるイスラム文化に対する正確な知識を得て理解を深めるため、北海道運輸局等が主体となって勉強会を実施し、食事面での配慮や祈祷場所の確保など北海道内におけるムスリム（イスラム教徒）・フレンドリーな対応の充実を進めている。


        

        
          左：羊蹄山の麓

右：サイクル・ツーリズム北海道推進連絡会にて作成した冊子
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          2　東北地方の状況
        


        　平成24年の延べ宿泊者数は、前年比3.9％減、前々年比2.1％減だった。そのうち、外国人延べ宿泊者数については、東日本大震災後の反動により前年比33.3％増であったが、前々年比は54.9％減で震災前に比べ大幅に減少している。平成23年以降の延べ宿泊者数には、復興関連の需要が多く含まれており、観光目的の宿泊需要は依然として厳しい状況にある。外国人延べ宿泊者数についても、回復傾向にはあるものの、東日本大震災による風評被害が解消されていない。


        ○“こころをむすび、出会いをつくる”「東北観光博」開催

        　東日本大震災以降大きく落ち込んだ東北地域への旅行需要の喚起を行うため、「こころをむすび、出会いをつくる」をテーマに、東北地域全体を博覧会会場と見立て、平成24年３月18日から「東北観光博」を本格実施した。

        　「東北観光博」をきっかけに、おもてなしの向上や地域間の連携などの取組が始まり、東北各地で「シャイだけど心優しい」と言われている地域の人々と来訪者の心温まる交流が生まれた。

        　「東北観光博」は平成25年３月31日をもって閉幕したが、東北地域の観光はまだ復興途上にあることから、「東北観光博」の「理念」は継承し、この１年余りで培った“おもてなし”の心をさらに磨きあげ、来訪者との“こころをむすぶ”交流が続くよう取り組んでいくとともに、引き続き東北各地の魅力あふれる情報を発信していく。


        

        
          「東北観光博」コンセプトイメージ
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          3　関東地方の状況
        


        　平成24年の延べ宿泊者数は、前年比8.2％増、前々年比3.0％減だった。そのうち、外国人延べ宿泊者数については、前年比34.2％増であったが、前々年比は17.7％減で震災前の状況には戻っていない。全体として、平成23年は東日本大震災による風評被害等により大きく落ち込んだものの、平成24年については、東京スカイツリーの開業等による影響で、国内観光はほぼ前々年並みに回復した。


        ○「関東観光まちづくりコンサルティング事業」及び「東日本エリア旅行商品販売会in東京」

        　関東運輸局では、地域と旅行会社との連携・協働により地域の魅力を発掘し、新たな旅行商品を造成・販売することを目的とした「関東観光まちづくりコンサルティング事業」を平成18年度から実施している。平成24年度については、神奈川県小田原市と埼玉県長瀞町において実施した。

        　両地域では、観光関係の有識者、地域の関係者及び関東運輸局から構成するワーキンググループを設置し、一年にわたり地域資源の発掘と旅行商品造成に向けた具体的な検討を行い、企画された旅行商品は、平成25年３月13日に開催した「東日本エリア旅行商品販売会in東京」において販売されることとなった。

        　同販売会は、関東、東北、北陸信越、中部の４運輸局が共同で開催したものであり、各地域の旅行商品の企画を、旅行会社により具体的に商品化することを目的に、プレゼンテーションと商談会の２部構成で実施した。

        　プレゼンテーションには、①関東運輸局管内から小田原市及び長瀞町に川越市、栃木市、石岡市を加えた計５地域、②東北運輸局管内から気仙沼市、会津若松市の２地域、③北陸信越運輸局管内から小松市、野沢温泉村の２地域、④中部運輸局管内から伊勢志摩地域観光圏、東紀州観光圏、蒲郡市の３地域の計12地域が参加した。各地域からの工夫を凝らしたプレゼンテーションに、販売会に参加した多くの旅行会社が興味をもった様子であった。

        　また、商談会では、各ブースにおいて、各地域の旅行商品に興味を持った旅行会社と各地域との間で熱心な商談が時間ギリギリまで行われるなど、盛況であった。

        

        
          「東日本エリア旅行商品販売会in東京」

（国立オリンピック記念青少年総合センター）
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          4　北陸信越地方の状況
        


        　平成24年の延べ宿泊者数は、前年比3.9％減、前々年比0.5％減だった。そのうち、外国人延べ宿泊者数については、前年比25.1％増であったが、前々年比は23.2％減で震災前の状況には戻っていない。国内旅行者数が前年に比べ減少したのは、信州を舞台としたＮＨＫ朝の連続ドラマ「おひさま」の効果により平成23年は宿泊者数が北陸信越運輸局管内で最も多い長野県への入込客数が好調であったことの反動等によるものと考えられる。


        ○金沢における食をテーマとした外国人旅行者の利便性向上の取組

        　平成27年春の北陸新幹線の金沢延伸開業に向け、北陸信越地域では、広域の観光ルートづくりも見据えた二次交通対策や外国人受入体制の整備が急務となっている。

        　二次交通対策としては、ミシュラン・グリーンガイド・ジャポンにおいて評価の高い「金沢（兼六園）」、「五箇山」、「白川郷」及び「高山」を「三ツ星街道」と称してつなぎ、北陸新幹線が延伸開業される金沢や高岡からの周遊バスを実証運行する取組等が、平成24年秋より行われている。高岡～高山間の実証運行バスについては、観光圏整備事業として北陸信越運輸局が支援して実施した。

        　また、外国人受入体制強化対策としては、金沢において外国人モニターを活用して各言語（英・仏・韓・中国簡体・中国繁体）別の食のガイドブックを作成し、「金沢の食」の魅力を外国人それぞれの関心に合わせてきめ細かく情報提供する試みを、北陸信越運輸局の平成24年度の直轄事業として行っている。


        

        
          金沢食のガイドブック（フランス語版）
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          5　中部地方の状況
        


        　平成24年の延べ宿泊者数は、前年比5.2％増、前々年比1.0％増だった。そのうち、外国人延べ宿泊者数については、前年比40.0％増であったが、前々年比は17.2％減で震災前の状況には戻っていない。平成24年の中華圏（中国、香港、台湾）から昇龍道９県への延べ宿泊者数は、前年比で約1.5倍増加している。東日本大震災前の状況には戻っていないものの、昇龍道プロジェクトが増加に寄与していると推察される。

        （注）昇龍道９県は、愛知県、岐阜県、三重県、静岡県、福井県、富山県、石川県、長野県、滋賀県を指す。


        ○中部北陸地域の認知度・観光力向上～「昇龍道プロジェクト」～

        　主に中華圏から中部北陸地域への訪日外国人旅行者の誘致推進のため、中部、北陸信越両運輸局は、「昇龍道プロジェクト」を平成24年１月に開始した。「昇龍道」とは、能登半島を龍頭に三重県を龍尾に見立て、龍の体が中部北陸地域の９県をくまなくカバーし天に昇るイメージから付けた同地域の呼称である。

        　推進母体として３月に協議会を設置し、会長、副会長に中部経済連合会、北陸経済連合会の会長が各々就任した。両運輸局が事務局を務め、官民400を超える会員が参加している。

        　市場毎に部会を設置し各部会で課題を整理した上で、その解決策を分科会で検討する体制の下、「昇龍道」として一貫した海外プロモーションを実施し、地域一体でおもてなし向上に取り組んでいる。

        　７月には、会長を団長として、上海、杭州へ「昇龍道ミッション」を派遣し、現地商談会等を開催したほか、中部経済連合会及び中部運輸局と上海市旅游局との間で観光交流協定を締結した。

        　さらに、昇龍道周遊の起点となる中部国際空港には、「昇龍道」の観光資源等をＰＲするため、国際線到着コンコースに龍の壁面装飾を施すとともに、到着ロビーに龍のオブジェ及び昇龍道観光情報館を設置し、また、出発ロビーに越前和紙により作成した「白龍」を展示している。

        　平成25年度は、東南アジアをプロジェクトの対象市場に追加し、５月には台湾へ「昇龍道台湾ミッション」を派遣した。また、昇龍道春夏秋冬100選の策定、昇龍道ウェルカムカード等の作成など魅力向上に努めることとしている。


        

        
          「昇龍道プロジェクト」ポスター
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          6　近畿地方の状況
        


        　平成24年の延べ宿泊者数は、前年比5.1％増、前々年比2.2％増だった。そのうち、外国人延べ宿泊者数については、前年比44.1％増、前々年比1.1％減で震災前の状況に戻りつつある。東日本大震災、紀伊半島大水害等のマイナス要因があったものの、滋賀県、兵庫県が平成23年、24年と連続してＮＨＫ大河ドラマ「江～姫たちの戦国～」、「平清盛」の舞台となった効果等により、延べ宿泊者数は増加した。その他、ユニバーサル・スタジオ・ジャパン（ＵＳＪ）に人気キャラクターを題材にしたエリア「ユニバーサル・ワンダーランド」が開業したことなども増加に寄与した。


        ○「関西メガセール」

        　「くいだおれ」「きだおれ」「はきだおれ」など食事やショッピングに古くから関わりのある関西の特色を生かして、外国人旅行者に効果的なサービス向上と、消費の拡大等による経済活性化を目指し、平成23年度より「関西メガセール」を実施している。これは、関西４政令市（京都市、大阪市、神戸市、堺市）と関西国際空港を中心とする商業施設、百貨店、観光施設、宿泊施設などの協力により、パスポート提示による外国人旅行者向け特典を募集して各施設での買物特典やスモールプレゼントを提供し、外国人旅行者を歓迎するとともに、関西での食事や買物を楽しんでもらうものである。

        　平成24年度は、観光庁、関西４政令市、公益社団法人大阪観光コンベンション協会、大阪商工会議所、新関西国際空港株式会社、大阪市商店会総連盟と連携し、12月から翌年２月にかけて、春節期等における取組として、145施設、約6,000店舗の協力を得て実施した。また、同期間に、関西国際空港や日本橋電気屋筋商店街等でのＰＲイベントを併せて実施した。


        

        
          関西国際空港で実施した「関西メガメール」ＰＲイベント
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          7　中国地方の状況
        


        　平成24年の延べ宿泊者数は、前年比2.6％減、前々年比2.7％減だった。そのうち、外国人延べ宿泊者数については、前年比49.2％増であったが、前々年比は19.2％減で震災前の状況には戻っていない。中国地方全体の宿泊者数は前年を下回ったが、広島県については、ＮＨＫ大河ドラマ「平清盛」の放送に伴う関連イベントの効果により宮島の観光客数が過去最高となり、広島県の上期の宿泊者数は前年比6.5％増となった。


        ○中国地方の神楽を国内外にＰＲ

        　中国地方では、神楽を「魅力ある観光資源」の１つとして位置づけ、地域が一体となり、一層の磨きをかけるとともに、国内外にアピールしているところであるが、「神楽観光」の振興による地域活性化及び都市部を含めた観光魅力の向上を図ることを目的として、中国運輸局が事務局となり、中国地方の42地方公共団体で構成する「中国地方神楽観光振興協議会」を設立した。平成24年度は、首都圏に向けた情報発信を重点的に行ったが、特に「旅フェア2012」において石見神楽を上演した際には、会場が大きな拍手と歓声に沸いた。また、中国地方の神楽の魅力を盛り込んだホームページ等を通じた情報発信も併せて行った。

        　外国人向けの情報発信としては、特に熱心に神楽観光振興に取り組んでいる広島県及び島根県と協働し、神楽の見どころや主要な演目の説明、神楽定期公演施設と周辺の観光スポットを盛り込んだ日英２か国語併記の神楽リーフレットを作成した。引き続き国内外に神楽の魅力を発信し、中国地方への誘客促進につながる取組を行っていく。

        

        
          ～「神楽」中国地方の魅力、新発見～日英併記神楽リーフレット
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          ～ようこそ「神楽」の世界へ～中国運輸局ホームページ
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          8　四国地方の状況
        


        　平成24年の延べ宿泊者数は、前年比5.0％減、前々年比3.6％減だった。そのうち、外国人延べ宿泊者数については、前年比31.7％増であったが、前々年比は5.5％減で震災前の状況には戻っていない。「うどん県」ＰＲ等により香川県の延べ宿泊者数は増加したものの、人気の高かった平成22年のＮＨＫ大河ドラマ「龍馬伝」の終了等が影響し、四国全体としては延べ宿泊者数が減少した。


        ○瀬戸内国際芸術祭2013～アートと島を巡る瀬戸内海の四季～開幕

        　平成25年３月に、瀬戸内海の島々を舞台に繰り広げられる現代アートの祭典　『瀬戸内国際芸術祭2013』が開幕した。開幕式は、香川県高松市のサンポート高松において、参加アーティスト、地域住民、サポーター等の関係者が一堂に会して行われた。３年に一度開催される瀬戸内国際芸術祭であるが、2013年は、季節の移り変わりを楽しみ、ゆったりした気持ちで島々を巡ることができるよう、会期が春、夏、秋の３シーズンに分けて設定され、香川県の中西部に位置する５つの島を加えた12の島と高松、宇野において開催されている。

        　美しい自然と人間が共存してきた瀬戸内海の島々に活力を取り戻し、瀬戸内海が地球上のすべての地域の『希望の海』となることを目指し、23の国と地域からのプロジェクト、イベント約210組が、瀬戸内の美しい景観の中で展開される。


        

        
          「瀬戸内国際芸術祭2013春」ポスター
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          9　九州地方の状況
        


        

        
          図I-1-4-5　九州の外国人入国者数の推移
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          図I-1-4-6　九州の外国人入国者数の月別推移（過去三年間）
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        　平成24年の延べ宿泊者数は、前年比3.0％減、前々年比0.9％増だった。そのうち、外国人延べ宿泊者数については、前年比17.2％増であったが、前々年比は4.9％減で震災前の状況には戻っていない。また、出入国管理統計によると、平成24年の九州への外国人入国者数については、対馬を除いた地域への入国者数は前々年比3.8％減の約90万人となったが、対馬への入国者数は前々年比150.0％増となる記録的な伸びを示して全体の１割を占める約15万人となり、全体としては、前々年比5.6％増の約106万人と過去最高を記録した(図I-1-4-5)。


        ○航空ネットワークの充実と九州新幹線の利便性向上

        　平成24年１月の佐賀～上海便、３月の福岡～仁川便の就航、福岡～台北便の増便や鹿児島～台北便の就航と10月の週４便へ増便化など、アジア各地から九州各地への国際航空ネットワークの充実が図られた。平成25年４月には、欧州直行便の福岡～アムステルダム便も就航する。

        　国内ＬＣＣ空路として、平成24年３月の福岡～関西便の就航をはじめ、九州各地に関西からの路線が拡大したことから、九州新幹線とあわせて主に関西から九州地方への利便性が向上した。

        　平成23年３月に全線開業した九州新幹線は２年目を迎え、開業ブームは一段落したものの、観光需要のほか、近距離切符の割引効果等もありビジネスや買物の足として定着した。

        　平成24年７月の九州北部豪雨では、阿蘇地域を中心に甚大な被害が発生したが、その後の復旧が進んだことにより、観光客も順調に回復してきている。


        

        
          九州新幹線800系
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          10　沖縄の状況
        


        　平成24年の延べ宿泊者数は、前年比5.9％増、前々年比2.4％増だった。そのうち、外国人延べ宿泊者数については、前年比35.0％増、前々年比54.2％増で震災の影響はあまり見られない。沖縄県の平成24年観光入込客数が、ＬＣＣや外国航空会社の新規就航・増便等により前年比7.8％増、そのうち外国人客については同34.5％増であったことから、延べ宿泊者数も増加した。


        ○待望の新石垣空港が開港

        　平成25年３月に、八重山地域（石垣市、竹富町、与那国町）の新たな玄関口として新石垣空港が開港した。これまでの滑走路より500m長い2,000m滑走路を備え、中型ジェット機の就航が可能となった。また、国内線のみならず国際線ターミナルビルも整備された。今後、国内外の各地を結ぶ新規路線・チャーター便の就航や増便が見込まれ、八重山地域の振興発展の起爆剤としてのみならず、沖縄県の産業や観光振興の推進拠点として、大きく貢献するものと期待されている。

        　沖縄総合事務局においては、新石垣空港の開港に先立ち、八重山地域における訪日外国人の受入環境の向上のため、平成24年度に、公共交通機関の乗継検索情報をはじめとする観光情報を多言語で提供する八重山地域のポータルサイトの作成等を行う外客受入地方拠点整備事業を実施した。


        

        
          (※)
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            	(※)

            	開港した新石垣空港のターミナルビル　石垣空港ターミナル(株)

          

        


        （注）この節において、各地域とは、各地方運輸局等の管内を指す。

        東北地方（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）

        関東地方（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県）

        北陸信越地方（新潟県、富山県、石川県、長野県）

        中部地方（福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県）

        近畿地方（滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県）

        中国地方（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）

        四国地方（徳島県、香川県、愛媛県、高知県）

        九州地方（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）

      

    

  


  
    
      第2章　国際観光振興の回顧、総括と今後の展開


      
        第1節　我が国50年の国際観光振興の回顧


        

        
          図I-2-1-1　日本人海外旅行者および訪日外国人旅行者数の推移
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          図I-2-1-2　地域別訪日外国人旅行者数シェアの推移
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            1　観光基本法の成立と高度経済成長（昭和39年（1964年）～昭和60年（1985年））
          


          
            
              (1)　観光の意義と役割の変化
            


            　戦後、我が国の国際観光の振興は、外貨獲得に重点を置いた外国人旅行者の誘致から始まった。我が国の国力の増加、海外事務所を通じた宣伝、先進諸国の経済水準の向上により、訪日外国人旅行者数は米国を中心に順調に増加し、観光基本法が制定された昭和38年には30万人となった。観光基本法では、国際収支の改善及び外国との経済文化の交流の促進を目的とした外国人旅行者の来訪の促進が第一の政策目標に掲げられ、海外における宣伝活動の充実強化、国際交通機関の整備、出入国に関する措置の改善、接遇の向上、国際観光地及び国際観光ルートの形成などに必要な施策を講ずるものとされた。

            　翌39年は、言うまでもなく、東京オリンピックが開催された年であり、日本全体が明日への希望に満ちた高揚感に浸る中、我が国国際観光の本格的な幕開けとなる節目の年でもあった。10万人にも及ぶと予想されたオリンピック開催期間中の訪日外国人旅行者数は、結果的にはその半分程度であったが、戦後最大規模の国際的なイベントを成功させるべく、東海道新幹線や高速道路の建設、宿泊施設の整備や接遇の向上が意欲的に推進され、外国人旅行者を受け入れるための基礎的なインフラとなった。海外宣伝につては、同年に設立された特殊法人国際観光振興会の海外事務所などを通じて、欧米を中心に我が国の観光事情、具体的な旅程や費用の紹介が行われた。また、昭和40年には、同振興会内に国際会議の専門誘致機関として日本コンベンション・ビューローが設立された。

            　他方、日本人の海外旅行は、戦後、外貨不足に対応するため制限的な措置がとられたが、我が国が国際社会に復帰し、その国際的な活動が増大するに伴い、日本人の海外旅行者数も徐々に増加した。こうした状況を踏まえ、外貨持ち出し制限付きながら、昭和38年に業務目的の渡航がまず自由化され、昭和39年には観光目的の海外渡航も自由化された。

          


          

          
            東海道新幹線開通（昭和39年）
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            東京オリンピックの日本選手団入場行進（昭和39年）（写真提供：フォート・キシモト）
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              (※)
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                	(※)

                	東京タワーTOKYO TOWER

              

            

          


          
            
              (2)　経済成長に伴うアウトバウンドの拡大
            


            　その後、海外ビジネスの増加に加え、国民生活における余暇の増大、ジャンボジェット機の就航、手軽に利用できるパッケージ旅行の普及などから、国内は海外旅行ブームとなり、昭和39年に22万人であった海外旅行者数は、昭和46年には96万人に増加した。これに対し、訪日外国人旅行者数については、大阪万博の開催された昭和45年をピークとして85万人となったが、その反動もあり、その後はやや停滞気味となった。この結果、昭和46年には、訪日外国人旅行者数が日本人の海外旅行者数に逆転され、その後、両者の不均衡が拡大していった。円高の進行は、こうした傾向に拍車をかけるものであった。

            　こうした中、昭和40年半ばとなり、我が国の国際収支の黒字基調が定着すると、国際観光の使命として、外貨獲得の重要性は低下し、国際交流や国際親善の増進が強調されるようになった。しかしながら、この時代、国際観光に対する関心は、国内的にはまだまだ限られ、国内旅行の拡大とも相俟って、訪日外国人旅行者の誘致を国の重要政策として積極的に推進するとの意識は強かったとは言えない。


            

            
              大阪万博の開催（昭和45年）　（写真提供：独立行政法人日本万国博覧会記念機構）
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            2　バブル経済とその崩壊（昭和61年（1986年）～平成14年（2002年））
          


          
            
              (1)　貿易摩擦を背景としたアウトバウンドの促進への転換
            


            　石油危機の影響は受けたものの、国際観光は総じて順調に拡大し、昭和60年には、日本人の海外旅行者数は495万人、訪日外国人旅行者数は233万人と、それぞれ過去最高を記録した。こうした中、日本の大幅な貿易黒字に起因する欧米との間の貿易摩擦を背景として、従来の訪日外国人旅行者を誘致する政策に加え、日本人の海外旅行を促進するための政策が新たに展開されるようになった。

            　海外旅行を促進するためには、海外旅行促進キャンペーン、海外における日本人観光客の受入環境の改善等の施策を官民が密接に連携をとりつつ、総合的・計画的に推進していくことが必要不可欠である。このため、昭和62年に「海外旅行倍増計画（テン・ミリオン計画）」が作成され、平成３年までに日本人の海外旅行者数を1,000万人の水準に乗せることが目標とされた。昭和60年のプラザ合意以降の急激な円高も追い風となり、海外旅行者数は加速度的に増加し、この目標は、平成２年には達成された。他方、訪日外国人旅行者数は、円高による負の影響を受けながらも、総じて見れば増加傾向を維持したが、日本人の海外旅行者数との差はますます拡大した。

          


          
            
              (2)　ツーウェイツーリズムの推進
            


            　こうした状況を受け、訪日外国人旅行者の誘致に政策の軸足を戻していく動きが見られ、平成3年、双方向の観光交流の一層の拡大を目的とした「観光交流拡大計画（Two Way Tourism 21）」が策定された。この計画では、日本人の海外旅行は有名地の駆け足観光やショッピングなど画一的なものが多く、モラルやマナーにも依然問題があることを踏まえ、国民が海外旅行の本来持つ多様な価値を理解し、その個性に合ったより豊かな海外旅行を楽しむことができるようその質的向上を図ることも目的のひとつに掲げられた。

          


          
            
              (3)　インバウンドの拡大に向けた施策の推進
            


            　しかしながら、日本人の海外旅行者数と訪日外国人旅行者数の乖離は拡大し続け、平成７年には、日本人の海外旅行者数は1,530万人に達したのに対し、訪日外国人旅行者数は335万にとどまった。そのため、訪日外国人旅行者の誘致に政策の軸足が更に移され、平成８年、訪日外国人旅行者数を平成17年時点で700万人に倍増させることを目指した「ウェルカムプラン21」がとりまとめられた。翌９年には、同プランの目的のひとつとされた地方圏への誘客を促進するため、「外国人観光旅客の来訪地域の多様化の促進による国際観光の振興に関する法律（外客誘致法）」が制定された。さらに、こうした取組を更に強化すべく、平成19年を目途に訪日外国人旅行者数を800万人とすることを目標とした「新ウェルカムプラン21」がとりまとめられた。

            　この間、アジアからの訪日旅行者数が訪日外国人旅行者数全体の６割を越えるようになり、アジアを重点として戦略的な訪日外国人旅行者の誘致活動が行われるようになった。特に、平成12年には、日中両政府間の調整を経て、中国からの団体旅行が開始され、その後の我が国の外客構造に大きな変化をもたらすようになった。平成14年には、日韓ワールドカップサッカー大会が日本で初めて開催（日韓共催）され、訪日外国人旅行者の増加に追い風となった。しかしながら、ＩＴ社会の到来により、国内では、インターネットを利用して手軽に旅行契約取引が可能となったことや、地方空港からの直行便の利用などにより、少人数による週末を利用した「安・近・短」旅行が人気となり、アジアへの海外旅行者が増加するなど、訪日外国人旅行者数と海外旅行者数の乖離は拡大する一方であった。

          


          

          
            日韓ワールドカップサッカー大会（平成14年）　（写真提供：J. LEAGUE PHOTOS）
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            3　観光立国の実現に向けた本格的な取組の開始（平成15年（2003年）～）
          


          　バブル経済の崩壊後、長引く経済低迷を打開するため、我が国では、新たな成長産業の創造、発展が求められ、その中にあって、幅広い経済波及効果を有する観光への関心が高まってきていた。

          　そのような背景のもと、平成14年２月の小泉総理大臣（当時）の施政方針演説において、海外からの旅行者の増大と、それを通じた地域の活性化を図るとの方針が示され、観光は国の重要政策課題となった。それを受け、平成14年に、国土交通省が関係省庁の協力を得て「グローバル観光戦略」を定めた。同戦略は、政府が関係省庁を含む官民の外国人旅行者の訪日促進策を初めて総合的にとりまとめたものであった。

          　平成15年１月の小泉総理大臣（当時）の施政方針演説においては、観光の振興に国を挙げて取り組み、2010年までに訪日外国人旅行者数を1,000万人にすることを目標とすることとされた。その後、更に幅広い視点から我が国の観光立国としての基本的なあり方を検討するため、平成15年１月に総理大臣が主催する「観光立国懇談会」が開催され、４月に報告書がとりまとめられた。観光立国の実現に向けた本格的な取組の開始である。

          　平成18年には、社会経済情勢の変化に的確に対応するとともに、観光立国の実現に向けた取組を一層明確かつ確実なものとする必要があったことから、「観光基本法」を全面改正した「観光立国推進基本法」が成立した。同法の制定により、観光を21世紀の国の重要な政策の柱に位置づけることが法律上も明確化され、同法に基づいて定められた「観光立国推進基本計画」をマスタープランとして施策が推進され始めた。

          　また、観光立国を実現するための施策を総合的かつ計画的に推進すべく、国全体として官民を挙げて取り組む体制の整備が必要であった。そのため、平成20年、観光行政の責任を有する組織を明確化するとともに、機能的かつ効率的な施策の実施を可能とする体制を整備するため、観光庁が発足した。

          　海外事務所等を通じて日本の魅力の広報やマーケティング活動による訪日外国人旅行者の誘致を行ってきた国際観光振興会は、平成15年に、新たに独立行政法人国際観光振興機構（ＪＮＴＯ、通称：日本政府観光局）として発足している。

          　外国人旅行者の訪日を促進するための重要な施策として位置づけられたのがビジット・ジャパン・キャンペーン（平成22年よりビジット・ジャパン事業。以下「ＶＪ」という。）である。ＶＪは、国、地方公共団体及び民間事業者が共同して行う国を挙げての戦略的な訪日促進の取組であり、訪日旅行商品の造成支援や日本の魅力の海外への発信を中心に、平成15年度から本格的に実施され今日に至っている。平成22年度からは、「Japan. Endless Discovery.」のキャッチフレーズのもと展開している。

          　ＶＪの大きな特色は、訪日促進の主要市場を絞り込み、各国・地域ごとに市場規模、ニーズ等の特性を十分に把握することを重視しており、各市場の訴求対象に応じたプロモーション方針を策定している点にある。主要市場は、韓国、中国、台湾、米国、香港の５つの国・地域からスタートしたが、段階的に増加し、現在では、韓国、中国、香港、台湾、タイ、シンガポール、マレーシア、インドネシア、ベトナム、フィリピン、インド、英国、ドイツ、フランス、ロシア、米国、カナダ、豪州の18の国・地域となっている。

          　ＶＪ初期においては、小泉総理大臣（当時）や安倍総理大臣（当時）等が訪日を直接呼びかけるメッセージビデオを作成し、国際的な旅行博等で放映するなど、トップセールスも積極的に実施してきている。

          　海外旅行会社向けの取組としては、海外旅行会社の招請やツアー共同広告等の実施により、訪日旅行商品の造成、販売の支援を継続的に行ってきた。また、主要市場で開催される大規模な旅行博等に出展することにより、日本の観光の魅力をアピールし、訪日旅行商品の販売につなげるとともに、来場者へのアンケート調査により、訪日旅行商品造成の課題やニーズについての情報収集を行ってきた。さらに、平成17年度からは、毎年国内で大規模な商談会「ＹＯＫＯＳＯ！ＪＡＰＡＮトラベルマート」（平成22年度より「ＶＩＳＩＴ　ＪＡＰＡＮトラベルマート」）を開催することにより、海外の多くの旅行会社やメディアと意見交換や商談をする場を提供している。

          　海外消費者向けの取組としては、海外での広告宣伝や海外メディアを招請して日本の観光資源等を紹介する記事や番組制作につなげることにより、日本の魅力発信を行ってきた。情報発信については、インターネットやＳＮＳを積極的に活用してきている。

          　また、国内のインバウンド関係者がインバウンドの重要性について理解を深めるためのセミナー・シンポジウムを開催するとともに、訪日外国人旅行者を歓迎する機運を醸成するための国内集中キャンペーンを実施してきた。特に、平成17年度から平成20年度までは、中華圏・韓国の春節・旧正月に合わせた集中キャンペーンとして「ＹＯＫＯＳＯ！ＪＡＰＡＮ　ＷＥＥＫＳ」を開催し、イベントの開催等を通じて外国人旅行者を歓迎する「おもてなし」の機運を醸成した。また、東日本大震災から１年を契機に、関係省庁、地方公共団体、民間事業者等と連携し、世界へあらためて感謝を伝え、訪日需要の回復へとつなげる「Japan. Thank You.」キャンペーンを行った。

          　観光立国を実現するためには、地方公共団体等との連携も重要である。そのため、都道府県の枠を越えて地方公共団体間で広域に取り組むプロモーションを、国と地方が連携して実施してきた。平成15年度は100件であった地方連携事業の取組は、平成24年度には200件と大きく増加している。

          　ＶＪでは、国内外の有名人を親善大使に任命し、様々な機会を活用して日本の魅力をＰＲする取組を行ってきていたが、平成19年度からは、受入体制の構築や日本の魅力の発信といった努力に公的な評価を付与することにより、訪日促進のための諸活動の裾野を更に広げるため、他の関係者の手本となる優れた取組を行っている人々を「ＹＯＫＯＳＯ！ＪＡＰＡＮ大使」（平成22年度より「ＶＩＳＩＴ　ＪＡＰＡＮ大使」）として任命している（これまでに計62名を任命）。

          　このような国の動きに連動して、日本各地でも地方公共団体や地域の観光関連団体が訪日プロモーションを展開する等、インバウンドの拡大に向けたプロモーションは、まさに国を挙げたオールジャパン体制での取組となっていった。

          　以上のように、ＶＪは、その時々の情勢に合わせて主要市場を拡大するとともに事業手法を進化させてきている。また、ＶＪのみならず、訪日外国人旅行者の受入環境の整備、ビザの緩和や出入国手続の迅速化・円滑化等にも取り組んできている。今後、これらの施策をさらに強化・改善することにより、訪日外国人旅行者を一層増加させていく必要がある。

          　ＶＪ開始後の訪日外国人旅行者数の推移を見ると、初年の平成15年は、イラク戦争やＳＡＲＳの影響を受け、前年を下回るという厳しいスタートとなったものの、日韓ワールドカップサッカー大会が開催されたことも追い風となり、過去最高（当時）を記録した平成14年に匹敵する水準となった。その後、平成17年の中国における対日感情の悪化、平成20年の世界的な金融危機による景気後退や円高の急進の影響などを受けつつも、毎年過去最高を更新し続け、順調に増加していった。しかし、平成21年には、前年から続く世界的な景気後退や円高の継続に加え、新型インフルエンザの感染拡大の影響もあり、ＶＪ開始後初めて前年を大きく下回る結果となった。平成22年は、その反動により大きく回復し、これまでで最高となる861万人を記録したものの、平成23年は、東日本大震災の影響から、再び前年を大きく下回る結果となった。平成24年は全体としてほぼ震災前の水準に回復したものの、直近５年の間は、自然災害や世界的な経済情勢等の外的要因の影響を受けて増減の振幅が大きい状況である。
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            	(※)

            	東京スカイツリーＴＯＫＹＯ－ＳＫＹＴＲＥＥ

          

        

      


      
        第2節　世界の観光の動向


        
          
            1　世界における国際観光の動向
          


          　1960年代から70年代にかけて、ジャンボジェット機の就航による大量輸送時代の到来や所得水準の向上による海外旅行可能者人口の増加等を背景として、世界の国際観光客数も増加した。国際連合が1967年を「国際観光年」と定めたことに象徴されるように、観光が世界的にクローズアップされてきた時代である。観光分野における国際機関としてＷＴＯ（世界観光機関）が発足したのもこの時代（1975年発足。2003年に国連専門機関となり、名称をＵＮＷＴＯへ変更。）である。当時の国際観光客の目的地の大半は北米と西ヨーロッパであり、両地域で世界の国際観光客到着数の９割以上を占めていた。アジア太平洋地域を訪れる国際観光客は、増加率においては２大市場を上回っていたものの、そのシェアは極めて小さいものであった。

          　1980年代には、アジアの新興国が経済成長を遂げたことを背景に、国際観光客数が増加しただけでなく、アジア太平洋地域を訪れる国際観光客も増加し、国際観光の規模は更に拡大した。80年代に世界の国際観光客到着数の１割を超えたアジア太平洋地域は、現在は世界の国際観光客到着数の約２割を占めるに至っている。

          　アジア太平洋地域では、1980年代に、台湾の観光旅行の自由化や韓国の渡航制限の緩和などにより地域内の国際観光が活性化したこともあり、国際観光客到着数が増加した。更に、1980年代前半から中国において渡航制限の緩和が段階的に進められてきたことなどもあり、2002年にはアジア太平洋地域の国際観光客到着数が初めて米州を上回った。アジア太平洋地域を訪れた国際観光客は、欧州と比べて実数は少ないものの、その伸び率は、世界全体の伸び率を大きく上回っており、同地域が今後大きな成長が期待できる地域であることが分かる。

          　これまでも、世界規模の危機事象の発生した時期、例えば、湾岸戦争の勃発した1991年、米国同時多発テロ事件の発生した2001年、イラク戦争が勃発しＳＡＲＳが猛威をふるった2003年、世界同時金融危機による世界的大不況の最中に新型インフルエンザが流行した2009年のように、国際観光客数の伸びが一時的に鈍化した時期もあったが、50年という長い期間で見ると、世界の国際観光客数は、一貫して増加傾向にあったと言える。

          　先に述べたとおり、ＵＮＷＴＯによると、2012年の国際観光客数は過去最高となる10億人に達し、2020年には13.6億人に達する見込みである。また、ＷＴＴＣ（世界旅行ツーリズム協議会）によると、2012年の観光ＧＤＰは、世界のＧＤＰ全体の約9.3％にあたる6.6兆ドルであるが、2023年の観光ＧＤＰは、世界のＧＤＰ全体の約10.0％にあたる10.5兆ドルになると予測されている。

          　これらの動向や予測を踏まえると、観光は世界にとって経済成長のための一層重要な産業となっていくものと期待される。


          

          
            図I-2-2-1　国際観光客到着数の推移
          
[image: ]


          

          
            図I-2-2-2　地域別国際観光客到着数の割合
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            図I-2-2-3　国際観光客到着数の推移（1950年の国際観光客到着数＝１として指数化）
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            2　国・地域別の国際観光の動向(注)
          


          　アジア各国・地域を訪れた外国人旅行者数とアジア各国・地域からの海外旅行者数は、ＳＡＲＳが猛威を振るった2003年と新型インフルエンザが流行した2009年に鈍化が見られるものの、一貫して増加傾向にある。

          　2010年にアジア各国・地域を訪れた外国人旅行者数を、2003年比の伸び率で見ると、マレーシア132.4％増、韓国85.1％増、中国68.8％増、日本65.2％増、シンガポール60.6％増、タイ57.1％増、インドネシア56.8％増など、各国とも高い伸び率を示している。2011年の実数では中国が最も多く、5,758万人である。訪韓外国人旅行者数は、2009年に訪日外国人旅行者数を上回った（日本679万人、韓国782万人）(図I-2-2-4)。


          

          
            図I-2-2-4　アジア各国・地域を訪れた外国人旅行者数の推移
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          　アジア各国・地域からの海外旅行者数を見ると、日本は2003年の1,330万人から2010年の1,663万人（2003年比25.1％増）に増加しているが、一方で、中国が2003年の2,022万人から2010年の5,739万人（2003年比183.8％増）と大きく増加しているのをはじめ、他のアジア各国・地域も、2003年比の伸び率で見ると、タイ153.5％増、韓国76.2％増、シンガポール73.9％増、台湾59.1％増、香港54.0％増と、日本を上回る伸び率を示している。2011年の実数では、中国が最も多く、7,025万人である（図I-2-2-5）。


          (注)　「国・地域別の国際観光の動向」については、主にＶＪ（ビジット・ジャパン・キャンペーン）の開始された2003年と、東日本大震災前の2010年とを比較して記述している（2011年は震災の影響により、訪日外国人旅行者数が大きく減少しているため）。


          

          
            図I-2-2-5　アジア各国・地域からの海外旅行者数の推移
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          　５大市場（韓国、中国、台湾、米国、香港）の海外旅行者数を旅行先別に見ると、韓国を除く各国・地域から日本への海外旅行者数の伸びは、各国・地域全体の海外旅行者数の伸びを上回っているが、一方で、いずれの国・地域についても、中国、韓国、台湾といった日本の競合先のいずれかが、日本を上回る伸びを示していることが分かる。

          　また、東南アジア（注）から中国、韓国、台湾、香港、日本への海外旅行者数を見ると、いずれも増加傾向にあるが、2010年時点で、中国、香港が、日本と比べて格段に大きなシェアを占めている状況が分かる。


          　韓国の海外旅行者数は、2003年の709万人から、2010年には1,249万人（2003年比76.2％増）に増加している(図I-2-2-5)。主な旅行先は、中国と日本である。

          　日本への海外旅行者数は、2003年の146万人から、2010年には244万人（2003年比67.2％増）に増加しているが、その伸び率は、韓国全体の海外旅行者数の伸び率には及んでいない。一方、中国への海外旅行者数は、2003年の195万人から、2010年には408万人（2003年比109.6％増）に増加している。韓国人の海外旅行先として、1999年に中国への韓国人海外旅行者数が日本への韓国人海外旅行者数を追い越しているが、その後も、中国が日本を上回る伸び率で韓国人海外旅行者を取り込み、次第にその差が広がりつつある様子が伺える(図I-2-2-6)。


          (注)　ここでは、インドネシア、マレーシア、タイ、フィリピン及びシンガポールを指す。


          

          
            図I-2-2-6　旅行先別海外旅行者数の推移（韓国）
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          　中国の海外旅行者数は、2003年の2,022万人から、2010年には5,739万人（2003年比183.8％増）に増加している（図I-2-2-5）。旅行先は、香港が圧倒的に多く（2010年1,360万人）、次いで欧州（2010年352万人）が多い。

          　日本への海外旅行者数は、2003年の45万人から、2010年には141万人（2003年比214.8％増）に増加しており、その伸び率は、中国全体の海外旅行者数の伸び率を上回っている。一方、韓国への海外旅行者数は、2003年の51万人から、2010年には188万人（2003年比265.4％増）に増加している。日本、韓国それぞれへの中国人海外旅行者数は、2003年にはほぼ同規模であったが、韓国が日本を上回る伸び率で中国人海外旅行者を取り込み、次第に日本が韓国に水を空けられつつある様子が伺える(図I-2-2-7)。


          

          
            図I-2-2-7　旅行先別海外旅行者数の推移（中国）
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          　台湾の海外旅行者数は、2003年の592万人から、2010年には942万人（2003年比59.0％増）に増加している(図I-2-2-5)。旅行先は、中国が圧倒的に多く、日本がそれに続いている。

          　日本への海外旅行者数は、2003年の79万人から、2010年には127万人（2003年比61.5％増）と増加しており、その伸び率は、台湾全体の海外旅行者数の伸び率を若干上回っている。韓国への海外旅行者数は、2003年の19万人から、2010年には41万人（2003年比108.2％増）に増加している。2010年の韓国への海外旅行者数は、日本への海外旅行者数の３分の１程度の規模であるものの、2003年比の伸び率は、日本を上回っている。一方、中国への海外旅行者数は、2003年の273万人から、2010年には514万人（2003年比88.2％増）に増加しており、中国が日本を上回る伸び率で台湾の海外旅行者を取り込んでいるのが分かる(図I-2-2-8)。


          

          
            図I-2-2-8　旅行先別海外旅行者数の推移（台湾）
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          　米国の海外旅行者数は、2003年の5,617万人から、2010年には6,027万人（2003年比7.3％増）に増加している。

          　アジアにおける主な旅行先は、中国と香港であり、日本がそれに続いている。日本への海外旅行者数は、2003年の66万人から、2010年には73万人（2003年比10.9％増）と増加しており、その伸び率は、米国全体の海外旅行者数の伸び率を若干上回っている。しかしながら、2005年以降は、日本への米国人海外旅行者数は減少傾向にある。一方、中国への海外旅行者数は、2003年の82万人から、2010年には201万人（2003年比144.3％増）に大きく増加しており、中国が日本を上回る伸び率で米国人海外旅行者を取り込んでいることが分かる。また、韓国への海外旅行者数は、2003年の42万人から、2010年には65万人（2003年比54.8％増）に増加しており、一貫して増加傾向にある。2011年には、東日本大震災の影響があったとは言え、韓国が日本を追い越している(図I-2-2-9)。


          

          
            図I-2-2-9　旅行先別海外旅行者数の推移（米国）
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          　香港の海外旅行者数は、2003年の443万人から、2010年には682万人（2003年比54.1％増）に増加している(図I-2-2-5)。旅行先は、中国が圧倒的に多く、次いで台湾と日本が多い。

          　日本への海外旅行者数は、2003年の26万人から、2010年には51万人（2003年比95.5％増）に増加しており、その伸び率は、香港全体の海外旅行者数の伸び率を上回っている。韓国への海外旅行者数は、2003年の16万人から、2010年には23万人（2003年比46.2％増）に増加しているが、その伸び率は日本に及んでいない。一方、台湾への海外旅行者数は、2003年の29万人から、2010年には77万人（2003年比167.4％増）に増加している。日本、台湾それぞれへの香港の海外旅行者数は、2003年には、日本とほぼ同規模であったが、台湾が日本を上回る伸び率で香港の海外旅行者を取り込み、近年では、その差が拡大している(図I-2-2-10)


          

          
            図I-2-2-10　旅行先別海外旅行者数の推移（香港）
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          　東南アジアから日本への海外旅行者数は、2003年の42万人から、2010年には67万人（2003年比57.4％増）に増加している。中国への海外旅行者数は、2003年の177万人から、2010年には429万人（2003年比141.7％増）に大きく増加しており、中国が日本を上回る伸び率で東南アジアの海外旅行者を取り込んでいるのが分かる。その結果、2010年の東南アジアから中国への海外旅行者数は、日本への海外旅行者数の６倍以上に至っている。韓国への海外旅行者数は、2003年の52万人から、2010年には88万人（2003年比67.7％増）に増加しており、日本の伸び率を上回っている。また、同期間に実数でも韓国は常に日本を上回っており、その差は拡大傾向にある。2011年には、東日本大震災の影響もあって、東南アジアから韓国への海外旅行者数は、日本への海外旅行者数の２倍以上に至っている。香港への海外旅行者数は、2003年の78万人から、2010年には214万人（2003年比173.1％増）に大きく増加しており、2010年の東南アジアから香港への海外旅行者は、日本への海外旅行者数の３倍以上と、その差は大きい。台湾への海外旅行者数は、2003年の21万人から、2010年には66万人（2003年比220.9％増）に大きく増加している。台湾への海外旅行者数は、2003年には日本への海外旅行者数の２分の１程度の規模であったが、2010年にはほぼ同規模にまで増加している。2011年には、東日本大震災の影響があって、東南アジアから台湾への海外旅行者数は、日本への海外旅行者数を追い越している。


          

          
            図I-2-2-11　旅行先別海外旅行者数の推移（東南アジア）
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        第3節　過去10年の国際観光振興政策の総括と課題


        
          
            1　総括
          


          　平成15年のＶＪの開始前後で訪日外国人旅行者数の推移を比較すると、近年は外的要因の影響を受けて増減の振幅が大きいものの、ＶＪ開始後は、開始前と比べて目に見えて大幅な増加傾向を示している(図I-2-3-1)。これは、10年にわたりＶＪを中心としてインバウンドの拡大に国を挙げて本格的に取り組んできた成果と言える。国内の各地で外国人旅行者の姿を目にすることが多くなったと実感されることも増えたのではないだろうか。


          

          
            図I-2-3-1　訪日外国人旅行者数の推移
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          　このような目に見える成果だけではなく、この10年の間に、国内の観光関係者の間のみならず、各地域でインバウンドへの取組の必要性についての意識が広まり、インバウンドが今後の日本の成長産業の一つであるという認識が国内で相当程度広がっていることも大きな成果と言える。

          　また、後述するように、観光庁をはじめとする関係省庁が、さらには官民が連携してインバウンドに取り組む体制が強化されてきている。

          　しかし、これまでの取組によりそのような成果が生まれているとは言え、我が国は、“観光後進国”からようやく“観光新興国”になったに過ぎないのが現状である。　

          　外国人旅行者受入数について見ると、過去最高である861万人を記録した平成22年においても、日本は世界で30位、アジアで８位に過ぎない。また、同じく平成22年の国際観光収入を比較しても、日本は世界で19位、アジアで８位と低位に甘んじている。

          　国及び政府観光局の観光予算についても、日本が約112億円（平成25年度）であるのに対し、韓国は約704億円（2011年度（平成23年度））である等、アジアの競合国に及ばない状況である。韓国と比較しても、平成20年までは、訪日外国人旅行者数が訪韓外国人旅行者数を上回っていたにも関わらず、今や逆転されている。平成24年の訪日外国人旅行者数は837万人（暫定値）である一方、同年の訪韓外国人旅行者数は1,100万人を超えており、2013年（平成25年）は1,250万人を目指すとしている。現状では韓国に後塵を拝していると言わざるを得ない(図I-2-3-2)。


          

          
            図I-2-3-2　訪日外国人旅行者数と訪韓外国人旅行者数の推移
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          　我が国は人口減少期を迎えている。今後、さらなる人口減少と少子高齢化が進展する中、国内市場は縮小していくことが見込まれる。そのような状況にあって日本経済を活性化させるためには、海外需要、特に、今後大きな成長が予想されているアジアをはじめとする新興国の需要を取り込むことが重要である。また、今後ますますグローバル化が進展すると見込まれる中、世界中の人々の国境を越えた行き来はより活発化するだろう。そのような人々の往来を取り込んでいくことは、国際相互理解を進めるとともに、日本のソフトパワーを強化して国際的なプレゼンスを高めるためにも重要なことである。インバウンドへの取組は、まさにこれらの役割を果たす有効な政策の一つである。

          　このように重要な意味を持つインバウンドの拡大に、引き続き国を挙げて取り組み、“観光先進国”としての観光立国の実現に向けて、オールジャパンで更なる努力をしていくことが求められる。

        


        
          
            2　課題
          


          
            
              (1)　訪日ブランドの構築
            


            　外国人旅行者に日本を目的地として選好してもらうためには、戦略的にプロモーションを展開することが必要である。

            　プロモーションは、即効性のある短期的なものと、訪日ブランドを構築し、訴求するための中長期的なものに大別される。両者とも必要であるが、これまでの訪日プロモーションは、前者について工夫が不足する傾向があったばかりでなく、特に後者の「訪日ブランド」を構築するという戦略に乏しく、それぞれの関係者がばらばらに情報を発信することが多かったため、日本全体としてのイメージの訴求ができていなかった。

            　観光関係者がそれぞれに目先の外国人旅行者数を増加させることに汲々とし、日本全体で共通の理念がないまま刹那的なプロモーションを展開しているだけでは、全体としての大きな成果は期待できない。

            　そもそも、時代や国・地域を問わず安定的に評価される圧倒的で競合国にはない独自の魅力こそが、世界中の人々を惹きつけ、「その国に行ってみたい」と思わせる力を発揮するものである。

            　グローバル化が進み、大量の情報が錯綜する今日、消費者に個別の観光地の善し悪しについて時間をかけて吟味する時間は少ない。良い観光地であるというイメージが確立されているか否かで消費者の選択のかなりの部分が決まってしまう。

            　翻って日本を見ると、工業国や経済大国としてのイメージは国際的に浸透しているが、観光に関しては、まだまだ「フジヤマ、スシ、ゲイシャ」のイメージから抜け出せていない。また、ごく一部の有名な観光地以外は知られていないことが多い。これらのイメージは、個人旅行の増加に伴い、体験や交流、さらには自己実現がニーズとされはじめた国際観光市場においては、魅力のないものとなりかねない。これらのニーズに応えうる新たな旅行先としての日本のイメージを伝えていかなければならない。

            　そのためには、関係者が一丸となって、中長期的な視点に立ち、できるだけ統一されたイメージを世界に向けて訴求していかなければならない。ＶＪの10周年を迎え、今後の10年は、魅力的な旅行先としての「日本」のイメージ、すなわち訪日ブランドを確立し、世界中の人々に浸透させるための取組を進めていく必要がある。

            　各観光地域についても、国内外から選好されるためには、それぞれの地域のブランドの確立が不可欠である。

            　しかし、残念ながら、観光地域の中には、そのようなブランド確立がなされないまま、目先のプロモーションだけに力を注いでいる例が少なからず見られる。

            　我が国は、北は北海道から南は沖縄まで世界中の人々の多様なニーズを受け入れることができる多彩な地域資源に恵まれており、観光の潜在力は極めて高いと考えられる。しかし、その能力を最大限発揮しているとは言い難いのではないか。

            　今後、国境を越えた観光地域間の競争がますます厳しくなると見込まれる中、地域の魅力を向上させ、競合地域に負けない独自の魅力を放ち続ける観光地域だけが生き残っていくと考えられる。

            各観光地域も、そのような切迫感を持って取り組んでいかなければならない。

          


          
            
              (2)　外的要因の影響を受けにくい訪日外客構造の構築と戦略的なプロモーションの展開
            


            　インバウンドの拡大に先進的に取り組んでいる国は、重点的な市場を持ちつつ、それらの市場に過度に依存することなく、多くの市場からバランス良く誘客している(図I-2-3-3)。

            　一方、訪日外国人旅行者数は、東アジア４か国（韓国、中国、台湾、香港）で約65％を占めており、偏重している(図I-2-3-4)。


            

            
              図I-2-3-3　各国の外客構造
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              図I-2-3-4　国・地域別訪日外国人旅行者の割合（平成24年）
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            　東日本大震災後、放射能に係る風評被害の影響が長引き、我が国にとって最大の市場である韓国における訪日需要の回復には時間を要した(図I-2-3-5)。また、政府による尖閣諸島三島の取得・保有が行われた平成24年９月以降、団体客を中心に中国からの訪日旅行者数が大きく落ち込んだ(図I-2-3-6)。我が国は、これらの経験から、特定の市場に依存した訪日外客構造の脆弱性を身を以て学んだ。今後は、この経験を生かし、送客元の多様化により、外的要因に大きく影響されることのない安定的な訪日外客構造を構築することが課題となる。


            

            
              図I-2-3-5　訪訪日外国人旅行者数の平成22年同月比の推移
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              図I-2-3-6　訪日中国人旅行者数の月別推移
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            　また、多様化する市場のニーズへの対応にも、まだまだ改善の余地がある。

            　これまでは、世界的に団体旅行が中心だったため、現地旅行会社のニーズを把握することで市場のニーズを把握することができた。しかし、近年、世界的に個人旅行が主流になりつつあり、多様な個人のニーズを的確に把握することが不可欠となりつつある。我が国の主要な市場である韓国、台湾、香港はもちろん、今後は、中国やタイも個人旅行が主流になることが見込まれる中、きめ細かなマーケティングがより一層欠かせなくなる。

            　プロモーションについても、そうした傾向を受け、これまで以上にきめ細かさが必要となってくる。市場類型や国・地域ごとに訴求対象を明確化した上で、より効果的な媒体を的確に活用しながら、個人旅行者に向けてはＳＮＳを活用するなど、常に新しい手法を取り入れ、工夫していく必要がある。

          


          
            
              (3)　ＭＩＣＥ分野の国際競争力の強化
            


            　国際会議等のＭＩＣＥ（Meeting, Incentive, Convention, Exhibition/Event）の誘致は、ビジネス客を誘致するための有効な手段である。ＭＩＣＥ開催を通じた主催者、参加者等の消費支出は、開催地域を中心に大きな経済波及効果を生み出す。また、ＭＩＣＥの開催は、ビジネスや研究分野の海外参加者と我が国参加者の人的ネットワークの形成や知識・情報の共有を通じた新たなビジネス機会やイノベーションの創出を促す。このような人や情報の交流・流通、ネットワーク構築は、都市の競争力・ブランド力向上にもつながるものであり、いわば我が国の経済成長のソフトインフラとしての機能を有する。

            　国際会議の動向を見ると、世界全体で開催件数は年々増加しているが、アジアや南米では、急速な経済成長を背景に、特に開催件数の伸びが大きい(図I-2-3-7)。


            

            
              図I-2-3-7　国際会議の開催件数の推移
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            　アジア太平洋地域の多くの国が、ＭＩＣＥを成長分野と捉え近年急速に力を入れており、競争が激化する中、1990年代にアジアの中で圧倒的なＭＩＣＥ先進国であった日本は、もはやその優位が失われている。アジア太平洋地域における国際会議の開催件数を見ると、1990年代は日本が圧倒的な存在感を示していたが、2000年前後から中国、韓国、シンガポール等が開催件数を大きく伸ばしている(図I-2-3-8)。また、同地域内の主要５ヶ国（日本、中国、韓国、シンガポール、豪州）の開催件数に占める日本のシェアも、一貫して低下している(図I-2-3-9)。


            

            
              図I-2-3-8　アジア太平洋地域の主要国の国際会議開催件数
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              図I-2-3-9　アジア太平洋地域の主要国の国際会議開催件数に対する日本のシェアの推移
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            　これらの現状を踏まえると、我が国の経済成長を促すためにも、ＭＩＣＥ分野の国際競争力を強化することは喫緊の課題と言える。競合国の取組に大きく水を空けられている現状を打破し、日本をＭＩＣＥ先進国の地位に押し上げるために早急な対応が必要である。

          


          
            
              (4)　訪日外国人旅行者の受入環境の整備
            


            　訪日外国人旅行者が、快適に移動し、滞在し、観光することができる環境を整備することもまた重要である。言うまでもなく、外国人旅行者にとっては、日本人が国内を旅行する場合と違って、言語や生活習慣の違いをはじめ、戸惑いを感じる場面が多々存在する。ＪＮＴＯ（日本政府観光局）が実施した「訪日外国人個人旅行者が日本旅行中に感じた不便・不満調査」（平成21年）の結果を見ると、外国人旅行者が旅行中に感じた不便・不満は、最多の「標識等（案内版、道路標識、地図）」以下、多くの項目にわたっている(図I-2-3-10)。


            

            
              図I-2-3-10　訪日外国人旅行者が旅行中に感じた不便・不満
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            　ＶＪ開始後、観光関係者の間に、インバウンドを拡大するためには、プロモーションだけではなく、受入環境の整備も重要であるとの意識が広がり、近年、外国人観光案内所のネットワークの充実や国際拠点空港や駅構内等における無線ＬＡＮ環境の整備などが進みつつあるものの、未だ道半ばである。訪日外国人旅行者にとってのバリアを丁寧に解消し、受入環境を整備することは、個人旅行化が進展する中、今後ますます重要になってくると思われる。

            　また、自然災害の多発する我が国において、外国人が安心して旅行するためには、災害時等に安全が確保されることが基本的な条件とも言える。特に、東日本大震災の経験から、大規模な災害が発生した際に、訪日外国人旅行者に正確な情報を迅速に提供することが重要であると改めて認識された。しかし、現状では、そのような情報提供体制の構築は不十分であるため、自然災害等の緊急時において訪日外国人旅行者が情報難民となるリスクを軽減するための情報提供体制を整えることが必要である。

            　また、災害発生直後に、被災地にいる訪日外国人旅行者に対して迅速に避難誘導等の初動対応を行う体制も重要であるため、地方公共団体や観光施設において、そのための体制整備を進めることが急務である。

          


          
            
              (5)　オールジャパン体制の更なる強化
            


            　観光は、交通、まちづくり、文化、環境、産業、安全など幅広い分野にわたっており、これら各分野に関わる関係者の様々な取組によって支えられるものである。したがって、これら多くの官民にわたる関係者が連携し、観光立国の実現という目的を共有して、その目的に向けた総合的な取組を展開していく必要がある。

            　そのため、関係省庁やＪＮＴＯ等の政府関係機関は、お互いに緊密に連携・協働することはもちろん、地方公共団体、公益社団法人日本観光振興協会等の観光・交通関係団体、観光・交通関係事業者、経済界、マスコミ等とも一体となって施策を展開していかなければならない。

            　ＶＪ開始後、観光関係者がプロモーション等に連携して取り組む体制が構築されつつあるが、各省庁や各産業界はまだ縦割りから脱却していない。我が国が観光振興国から観光先進国へと進化するためには、今後さらに各主体が観光の観点から連携を進め、「オールジャパン」体制を作り上げていくことが欠かせない。

          

        

      


      
        第4節　国際観光振興政策の今後の展開


        
          
            1　訪日ブランドの構築・強化
          


          
            
              (1)　日本が世界に誇る「普遍的な魅力」の確立
            


            　歴史、文化、伝統、自然など日本の魅力は多様である。そして、その多様性こそ日本観光の競争力の源泉であることは確かである。しかしながら、多様な魅力を多様であるとそのまま訴えることは、イメージの拡散にしかならない。多様な魅力の根底に共通してあるものを見出し、その根底にあるものを意識してプロモーションをしていく必要がある。

            　観光庁では、平成24年８月より、外国人８人を含む11人からなる「「普遍的な日本の魅力」の再構築・発信に関する検討会」を開催し、外国人目線に立って、日本の魅力について議論を行った。

            　その結果、日本の文化、伝統は「日本人」の精神や感性が発現されたものであり、質の高いものづくりや日本食は「日本人」の勤勉さやこだわりを体現したものではないか、日本の魅力の根底にあるもの、すなわち日本観光を海外に発信するに当たってのキーワードとなるもの、それは「日本人」という切り口ではないか、との結論に達した。

            　東日本大震災に際して世界中の人々を感嘆させた冷静で規律正しい日本人。日本を訪れる多くの外国人が触れる親切な日本人。技への誇りとこだわりを持って魂を込めたものづくりをする日本人。同じように見える観光資源でも、そのような日本人が手がけたものであることそのものが、「温かみ」、「面白み」、「深み」といった人の息吹を感じさせる特別な意味を付加し、他との差別化の重要な要素になっているのではないか。


            　検討会では、以上の議論を踏まえ、日本観光の価値について「日本人」を切り口に再構築し、以下のような「日本を旅行することでしか得られない３つの価値」（３Ｃ）としてとりまとめた。


            
              　価値１：日本人の神秘的で不思議な「気質」に触れることができる。（Character）

              

              　　①震災のような困難なときにも示された高い美徳・規律、礼儀正しい気質。

              　　②シャイだけど親切。知らない人にも配慮し、人に温かい気質。

              　　③飽くなき好奇心と根気で独自の世界をつくりあげる気質。

              　　④あえて言葉にしない、「わびさび」や五感を越えた「暗黙知」の存在。

              

              　価値２：日本人が細部までこだわり抜いた「作品」に出会える。（Creation）

              

              　　①歴史・伝統を継承し、現代の革新を加える「匠」や「専門家」による作品。

              　　②チームワークと擦り合わせの技から生まれた世界一「ハイテク」な作品。

              　　③洋の東西を問わず、「異国文化」を取り込み、日本的に昇華させた作品。

              　　④「自然」への畏怖・感謝をもとに、自然と一体化することで生まれた作品。

              　　⑤研ぎ澄まされた五感により、山海の素材の持ち味を引き出した「日本食」。

              

              　価値３：日本人の普段の「生活」にあるちょっとしたことを経験できる。（Common Life）

              

              　　①「ちょっとしたこと（a little thing）」に楽しみやくつろぎを感じられる生活。

              　　②四季や伝統が深く入り込む一方、現代と「融合」した生活。

              　　③「世界一厳しい消費者」を満足させるレベルの高い消費ができる生活。

              　　④「お客様は神様」を合言葉に、完璧な「おもてなし」を享受できる生活。

              　　⑤都市から田舎まで、全国どこでも「便利」、「清潔」、「安全」な生活。

            


            　これらは、今後の訪日プロモーションの指針となり得るものである。今後、この「３つの価値」（３Ｃ）を、日本の統一イメージ形成の指針としてオールジャパンで共有し、世界の人々に対し、非日常体験への扉を開く「驚きの別世界」としての「日本」を浸透させるべく取り組んでいく。
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              日本人が細部までこだわり抜いた「作品」に出会える。
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              日本人の神秘的で不思議な「気質」に触れることができる。
            
[image: ]


            

            
              日本人の普段の「生活」にあるちょっとしたことを経験できる。
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              (2)　国内外から選好される国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成
            


            
              
                ①　「日本の顔」となる観光地域づくり
              


              　先に述べたとおり、国際競争が激化する中、ブランドの確立された観光地域が国内外から選好される観光地域として生き残っていくと考えられるが、「観光地域のブランド確立」が達成されるのは、観光地域が、以下の全てを満たしているときである。


              
                ⅰ）地域が自然、歴史、文化等に根ざした「独自の価値」を有しており、当該価値が国内外に　認知されていること

                

                ⅱ）地域が「独自の価値」を来訪者に提供することにより、来訪者の期待を安定的に満たしていること

                

                ⅲ）地域の関係者・住民が「独自の価値」を共有し、活動に反映していること

                

                ⅳ）地域と来訪者が「独自の価値」に共鳴し合いながら、その価値を向上させていること

                

                ⅴ）地域として「独自の価値」の継続的な維持・向上を図るための仕組みを構築していること
              


              　そのようなブランドを生み出すためには、観光地域において、自然、歴史、文化等に根ざしたその地域の「独自の価値」とは何かについて検討を行い、その価値を表す「コンセプト」を定めることが必要である。そして、そのコンセプトに沿った空間を形成することはもちろん、来訪者と地域の人々の交流を支えるためのおもてなしの向上や滞在プログラムの造成といった受入環境の整備、マーケティングの実施等によるブランドの管理を行うことが必要である。さらには、これらの取組の継続的な実施と改善により、ブランドを維持していくための努力が継続して行われなければならない。

              　今後、近隣諸国に伍して国際競争を勝ち抜いていくだけの高い潜在力の認められる観光地域が、このような取組を促進し、「日本の顔」となる観光地域となっていく必要がある。そして、それらの観光地域から世界に向けて日本の魅力が発信されることで、日本が、これまで以上に目的地として選好されるようにしていかなければならない。

            


            
              
                ②　観光地域づくりの中核となる組織・人材の育成
              


              　「日本の顔」となる観光地域のブランドを確立するためには、中核となる組織と人材の存在が鍵となる。そのような中核組織は、地域のコンセプトの明確化、誘客対象の特定や競合地域との差別化を図るために必要なマーケティングの実施、多様な関係者間の調整や各取組の統括等を行う地域全体のマネジメントなど多様な機能を果たしていくことが求められるが、観光地域づくりプラットフォーム（注）等を、そのような中核組織として育てていかなければならない。

              　また、そのような組織が機能するためには、中核となる人材が不可欠である。地域が目指すべき方向性を企画・立案し、関係者との認識の共有と合意の形成を行い、さらには実務を的確に行うために必要な知識や経験を有する人材を、地域において持続的に育てていくことが必要である。


              （注）「観光地域づくりプラットフォーム」とは、着地型旅行商品の販売を行うため、地域内の着地型旅行商品の提供者と市場（旅行会社、旅行者）をつなぐワンストップ窓口としての機能を担う事業体のこと。

            

          

        


        
          
            2　成長市場の開拓と戦略的なプロモーションの展開
          


          
            
              (1)　成長市場の開拓と外的要因の影響を受けにくい訪日外客構造の構築
            


            
              
                ①　新たな成長市場の開拓
              


              　観光立国を実現するためには、インバウンドの市場として成長が見込まれる国・地域をいち早く見極め、時宜を誤ることなくその需要を積極的に取り込み続けることが大切である。特に、国には、民間企業に先駆けて「日本」の認知度が低い市場での取組を開始することが望まれている。世界各地の成長市場を開拓することは、送客元の多様化につながるため、外的要因の影響を受けにくい訪日外客構造を構築する上でも重要である。

              　近年の国際観光市場を見ると、北東アジア・東南アジアは、世界の中で最も高い伸びが予測される市場である。同地域は、2010年（平成22年）においては世界の国際観光客到着数に占める割合は19.3％（1.81億人）であるが、2020年（平成32年）には23.4％（3.18億人）になることが予測されている(図I-2-4-1)。その間の年平均伸び率は、世界平均が4.5％であるところ、7.5％に及ぶ(図I-2-4-2)。


              

              
                図I-2-4-1　国際観光客到着数の今後の予測
              
[image: ]


              

              
                図I-2-4-2　国際観光客到着数の年平均伸び率予測
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              　中でも、近年急速に経済成長し、それに伴って中間層・富裕層が伸びている東南アジアは、その親日度の高さや訪日旅行者数が増加傾向にあることとあいまって、今後、これまでの東アジア市場に続く大きな市場となることが見込まれる。

              　東南アジアからの訪日旅行者の一人当たり旅行支出額がアジアにおいては中国・香港に次いで高いこと(図I-2-4-3)や、東日本大震災後において東南アジアからの訪日旅行者数が大きな伸びを示している事も踏まえ(図I-2-4-4)、今後、東南アジアからの誘客を本格的に展開する。


              

              
                図I-2-4-3　訪日外国人旅行者１人当たり旅行支出額（平成24年）
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                図I-2-4-4　国・地域別訪日外国人旅行者数の伸び率（平成24年）
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              　また、今後は、インドネシアやマレーシア等からの誘客にも力を入れていくため、ムスリム向けに食事面や礼拝スペースの確保等に配慮する等の受入環境の整備を進めていく。

              　平成25年は、「日・ＡＳＥＡＮ友好協力40周年」に当たる。この節目となる年に「東南アジア・訪日100万人プラン」を展開し、東南アジアからの誘客に本格的に取り組む。韓国、中国等のこれまでの主要市場からの誘客と併せてこれらの取組を展開することにより、東南アジア市場を我が国の主要な市場へ成長させる(図I-2-4-5)。


              

              
                図I-2-4-5　東南アジア・訪日100万人プラン
              
[image: ]

              


              
                コラム

                  東南アジア市場向けプロモーションは受入環境・サービスの充実とともに


                ●ムスリム訪日客にも日本の食文化を楽しむ機会を！

                　国民にムスリム（イスラム教徒）の多いマレーシア（人口の約６割）やインドネシア（同約９割）からの訪日旅行者が増加する中、ムスリム訪日客も着実に存在感を増している。本国ではハラール（アラビア語で「許可・容認された」の意）とされる食事を食べているムスリムだが、海外旅行先で日常とは異なる食事をとることを楽しみにしている人は非常に多い。

                　そば・うどん、丼物から寿司、天ぷら、多種多様な海産物、本格的な会席料理に至るまで、日本には、ムスリムが食べてはならない代表例の豚（派生品を含む）やアルコール類をそもそも使用しない、又は代用品を用いても十分に楽しめる料理が驚くほどたくさんある。

                　それにもかかわらず、日本では、現在、ムスリム訪日客が「食べる・食べない」を判断する目安の表示や「食べてみよう」と思わせる調理上の配慮・工夫などが不十分で、ムスリム訪日客が日本食を楽しむ機会も選択肢も提供できていない状況である。

                　ムスリムが「食べる・食べない」を判断する基準は、居住国や世代、個々人によって大きな差があるが、代表的な判断のポイント、すなわち表示して欲しい情報を対応しやすい順に紹介すると、以下のような意見が多い。


                
                  ①　豚（派生品を含む）やアルコール類を使用しないメニューの有無

                  ②　ムスリム・サービススタッフの有無

                  ③　国際的なハラール認証の有無

                  

                
●具体的な受入環境やサービスの情報は強力なプロモーション・コンテンツ！


                　地域等の取組として、ムスリム訪日客の受入環境整備やムスリム・フレンドリー（ムスリム消費者に配慮した）サービスの促進に向けたガイドラインを定める動きが出てきているが、検討・議論を進める際には、ムスリム参加の下、ムスリムの視点や意見を反映する機会を確保することが重要である。

                　地域によっては、イスラム圏からの留学生などのムスリム居住者や日本人ムスリムも増加傾向にある。地域に根ざしたムスリム居住者やモスク関係者との連携を図ることで、ムスリム・フレンドリーな郷土料理や地域グルメづくり、日本人との交流や文化体験プログラムなどを提供できるようになれば、東南アジア市場からの誘致について、大きな効果が期待できる。

                　地域が提供できるムスリム・フレンドリーな施設・料理・お土産等を取りまとめた具体的な情報は、成長の兆しを見せるムスリム市場向けプロモーションに際して、非常に効果的で強力なPRコンテンツになると考えられる。


                

                
                  豚やアルコール類を使用しない配慮をしたコース料理例
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                  日本食を楽しむムスリム訪日客
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                ②　個人客、ビジネス客の誘致の強化
              


              　東日本大震災という未曾有の経験を経て、危機事象に際しても底堅く誘致できる層を確実に取り込み、安定的な外国人旅行者の訪日を維持するという観点が重要視されている。

              　東日本大震災後、訪日外国人旅行者数は大きく落ち込んだが、その中にあってもビジネス客や個人旅行客は堅調な推移を見せた(図I-2-4-6、図I-2-4-7)。また、政府による尖閣諸島三島の取得・保有の後、中国人からの訪日旅行者が大幅に減少したが、その大部分は団体客であり、個人旅行客については底堅さを示した(図I-2-4-8、図I-2-4-9)。


              

              
                図I-2-4-6　東日本大震災後の訪日外国人旅行者（ビジネス客・観光客）の動向（平成23年）
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                図I-2-4-7　東日本大震災後の訪日外国人旅行者（個人旅行客・団体客）の動向
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                図I-2-4-8　政府による尖閣諸島三島の取得・保有後の訪日中国人旅行者（ビジネス客・観光客）の動向（平成24年）
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                図I-2-4-9　　政府による尖閣諸島三島の取得・保有後の訪日中国人旅行者数（個人旅行客・団体客）の動向
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              　これらの現象を踏まえると、外的要因に影響を受けにくい訪日外客構造の構築にあたっては、ビジネス客や個人旅行客の需要を取り込み、その厚みを増しておくことが大切であることが分かる。そのため、下記３．で述べるようなＭＩＣＥの誘致や個人旅行客の誘致に力を入れていくこととしている。

              　個人旅行客を誘致するためには、その情報収集の手段が、インターネットやＳＮＳなど従来型のマスメディアとは異なる手法へと変化している点を踏まえる必要がある。競合国は、そのようなソーシャルメディアを活用したキャンペーンの展開に力を入れており、我が国もそうした動向に乗り遅れることなく取り組んでいく必要がある。

              　インターネット技術の進展により、「動画」の重要性が高まっている点も見逃せない。観光地は、工業製品と異なり海外へ見本として持ち込むことができないため、できるだけ実物に近い形でＰＲできる映像を活用していくことは有効性が高い。

              　また、オープンスカイやＬＣＣの就航により、多くの新規路線や増便が見込まれる機会を捉え、個人旅行客を誘致するために、航空会社等と連携し、メディア招請、共同広告等の訪日促進に向けた取組を戦略的に展開していく。

              　個人旅行客の誘致に向けては、日本が比較優位に立つ観光資源を生かした分野として、高度な技術力を背景とした医療観光、多様なスポーツ資源を活用したスポーツツーリズム、映画等のロケを観光に活用するロケツーリズムなども有効と考えられる。これらは、今後重点的に開拓していく分野として有力である。

              　さらに、日本刀、盆栽、錦鯉などの日本文化の熱心な愛好者が世界中に存在する。これらの愛好者は国を越えて交流しており、聖地である日本への訪問を促すためのプロモーションは効果的であると言える。

              　これらの需要を確実に取り込むためには、常に国内外の動向について興味を持って観察し、流行や嗜好の変化を敏感に感じ取って対応するという感度の良さが観光関係者に求められる。

              　今後も、訪日外国人旅行者数の増加が見込まれる市場を開拓するという視点はもちろんのこと、経済効果の高い層やリピーター化が見込まれる層を意識的に開拓していく視点も併せ持ちつつ、インバウンドの拡大に取り組んでいく必要がある。


              

              
                医療観光プロモーション推進連絡会ホームページ
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                ULTRA –TRAIL MT.FUJI
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                盆栽展示会にブース出展し訪日プロモーション
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                コラム

                「酒」を通してまちの暮らしや文化に触れる～酒蔵ツーリズムの萌芽～


                　日本酒の新酒が市中に出回るころ、各地で「酒まつり」が開催されている。広島県東広島市や新潟県新潟市では、それぞれ約25万人、10万人が来場するまつりとなるなど、酒への関心の高さが伺われる。また、山梨県、長野県では、地元のワインを楽しむツアーも始まっている。


                　酒をテーマにした観光は、古くからの酒どころである京都の伏見、兵庫の灘などに代表されるように、酒蔵の見学者への開放、ツアーコースへの酒蔵の組み込みなど、各地で取組が進んでいる。一方、地元の産品との組合わせをより深く味わおう、地域の人とふれ合いながらゆっくり楽しもうという動きも出てきている。例えば、東広島市ではガイドが酒蔵通りを案内し、新潟県では地酒の宿として地元の食材とそれに合った酒が提供され地元の魅力が堪能できる。また、佐賀県鹿島市では、通年で酒蔵と街並みを巡れるように、ガイドの育成を始めている。


                　こうした地域ぐるみの取組を各地に広げていくため、観光庁の呼び掛けで、「酒蔵ツーリズム推進協議会」が発足した（第１回会合は、平成25年３月26日に開催された）。日本酒、焼酎、地ビール、地ワインといった日本産酒類は、その地域の農業に留まらず、生産、加工、流通と地場の経済に広く関わりがあるとともに、その地域の生活文化にもつながっている。「酒」をきっかけに、そのまちの暮らしや文化に触れてはどうだろうか。


                

                
                  ボランティアガイドによる酒蔵まち歩き案内（広島県東広島市）
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                  酒蔵めぐりバス（兵庫県神戸市）
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              (2)　市場の特性に応じたきめ細かなプロモーションの展開
            


            　世界規模で個人旅行化が進展し、市場が多様化する中、マーケティングにもプロモーションにも、これまで以上にきめ細かな戦略性が求められる。

            　訪日旅行市場は、その成熟度に応じて、今後も大きく旅行者数の伸びが期待できる「成長市場」、リピーターの取り込みが期待される「再訪市場」、日本ファン等の着実な取り込みが求められる「安定市場」の３つに分化しつつあり、市場類型ごとのニーズに的確に対応していく必要がある。

            　具体的には、中国、東南アジアといった「成長市場」については、急増する中間層や富裕層による新規の海外旅行需要を着実に取り込むために、旅行先としての日本の認知度を向上させるとともに、訪日旅行の質の維持・向上を図ることが重要になる。

            　また、韓国、台湾、香港といった「再訪市場」については、リピーター化を促進するため、個人旅行化に対応し、訴求層別に深掘りした詳細な情報提供や訪日ルート・体験の多様化に取り組むことが重要になる。

            　北米、豪州、欧州といった「安定市場」については、日本ファンを確実に取り込むための強い魅力を発信するため、訪日ブランドの構築や日本への興味を訪日需要に転換させることが重要になる。

            　さらに、各国・地域別にもニーズは多様であり、それぞれのニーズに応えられるよう、訴求対象や訴求テーマをきめ細かく設定して訪日促進に取り組むことが必要である。

            　ニーズ把握のための情報収集についても工夫が必要である。個人旅行化の進展を踏まえると、これまでのように現地旅行会社に頼るだけの情報収集はもはや限界である。これまで以上に、ＪＮＴＯ海外事務所が中心となり、各市場の流行などの動向について常に敏感に察知することが求められている。

          


          
            
              (3)　ツーウェイツーリズムの推進に向けて　
            


            　観光立国の実現に向け、インバウンドの拡大が重要であることは言うを待たないが、アウトバウンドの促進もまた大切である。

            　アウトバウンドを促進することは、日本人の国際感覚の向上に資するのみならず、開発途上国の観光開発、国際相互理解の増進による外交の補完、さらに、諸外国との双方向の交流拡大を通じたインバウンドの拡大への貢献など、高い意義を有している。そのため、周年事業等を活用しつつ官民一体となった取組を推進し、国民が海外旅行に出掛ける環境を整えていく必要がある。

            　開発途上国への国際協力やアウトバウンドの促進を通じて、これらの国々を将来的なインバウンドの市場として開拓していくという観点も重要である。

            　東南アジア、オセアニアなどにおいては、外貨獲得の手段としての観光への期待が高まっており、特に我が国に対しては、日本人旅行者数の増加とそのことにより発生する経済効果の観点から、観光分野に係る国際協力の要請が増加している。

            　我が国では、これまでも、独立行政法人国際協力機構によるＯＤＡ案件として、技術協力プロジェクトや観光分野の専門家派遣、各国の観光政策従事者向けの研修等を行ってきているが、これらの国際協力により観光開発を推進することは、当該国への日本人の海外旅行の促進・容易化にも資するものである。今後もこれらの取組を進めることにより、アウトバウンドが促進され、さらには、将来的に両国間での双方向の人的交流が活発化することが期待される。

          

        


        
          
            3　ＭＩＣＥ分野の国際競争力の強化
          


          
            
              (1)　都市におけるマーケティング戦略の高度化
            


            　グローバルに展開するＭＩＣＥ誘致競争の激化に対応するためには、顧客となる国際団体や会議参加者、競合相手となる海外主要都市を念頭に置いたマーケティングの視点からのアプローチが必要である。海外主要都市は、リサーチの徹底、重点誘致分野の設定、競合相手との差別化をはじめとした様々なマーケティングの取組について高度化を進め、成果を挙げている。日本もＭＩＣＥ競争力強化のためのマーケティング戦略の構築・高度化を行い、それを実施していくことが急務である。

            　マーケティング戦略を構築する上では、マーケットリサーチの強化が最重要事項の一つである。誘致の対象分野、会議のローテーション・規模・施設要件・成長性等の分析はもちろん、顧客となる国際団体・参加者のニーズなど関連するあらゆる事項を、徹底的にリサーチする必要がある。

            　また、マーケティング活動を行うに当たっては、多くの海外主要都市が各々の誘致戦略において重点的に誘致活動に取り組む分野を設定しているように、都市戦略を実現するため、また、限られた人的・財政的リソースの中で誘致成果を最大化するために、重点分野の設定や絞り込みを行うことが効果的である。

            　さらには、ＭＩＣＥは、産業・科学技術振興等のツールとして都市の競争力強化、経済発展に寄与するとともに、海外からの集客を通じた地域への経済効果の発生や文化交流にも資するものである。ＭＩＣＥの果たすこれらの機能に着目し、産業振興や地域経済振興などの観点から、ＭＩＣＥを都市戦略の中に位置づけて、活用していくべきである。

            　海外の競合都市と差別化を図っていくこともまた重要である。差別化の要素は、プロモーション・ブランディング、価格設定、会議施設・宿泊施設、観光資源、会議内容の質等多岐にわたる。都市自らが、これらのＭＩＣＥプロダクト（注）を積極的に作り込んでいくという強い意識と取組の強化が求められる。

          


          
            
              (2)　ＭＩＣＥ推進体制の構築
            


            　ＭＩＣＥ分野の国際競争力を向上させるためには、国内外の関係者の連携を強化することが非常に重要である。

            　我が国は、医療・科学技術分野やビジネス分野で高い影響力を有するリーダーや団体に恵まれているが、その財産を活用しきれていない。ＭＩＣＥ誘致においてこれらのリソースを活用した組織的な連携体制を構築し、活用する取組の１つとして、海外主要都市で導入されているＭＩＣＥ分野のアンバサダー制度等の導入を進めるなど、積極的に取り組んでいく必要がある。

            　また、海外市場・競合都市・個別案件等に関する情報を入手するためには、ＭＩＣＥ関連の国際団体への積極的な参加と活用、急速に成長しつつあるグローバルな都市アライアンスへの参画など、国際的なネットワークの構築・充実が欠かせない。したがって、今後、都市・コンベンションビューローが、それら国際的ネットワークに積極的に関わっていくことが必要である。

            　ＭＩＣＥ誘致は都市間競争であるとは言え、国対国の競争段階においては、チームジャパンとして我が国への誘致を実現し、関係者全体としての利益を確保するため、国内の都市・コンベンションビューローが連携・協力していくことが必要である。

            　グローバルレベルで競争できるコンベンション都市の育成に向け、以上のような取組を行う意欲の高い都市を国として重点的に支援していく。



            （注）「ＭＩＣＥプロダクト」とは、ロジスティクス、会議内容の質等のＭＩＣＥの価値を構成する要素を意味する。

          

        


        
          
            4　訪日外国人旅行者の受入環境の整備・充実　
          


          
            
              (1)　訪日外国人旅行者が快適に旅をするための受入環境の整備　
            


            　外国人旅行者に目的地として日本を選んでもらい、さらには、ストレスなく旅行を楽しむことで満足度を向上させ再来訪を促進するために、旅行者にとってのバリアを可能な限り低減させ、外国人旅行者が日本の魅力を満喫できる旅行環境を整備していくことを目指す。その際、上記２．で述べたような今後重点的にプロモーションをしていく市場や分野に関連する受入環境の整備を優先的に実施していくといった戦略性が必要である。

            　言語バリアについては、「外国人観光旅客の旅行の容易化等の促進による国際観光の振興に関する法律」の枠組みを活用した公共交通機関における多言語表記、ナンバリング等を推進するとともに、関係省庁、観光関連事業者、地方公共団体等との連携による観光施設、飲食店などにおける多言語対応を促進すること等により、旅行者が言語面で不自由を感じることのない環境を整備していく。その際、地域を訪れている旅行者の国籍別の割合や将来的に旅行者の増加を図っていきたい市場を踏まえて整備を進めていく。

            　外国人旅行者への情報提供体制の中核となる外国人観光案内所については、案内所の認定制度を活用してネットワーク化を進めることにより、外国人旅行者の快適な旅行をサポートする体制を構築する。そのため、外国人旅行者の動線を考慮しつつ、交通結節点では日本全国の情報を、各観光地ではその地域の詳細な情報を提供するなど各案内所の役割に応じてカテゴリーを分け、各カテゴリー別の観光案内所のネットワークを構築していく。さらに、観光案内所において、各地域における観光施設の予約・決済機能の充実、ボランティアとの連携、観光施設における外国人対応の指導などの取組を行うことで、旅行者の利便の向上を図っていく必要がある。さらに、こうしたネットワークが存在することを、訪日前と訪日中の外国人旅行者に対して周知していく努力も欠かせない。

            　情報通信環境については、宿泊施設や外国人旅行者が集中するエリアでの無線ＬＡＮ環境を整備し、世界の主要国と比較しても遜色ない通信環境を整備するとともに、きめ細かな観光情報を提供できる環境を整備していく必要がある。

            　決済環境については、クレジットカードの利用店舗の拡大や、海外クレジットカードからキャッシングが可能なＡＴＭ網を整備する必要がある。

            　訪日外国人旅行者の新たな需要を掘り起こすためには、国内移動者向け企画商品の造成をはじめ訪日外国人旅行者の移動を円滑・快適にする環境整備に向けた取組を推進することも必要である。そのため、関係者が連携しつつ、外国人向けに、航空事業者による航空券割引商品の提供、鉄道の企画乗車券等の開発、レンタカーやバス・タクシー等の利用促進などを進めていく。

            　これらの取組は、行政の努力によってのみ達成されるものではない。むしろ、観光産業をはじめとする観光に関連する様々な民間主体の取組があってはじめて達成されるものである。受入環境整備について、その必要性や整備の方向性を各主体が共有し、まさにオールジャパン体制で推進していく必要がある。

            　加えて、より本質的に重要となるのは、日本人一人一人の心の持ちようではないだろうか。街中で道案内をする、朝市で野菜を買ってもらうなど、日常生活での旅行者との接点において、我々一人一人が、外国人旅行者を快く受け入れ、温かく迎える「おもてなし」の心で接する。このことこそが、外国人旅行者の心に忘れがたい旅の思い出を植え付け、最大の満足を与える重要な要素になるのではないだろうか。今後、我が国の「普遍的な魅力」として世界に向けて発信しようとしている「日本人」そのもののあり様が問われるのかもしれない。

            　特に、観光の直接の担い手である観光産業については、実務者層、マネジメント層ともに、外国人旅行者を想定した良質なサービスの提供、いわゆる「おもてなし」という言葉だけで終わらないレベルの高い人材育成に努めていくことが重要である。




            

            
              高知県四万十川流域の多言語観光案内看板
            
[image: ]


            

            
              外国人目線で地域資源の情報を提供する多言語ガイドブックの例（石川県金沢市）（英語版）
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              外国人観光案内所（JNTOツーリスト・インフォメーション・センター）
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            コラム

            外国人旅行者へのおもてなし

            

            　ＪＮＴＯでは、外国人対応が可能な案内所をビジット・ジャパン案内所（Ｖ案内所）として認定する制度を運用している。全国のＶ案内所の中には、スタッフの創意工夫によりサービスの質の向上に取り組んでいるところが多くある。

            　スタッフお手製の多言語表記ご当地グルメマップや多言語表記のバス乗り場・行き先・料金案内メモの配布による正確かつスピーディーな観光案内だけでなく、名刺の裏に個人のＳＮＳのアカウント名などを記載し、外国人旅行者が帰国した後でもつながりを持ち日本のファンを増やす活動など、スタッフが工夫を凝らしてサービスを提供している。

            　また、観光地までの交通案内をする際には、旅行者の空き時間などを聞き取った上で、あえて目的地に最寄りの駅ではなく、ひとつ手前の駅で降りるよう勧め、目的地まで散策しながら景色を楽しむことができるルートを案内するケースもある。

            　このように、観光案内にマニュアルはない。千差万別である旅行者のニーズに対応するサービスもまた、千差万別であると言える。国際観光の最前線で奮闘するスタッフの一助となるよう、ＪＮＴＯも、Ｖ案内所向けメールマガジンによる各案内所での取組事例の紹介や、研修会における意見交換等により情報共有を進め、案内所間のネットワークの強化を図っている。

            　今後、訪日外国人旅行者数が増加することで、日本全国の多様な地域に、世界中から多数の外国人が足を運ぶことが予想される。スタッフだけではなく、外国語が話せなくても、困っている外国人旅行者を見かけた際には気軽にコミュニケーションを図るなど、国民一人ひとりができる“おもてなし”をこころがけたいものである。


             [image: ]


            「Ｖ案内所」についての具体的な情報は、ＪＮＴＯのホームページに掲載している。

            日本語ＨＰ　http://www.jnto.go.jp/jpn/reference/visitor_support/tic/list.html

            英語ＨＰ　http://www.jnto.go.jp/eng/arrange/travel/guide/voffice.html

          


          
            
              (2)　訪日外国人旅行者の安全確保　
            


            　災害時においては、訪日外国人旅行者の言語面でのバリアを解消し、正確な情報源にたどり着けるようにすることが必要である。

            　そのため、安全確保の方法、災害の状況と今後の見通し、交通情報、大使館の連絡先等災害時に外国人旅行者が必要とする情報を外国語で提供する情報源を集約したポータルサイトを設定することが有効である。

            　このポータルサイトは、平常時から活用できるようにし、災害発生時に役立つ情報（防災知識、外国語での情報提供を行う各関係機関サイトへのリンク等）を提供するサイトとして開設しておくことで、訪日旅行に対する安心感の向上にもつながるのではないか。

            　また、外国人旅行者が直接情報収集する際のみならず、宿泊施設や交通機関の窓口、大使館などが外国人旅行者に対し対面で情報提供する際にも有効に活用しうると考えられる。

            　情報提供のみならず、災害発生の初動時において、訪日外国人旅行者に対しても、地方公共団体や観光関連事業者が連携しつつ、日本人に対するものと同水準の迅速性と正確性をもって避難誘導や避難場所での対応等が実施されるよう体制を整備することも大切である。

          

        


        
          
            5　オールジャパン体制の更なる強化
          


          　観光立国を実現するためには、関係者が一丸となった取組が欠かせない。平成25年３月に設置した総理大臣が主宰する「観光立国推進閣僚会議」や平成25年１月に設置した「国土交通省観光立国推進本部」を通じた関係省庁間の連携等を進め、オールジャパン体制を確固たるものにしていく。


          

          
            観光立国推進閣僚会議であいさつする安倍総理大臣）（写真提供：内閣広報室）
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              (1)　ＪＮＴＯを中心としたプロモーション体制の強化　
            


            　世界中の国々は、旅行者を惹きつけるために様々な工夫を凝らして自国の魅力を発信している。そのような中、我が国も、あらゆるチャンネル、あらゆるチャンスを生かしてプロモーションを展開していかなくては、競合国に勝つことはできない。

            　したがって、観光庁、ＪＮＴＯと在外公館をはじめとする関係省庁、インバウンドへの取組を加速する地方公共団体、日本ブランドの海外展開を進める経済界との連携、日本で開催される国際会議やオープンスカイによる新規路線の就航等、あらゆる関係者と機会を総動員したオールジャパン体制でプロモーションを展開していく。

            　特に、ＪＮＴＯについては、業務の質の向上と業務運営の効率化を一層進め、オールジャパン体制でのプロモーション展開の中核組織としての体制強化を進めていかなければならない。具体的には、これまでのインバウンドの「専門機関」としての役割のみならず、観光関連以外の業種も巻き込んでいく幅広い能力を蓄積したオールジャパンの「旗振り役」としての働きが期待される。

            　そのためには、外国人旅行者誘致活動の基盤となる現地旅行会社、現地メディア、国際会議関係組織、日本側の官民現地組織等多くの関係者との海外現地ネットワークの形成・維持を的確に進めていくことがまず必要である。

            　また、先に述べたとおり、多様で変化の激しい海外現地の市場動向の把握・分析を継続的に行うとともに、現地ネットワークを生かして、旅行会社等の観光産業の関係者だけではなく、現地の消費者の目線に立って観光庁の訪日プロモーション事業の企画に参画するとともに、事業の現地マネジメント、現地発のプロモーション活動の実施、国際会議案件の発掘等、訪日プロモーション活動の実施業務を、継続性をもって戦略的かつ機動的に市場の実態、変化に即して実施していく必要がある。

            　こうした訪日旅行促進に係る業務を効率的に実施するため、自らの組織運営、業務運営の効率化を進めるとともに、日本側の事業者や地方公共団体、相手国側関係団体等の資金や人的資源等の外部資源の活用を積極的に進めていく。

            　さらに、情報技術の進化など社会環境の変化に機敏に対応し、インバウンドの専門機関として、訪日旅行に関する情報の提供、インバウンドに積極的な事業者や地方公共団体への個別コンサルティングの実施などの業務を的確に遂行していく必要がある。

            　海外現地においては、ＪＮＴＯ海外事務所が中心となって、在外公館や海外に進出している日系企業、さらにはＪＦ（独立行政法人国際交流基金）、ＪＥＴＲＯ（独立行政法人日本貿易振興機構）、ＣＬＡＩＲ（財団法人自治体国際化協会）等の海外で活動する独立行政法人と連携・協力する体制を確固たるものにしていく必要がある。

            　在外公館等との連携については、在外公館主催のイベントの機会を捉えたブース出展、セミナー併催等による共同訪日促進プロモーション、現地旅行博への出展の機会を活用した在外公館職員による訪日観光ビザ手続の説明等を実施し始めたところである。これらの連携事業について、今後一層強化するとともに、引き続きオールジャパン体制による訪日旅行促進を行うことにより、より効果的なＰＲに取り組んでいく。

            　また、海外に進出している日系企業との連携については、その企業が現地で展開する商品、サービス等のファンに対して、総本山、聖地ともいうべき日本自体を、その企業のチャンネルを通じて直接に海外消費者へＰＲするといった新しい形態のプロモーションを平成24年度より行っている。企業との連携は、それまでとは異なる層への効率的なアプローチが可能となるとともに、プロモーションコンテンツの深掘りにつながることから、多様な業種の企業との連携をさらに拡大していくことが求められる。

            　このように、様々な主体が連携しつつ、ＶＪ、クールジャパン、日本食の海外展開等が一体となったオールジャパンの日本ブランドの発信を集中的に展開することにより、日本ブームをつくっていく。




            

            
              マレーシア旅行博（MATTA）への日本ブース出展
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              タイ旅行博
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              海外の牛角の店舗（米国、台湾、香港、シンガポール30店舗）において、食に関連する日本の観光地も紹介した特別メニューを提供
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              (※)
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                	(※)

                	ハローキティと連携したiPhone用観光情報アプリの提供　1976, 2013 SANRIO CO., LTD. APPROVAL No. G540179

              

            


          


          
            コラム

            愛すべきムスリムの友人達を日本へ

            ―東南アジアのムスリム市場開拓への挑戦―


            ＪＮＴＯ（日本政府観光局）シンガポール事務所長　足立基成


            　「いやいや、うちはとてもそこまでは考えていません。」年に2回開催されるＪＮＴＯ各事務所長と日本の自治体や観光協会、ホテル、テーマパーク等との個別相談会。平成24年9月の個別相談会において、ムスリムの方の誘致を一緒にやりませんかという私からの問いかけに対するほとんどすべてのインバウンド関係者の回答である。

            　世界に18億人、アジアに10億人とも言われるムスリム人口。シンガポールに加え、グローバル・ハラール・ハブを目指す（注１）マレーシア、世界最大のムスリム人口を有するインドネシアを担当する当事務所においては、2年以上前からムスリム市場の潜在力に注目していた。それは単なる富裕・中間人口の増加率など数値に現れるデータからだけではなく、彼らの日本への親しみや憧れ、日本人気質に合う慎みをもった生活スタイルなど彼らとの多くの接点において肌で感じていたところであり、ムスリム市場開拓の最前線にいるという気概を持って、マーケットの状況や旅行動向、他国のプロモーション活動の調査などを行っていた。

            　にもかかわらず、平成24年の個別相談会での日本側の反応が低かったこともあり、ＭＡＴＴＡ（マレーシア旅行業者協会）のカリド会長にムスリムツアーの促進方策について相談。ご自身もムスリムである会長からは、ハラール食品を如何に提供するかなどの課題はあるが、日本側サプライヤーがムスリム取扱旅行会社からの信頼を得ることが最も肝要とのアドバイスを受け、その場で、マレーシアの旅行会社の日本視察、ＪＮＴＯとＭＡＴＴＡとの覚書の締結を行ってはどうかと話は飛躍。4カ月後の25年1月には、ムスリム御膳の体験やモスクの視察、日本側との商談会、ムスリム訪日活性化も含む覚書の締結が成功裏に行われた。

            　マレーシアの旅行会社が訪日する直前に在マレーシア日本大使公邸で行われた壮行会において、ＭＡＴＴＡ幹部より、3月のＭＡＴＴＡフェア（注２）において、日本を「FavoriteDestination（大好きな旅行地）」に指名し、特別な記者会見の設定や会場のあらゆる場所への日本のロゴや風景の掲載を行いたいがどうかとの提案があった。ただし、広告料として10万USドル。1年かけて作り上げた「ムスリム訪日ガイドブック」刊行を盛大にＰＲしたい当事務所にとっては願ってもない提案。私は東京サイドにこの提案を受けるべきことを説き、ローカルスタッフは価格交渉。粘り強い交渉の末10万USドルが約３分の１に。東京サイドからもゴーサインが出て、ガイドブックはマレーシアの新聞各紙で紹介された。

            　落胆の個別相談会から半年後の相談会。インバウンド関係者から私への質問は、なんと半分以上がムスリム対応について。私が基調講演した観光庁/ＪＮＴＯ共催の「ジャパン・ムスリムツーリズム・セミナー」は立ち見客が出るほどの大盛況。

            　観光立国推進基本計画が掲げる平成28年までの訪日外国人旅行者数1,800万人の達成は、伸びしろの大きいムスリム訪日客の飛躍的増加なくしては困難と考える。愛すべきムスリムの友人達に日本の素晴らしさを実体験してもらいたいとの強い想いとともに、ムスリム市場最前線から足で稼いだ生の情報を日本の関係者と共有し、現地の関係者との密な連携を通じて質の高いプロモーションを今後も続けたい。


            

            
              「ＭＡＴＴＡフェア」でのカリドＭＡＴＴＡ会長（左）とエアアジアのトニーフェルナンデスＣＥＯ（左から２番目）
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              足立基成シンガポール事務所長
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            （注１） ハラール商品に関する認証制度を構築し、巨大なイスラム圏市場への参入拡大を目指す。

            （注２） マレーシア・クアラルンプールで行われる旅行フェア。25年３月は過去最大の10万188人が来場。

          


          
            コラム

            ＩＭＦ・世界銀行総会～大規模国際会議を捉えた日本の魅力発信～


            　観光庁では、2012年10月9日から10月14日まで開催された「ＩＭＦ・世界銀行年次総会2012」の機会を捉え、総会参加者をはじめとする外国人旅行者に日本各地の観光の 魅力を紹介するイベント「Japan All In」を東京の丸の内にて実施した。

            　「Japan All In」の目玉である「Japan Parade」には、全国から祭りや郷土芸能を披露する22団体約600人が丸の内仲通りに集結した。

            　夜間に丸の内仲通りをライトアップすることにより、会場全体が幻想的な雰囲気につつまれて、パレードの魅力がより一層引き立ち、特に京都の舞妓は会場の雰囲気に溶け込んで美しさを更に際立たせていた。

            　また、夜間にイベントを実施することは、日本観光ではなじみの薄い分野であったナイトライフの開拓に一役買ったものと思われる。その他にも、「エイサー踊り」や「よさこい踊り」などのアクティブな演出、「なまはげ」や「福島わらじ祭り」などの郷土芸能、新潟県のレルヒさんといったご当地キャラの登場など、バラエティ豊かなパレードを展開し、日本各地をPRすることができた。

            　外国人来場者に対して行ったアンケートからも、「Japan Parade」に対する評価は「大変満足」、「満足」等のポジティブな評価が全体の８割以上を占めており、衣装や装飾に対する評価が高かった。また、「Japan Parade」を見ることによって、約６割の方が日本国内観光への関心・興味が強くなったと回答している。

            　自国内でも大きな発信力・影響力を有する世界各国からのＩＭＦ・世界銀行総会出席者に対し、日本開催の大規模国際会議を捉えた「おもてなし」の実例を作り上げることができた。


            

            
              「Japan Parade」を観覧する外国人
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              京都市　舞妓
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              沖縄県　エイサー踊り
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              高知県　よさこい踊り
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              秋田県　なまはげ
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              福島県　わらじ祭り
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              新潟県　ご当地キャラ
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            (2)　関係省庁の連携の強化　
          


          　オールジャパンでの取組が必要なのは、プロモーションだけではない。積極的にインバウンドに取り組むための制度的な環境整備を進めるために、関係省庁の連携は欠かせない。

          　そのような意味では、ビザ緩和は重要な取組となる。これまでにもビザ緩和は順次進んできたものの、韓国をはじめとする競合国はさらに簡素化が進んでいる（図I-2-4-10）。競合国と競争条件において劣後しないためにも、関係省庁が連携し、ビザの一層の緩和を進める必要がある。特に、今後重点的に誘客に取り組んでいくこととしている東南アジアからの訪日旅行者に対するビザ緩和などに取り組んでいく必要がある。


          

          
            図I-2-4-10　日本政府と韓国政府におけるビザ制度（観光目的）の比較
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          　また、今後、首都圏空港の機能強化やオープンスカイと連動した訪日プロモーションの展開にも重点的に取り組んでいく。オープンスカイやＬＣＣの参入等に伴う訪日外国人旅行者の増加に対応するためには、出入国手続きの迅速化・円滑化を進めることが必要となる(図I-2-4-11)。また、今後大型クルーズ船を積極的に受け入れていくためにも、海外臨船、入国審査官の増員や機動的な配置等による入国手続きの迅速化・円滑化を図っていくことが必要である(図I-2-4-12)。　


          

          
            図I-2-4-11　空港での最長審査待ち時間
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            図I-2-4-12　外国船社クルーズ船の寄港回数推移
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          　オープンスカイを機に、各競合国間で航空路線の誘致競争が繰り広げられる。航空便の新規就航や増便はインバウンドを拡大するためのいわば特効薬と言えることに鑑みれば、他国の政府観光局がすでに取り組んでいるように、観光庁やＪＮＴＯといった観光関係の主体としても、関係者と連携しつつ、航空路線誘致に向けた取組を進める必要がある。

          　平成23年の九州新幹線（鹿児島ルート）の全線開業は、開業に併せて実施された誘客促進策や情報発信の取組とあいまって、鹿児島県をはじめ九州各県の観光に大きな効果をもたらした。この例に見られるように、インフラプロジェクトは観光にも大きな影響を与えるものである。したがって、今後、関係者間で道路、鉄道、港湾等の各種インフラプロジェクトの進捗状況等の共有を進め、これらプロジェクトの進捗と歩調を合わせたまちづくりやプロモーション等の観光振興の取組を強化していく必要がある。

        


        
          
            (3)　各地域における連携の強化
          


          　観光地域においても、多様な主体や施策の連携が不可欠である。上記１．（２）で述べたように、「日本の顔」となる観光地域の魅力を発信していくためには、中核となる組織と人材を中心として、地域が一体となってブランドを構築していかなければならない。

          　一方、各都道府県や市町村単体の発信力には限界もあり、ややもすると世界の舞台では埋没しかねない。歴史的、文化的、地理的な共通項を持つ各地域が広域に連携し、さらには官民の主体が一体となって発信することで、世界に主張する力を持つことも少なくないだろう。現在、東北観光推進機構などに見られるように、そのような取組が始まり、根付きつつあるが、まだまだ始まったばかりである。一層の取組の深化を期待したい。

        

      


      
        
          6　国際的な視点の強化
        


        　国外から人々を呼び込むためには、グローバルな視点が欠かせない。日本の常識が世界の常識とは限らない。世界に目を開いて、先進的な国・地域の経験と取組をよく学び、訴求対象とする国・地域の社会・経済の状況等をしっかり把握すること、そして世界的な観光の動向を観察することは、観光施策を企画する上での出発点とも言える。

        　施策が独りよがりなものにならないよう、検討段階から訴求対象とする国・地域をはじめ諸外国の人々の目線を取り入れるなどの工夫も必要である。留学生をはじめとする在日外国人の協力を得ることも有効である。

        　国際協力に積極的に取り組むことにより、我が国の観光の国際的なプレゼンスを高めるという観点も重要である。これまでも、我が国として、アジア太平洋地域の開発途上国向けに、セミナー・シンポジウムや研修を開催するなど人材育成に取り組んできている。これらの活動は、国際社会の中での我が国の観光分野における地位の向上や発言力の強化にも繋がるものであることから、今後、国内の官民観光関連組織の連携を強化し、これらの各取組に参画することのできる観光分野ＯＢ等の人材をデータベース化するなど、国内における国際協力実施体制を構築し、観光分野における国際協力を促進していく。

        　観光に関する国際基準づくりの取組に積極的に参画し、日本として国際的な議論をリードしていく姿勢も重要である。観光サービスに係る国際基準については、2005年（平成17年）からＩＳＯ（国際標準化機構）における専門部会が立ち上げられ、現在、ヘルスツーリズム、観光案内所等について検討がなされている。我が国は、現時点では、このような国際基準の議論に参画していないが、今後、これらの議論に関する情報収集を行った上で、関連業界と連携してこれらの議論に参画し、我が国の観光サービスを国際標準化していくことが求められる。

        　また、ＵＮＷＴＯ（世界観光機関）、ＷＴＴＣ（世界旅行ツーリズム）などの国際会議への我が国の官民の参画も見劣りするものであることから、こうした国際機関や国際フォーラムでのプレゼンスを上げていく努力が必要である。


        

        
          独立行政法人国際協力機構（JICA）の「観光振興とマーケティング研修」の様子
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          7　結び
        


        　訪日旅行の促進は、人口減少社会に突入した我が国の経済活性化の鍵である。また、日本と外国の相互理解と交流を促し、我が国のソフトパワーを強化するための重要な手段である。

        　世界各国が、国際観光振興の意義を重視し、自国に外国人旅行者を呼び込むべくしのぎを削っている。そのような厳しい国際競争の中にあって、我が国はようやく観光新興国になったに過ぎない。目指すは観光先進国である。ＶＪ10周年を機に、決意を新たに取り組んでいかなければならない。決して平坦な道ではないかもしれないが、オールジャパンで目的を共有し、その達成に向けて邁進していく。

        　その際、目先の訪日外国人旅行者の数のみに拘泥し、中長期的な視点を見失わないようにしたい。時には派手なパフォーマンスも必要かもしれない。しかし、見せかけだけの派手さに本質的な価値はない。本質を突いた“本物”の魅力こそが最後まで輝きを放ち、世界中の人々を惹きつける。

        　訪日旅行を促進することとは、日本の魅力を売り込んでいくことに他ならない。さらに突き詰めていけば、訪日旅行の促進は、我々自身が「日本」という国を見つめ直すことから出発するのかもしれない。世界に向けて、「日本」を発信していくためには、日本を知り、そして表現できなければならない。我が国は十分に世界に通用する魅力に満ちている。自信と誇りを持ちたい。

        　観光は一面ではビジネスであるので、その文脈で言えば、観光産業を中心とした民間主体が中心的な役割を果たすことが基本である。

        　しかし、国際競争を勝ち抜くため、諸外国では政府自らが先頭に立っている。我が国もオールジャパン体制を強固なものとし、観光立国を実現するためには、やはり国がリーダーシップを発揮しなければいけない。そのため、平成25年３月には、安倍総理大臣をトップとして全閣僚から構成される観光立国推進閣僚会議を立ち上げたところである。

        　一方、国民各層の理解と協力、更には主体的な取組も不可欠である。そのためにも、観光立国の実現に向けた本格的な取組が開始されてから10年となることを踏まえ、地方レベルを含め、その達成に向けた国民的な高まりが必要であろう。

        　より多くの外国人の訪日を促すためには、①外国人に「日本」をよく知ってもらい「行きたい」きっかけをつくること、②「行きたい」と思った外国人旅行者に実際に日本に来てもらうこと、そして、③訪日外国人旅行者に、リピーターとして日本をまた訪れたい、周りの人に訪日を勧めたいと強く思わせること、さらには、④国際会議等の誘致や投資の促進を図ることにより多くの人や優れた知見を日本に呼び込むこと、が重要である。この、「知ってもらう」、「来てもらう」、「満足してもらう」、「人と知恵、投資を惹きつける」の各段階において、それぞれの隘路を打破し、現場や関係者の声によく耳を傾けながらオールジャパン体制で取り組んでいく必要がある。

        　未知の土地を訪れる、まだ見ぬ人々と触れあう、日常を離れた特別な体験をする。観光とは、本来そのようなワクワクする体験である。ややもすると沈滞ムードに陥りがちな昨今ではあるが、観光は、「坂の上の雲」を目指して、夢と希望を持って臨みたい分野である。その先に明るい未来が待っていると信じて、オールジャパンで観光先進国を目指していく。


        

        
          （写真提供：公益社団法人静岡県観光協会）
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          （写真提供：公益財団法人みやざき観光コンベンション協会）
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          （写真提供：信州・長野県観光協会）
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          （写真提供：十勝観光連盟）
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          （写真提供：公益財団法人みやざき観光コンベンション協会）
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      第3章　観光産業の強化


      
        第1節　観光産業の現状と課題


        
          
            1　日本の観光産業の現状
          


          　我が国の観光産業は、旅行業、旅行業者代理業、ツアーオペレーター（ランドオペレーター）と呼ばれる宿泊施設・食事・交通手段等の手配業、添乗サービス業、ホテル・旅館等の宿泊業のほか、運輸業、娯楽施設、小売店・飲食店、製造業など非常に幅広い分野に及び、広範な経済波及効果や雇用誘発効果が期待される産業である。

　しかしながら、我が国の観光産業の状況を見ると、旅行業については、平成８年に9.92兆円であった旅行取扱額が、平成23年には6.29兆円と、36.6％減少している(図I-3-1-1)。また、宿泊業の市場規模も平成３年に4.94兆円を記録した後は縮小傾向が続いており、平成23年には2.70兆円と45.3％ の減少となっている(図I-3-1-2)。


          

          
            図I-3-1-1　旅行業者の旅行取扱額の推移
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            図I-3-1-2　宿泊業の市場規模の推移
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            2　世界の観光産業との比較
          


          　観光産業について我が国と世界とを比較してみると、経営規模や事業展開の内容についてかなりの差異があるのが現状である。旅行業については、海外の有力企業の場合、インターネットサイトによる販売を主力としている例のほか、傘下に宿泊業や運輸業等も置いて多角的に事業を行っている例や企業の出張管理（いわゆるビジネス・トラベル・マネジメント）に注力している例等があり、事業規模も我が国の大手事業者より相当大きなものとなっている。また、宿泊業についても、海外にはグローバルなチェーン展開を行っている大規模なホテルグループがあり、基本的には国内での事業展開を主としている我が国の宿泊業とは経営規模において大きく異なっている。

        


        
          
            3　観光産業の労働環境・就職の状況
          


          　観光産業は、就職活動を行う大学生等からは比較的人気が高いとされているが、労働時間や賃金水準等の観点では、他産業と比較して実際の労働環境が必ずしも恵まれているわけでなく、例えば、社会人の転職等に際しては、大学新卒者の場合ほど観光産業の人気は高くない傾向にある。

          　また、大学で観光関連の学部・学科等を修了した学生が実際に観光関連企業に就職する比率は16.1％に過ぎず、企業側も大学での専攻等を意識せず採用する傾向があり、大学での教育と産業界のニーズとが必ずしも合致していない現状となっている(図I-3-1-3)。


          

          
            図I-3-1-3　大学の観光関連学科・講座修了者の観光関連企業への就職率
          
[image: ]

        


        
          
            4　観光産業強化の必要性
          


          　これまでの観光政策においては、各種の誘客キャンペーンや旅行業者及びメディアへの営業活動等のプロモーション活動に重点が置かれてきたが、今後はそれのみならず、旅行業や宿泊業など観光の直接の担い手である観光産業のあり方やその強化策等についても議論し、我が国の観光産業が世界をリードし、また、我が国の経済の牽引役となるべく、その強化に取り組んでいくことが求められる。

        

      


      
        第2節　観光産業の強化のための方策


        　前節で述べた観光産業の現状と課題を踏まえ、観光庁は、平成24年９月より「観光産業政策検討会」を開催し、観光産業の強化に向け、これを実現するための具体的な方策について議論を重ね、平成25年４月に提言をとりまとめた。

        　本節では、観光産業の強化のための方策について、次の６つの観点に分けて述べる。


        
          
            1　観光サービスの品質の維持・向上を通じた我が国観光産業のブランド確立
          


          
            
              (1)　観光産業のブランド力の確立
            


            　今後、訪日ブランドの構築・強化に取り組んでいくこととしているが、それと併せて、我が国の観光産業の存立・発展の基盤として、観光産業が提供する観光サービスの品質の確保と一層の向上を図り、我が国の観光産業そのもののブランド力を確立することが必要である。

          


          
            
              (2)　観光サービスの品質の向上・明示
            


            　グローバルな競争の下で競合国において安価な観光サービスが提供されていることを踏まえると、観光産業に関する日本のブランド力を強化するためには、観光産業が提供するサービスの質の向上・明示に取り組むことが非常に重要であり、その実現のための取組を進めていくことが不可欠である。

            　特に、インバウンドの手配を行うツアーオペレーターのサービスは日本の観光に対する評価を左右しかねないことから、ツアーオペレーター業務を行う企業を対象として、その提供するサービスの質や当該企業に対する信頼性等が一定水準以上であることを明示するための認証制度を導入・普及させることに取り組んでいく必要がある(図I-3-2-1)。


            

            
              図I-3-2-1　ＪＡＴＡ（一般社団法人日本旅行業協会）が実施するツアーオペレーター品質認証制度
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            ・ ＪＡＴＡは、平成25年度より、インバウンド事業に携わるツアーオペレーターを対象に、企業の法令遵守、品質管理・サービス水準、ＣＳＲの観点から、一定基準以上の事業者を認証する「ツアーオペレーター品質認証制度」を運用開始予定。

            ・ 本制度で使用されるマークは、新潟・長野・群馬の３県にまたがる雪国観光圏における宿泊施設の品質認証のマーク（公益財団法人中部圏社会経済研究所策定）と共通性を持たせる予定。


            　一方、ホテル・旅館などの宿泊施設についても、著名であっても施設が老朽化している、ソフト面が弱い、サービスが紋切り型であるといった事例など、必ずしも一般に認識されているイメージほど良質のサービスが提供されていない場合があり、改善のための取組を進めていくことが必要となっている。

            　我が国においては、ホテル・旅館の施設やサービスの水準等を示す、いわゆる格付け制度は一般には導入されていないが、新潟・群馬・長野の３県にまたがる観光圏である雪国観光圏においては、公益財団法人中部圏社会経済研究所が策定した観光品質基準を活用し、主に訪日外国人旅行者を対象として宿泊施設の設備やサービスの品質に関する認証のための仕組みの構築に取り組んでいる。

            　今後は、宿泊業についても、このように宿泊施設の施設・設備の状況や各種のサービスの有無等についての情報提供を行う仕組みの導入・普及を進めていくことが必要である。

            　なお、他国においても、例えば、ニュージーランドでは、宿泊施設も含めた観光産業全般を対象とした品質認定制度（「クォールマーク」）があり、旅行者に対して分かりやすく観光サービスの情報提供を行う取組がなされている(図I-3-2-2)。


            

            
              図I-3-2-2　ニュージーランドの観光サービスの品質認定制度（「クォールマーク」）
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            　この制度は、質の高い観光サービスを提供することを目的に、ニュージーランド政府観光局と自動車協会とが設立した組織によって2002年から運営されている。

            （上左）認定された宿泊施設に与えられるマーク（ホテルの例）で、施設の内容や料金の目安を星の数で表示している。

            （上右）認定された宿泊施設以外の観光関連事業者に与えられるマーク（ツアーオペレーターの例）。

            （下）クォールマーク認定事業者で、環境負荷の軽減等に取り組む者に与えられるエンバイロ・アウォードのマーク。

          

        


        
          
            2　先進的な旅行業への挑戦
          


          
            
              (1)　世界にチャレンジする旅行業
            


            　我が国の旅行業が海外の有力企業に伍していくためには、経済や企業活動の急速なグローバル化とＩＴ技術の進展等を踏まえた意欲的な経営により、内外の新たなマーケットの開拓や需要の創出等に積極的に取り組んでいくことが不可欠となっている。その際、旅行業に関連する諸制度について制約となるものがあれば、旅行者の安全や消費者保護を確実に守りつつ、現代的視点から見直し、我が国の旅行業が世界をリードしていくための基盤を整えていくことが必要である。

          


          
            
              (2)　高付加価値型・需要創出型サービスの定着・拡大
            


            　旅行商品のコモディティ化による価格のみの競争を避けるべく、旅行業者は、ニューツーリズム等の定着による需要創出、ラグジュアリーマーケット、ムスリム等の新たな顧客層開拓を通じた高付加価値型・需要創出型サービスの定着・拡大のため積極的に取り組んでいく必要がある。

            　また、ＩＴ技術の急速な進展・普及によって顧客自身が多くの情報を入手可能となったことを踏まえ、顧客を上回る有用な情報の収集・提供が可能となるよう、旅行業者は、最新情報の収集や分野ごとのスペシャリスト養成等により、顧客対応の高度化を図っていく必要がある。

          


          
            
              (3)　他産業への参入、他企業との連携・事業統合
            


            　国内外の一部の旅行業者においては、宿泊業や運輸業等との統合や連携により収益性の向上を図っている例がある。今後、海外の有力企業に伍して事業展開し、また収益性を向上させていくためには、他産業への参入や他企業との連携・事業統合等を検討することも必要となっている(図I-3-2-3)。


            

            
              図I-3-2-3　旅行業者の他事業への展開状況及び将来的な展開意向
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              (4)　インバウンド及びＭＩＣＥへの取組の強化と積極的な海外展開
            


            　従来、我が国の旅行業者はインバウンドについて必ずしも積極的に取り扱っておらず、また、ＭＩＣＥの誘致についても、旅行業者の参画は十分進んでいない。今後は、成長の見込まれるインバウンドの取扱いの拡大に積極的に取り組むことが必要であり、ＭＩＣＥについても、関係者との連携を強化しつつ、更に取組を進めることが求められる。

            　また、既に一部の旅行業者は海外展開を図っているが、諸外国の観光需要を取り込むため、インバウンドのみならず、三国間観光など、海外での事業展開を積極的に推進していくことが求められている(図I-3-2-4、図I-3-2-5)。


            

            
              図I-3-2-4　海外に事業展開している旅行業者の割合
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              図I-3-2-5　旅行業者の海外における事業内容とその実施割合
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            3　宿泊業におけるマネジメント・生産性等の改善・向上
          


          
            
              (1)　科学的な経営の普及
            


            　我が国の宿泊産業においては、マネジメントや生産性に関する意識が十分でないまま旅館等を経営している例がまま見られる。このため、前近代的な経営から脱却し、的確な財務・労務の管理等による科学的な企業経営を普及させていくことが喫緊の課題となっている(図I-3-2-6)。


            

            
              図I-3-2-6　旅館に対するアンケート結果～旅館経営において誰にアドバイスを受けているか
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            　具体的には、産学官が連携して旅館の財務指標のモデル化等に取り組むとともに、中小旅館でも導入可能な簡便な管理会計システムを構築することが求められている。また、現場におけるムダの排除、従業員のマルチタスク化による効率化、的確な労務管理の実施のための啓発等についても取り組んでいくことが必要となっている。

          


          
            
              (2)　金融機関との連携
            


            　旅館や旅館街の再生案件において金融機関が担う役割は大きいが、金融機関のみでは周囲の協力が得にくい場合などには、行政が金融機関と連携して環境整備を行うことが必要である。また、宿泊業に対するシンクタンク的機能の提供、他産業との連携支援、地域観光のリーダーとなる経営者の育成等について、金融機関のより主体的な参画や宿泊業との一層の連携が期待されている。


            

            
              株式会社第四銀行による「だいし観光学校」の様子
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            　第四銀行（本店：新潟市）は、従来より新潟県内経済の活性化のため、観光ＰＲイベントや県内各地域の観光活性化支援事業を展開してきたが、平成23年からは、「だいし観光学校」を開設し、専門家による実践的な研修により、経営改善や地域活性化に意欲を有する宿泊業者の支援に取り組んでいる。

          


          
            
              (3)　ＭＩＣＥへの取組強化、宿泊業の海外展開
            


            　ＭＩＣＥについて、旅行業やコンベンションビューロー等ＭＩＣＥ誘致関係者や他の宿泊業者との連携を強化し、宿泊業として誘致活動に積極的かつ主体的に取り組んでいくことが求められている。

            　また、人口減少時代の到来等により国内需要の大幅な増加が見込めない中、事業拡大の意欲のある宿泊業者には、新たな収益源として、また、特に旅館にあっては、日本文化の発信やインバウンド誘客の拠点として、海外への積極的な展開を目指すことが期待されている。

          


          
            
              (4)　所有と経営の分離、新たな経営スタイルの導入・促進
            


            　我が国の宿泊業については、旅館をはじめ伝統的に所有と経営を一体で行うことが通例とされてきたが、経営の効率化を図るためには、所有と経営の分離を図り、経営のノウハウを有する者に経営を委託することや複数の施設の協業化・グループ化によるコスト削減等、新たな経営スタイルの導入・促進を図っていくことが必要となっている。

          

        


        
          
            4　旅行の安全確保
          


          
            
              (1)　組織的な安全マネジメント等安全への取組
            


            
              
                ①　旅行の安全確保の重要性
              


              　平成24年度は、関越自動車道における高速ツアーバス事故、中国の万里の長城付近における遭難事故、エジプトのルクソールでの熱気球事故など、痛ましい事故・事件が相次いで発生した。旅行の安全を確保することは、観光産業が事業を実施する際の大前提であり、安全性をより一層向上させるため、不断の取組を進めていくことが求められている。

            


            
              
                ②　組織的な安全マネジメントのあり方の検討
              


              　旅行の安全性をできる限り向上させ、事故等を防止する観点から、運輸事業者について導入されている運輸安全マネジメントシステムを参考としつつ、自ら輸送サービスを提供しない旅行業の特性を踏まえた組織的な安全マネジメントのあり方を検討する必要がある。併せて、旅行業者に対する行政の立入検査の充実、事業者による自主チェックの仕組みの導入等も進めていく必要がある。

              　さらには、テロ、災害時等における旅行者の動静に関する情報収集やデータとりまとめについて、行政と事業者間の連携強化や効率的な情報収集を進めるとともに、訪日外国人旅行者の安全確保の取組を検討することが求められている。

            

          


          
            
              (2)　ＩＴ技術の普及に対応した消費者保護のあり方
            


            　インターネットを利用した旅行商品販売の一般化に伴い、旅行商品の企画・販売・実施に関する契約関係が重層的になっており、旅行の安全に関する責任の所在が分かりにくくなっていることから、これを踏まえた旅行の安全や消費者の信頼を確保するための対応が必要となっている。具体的には、インターネット上で旅行・宿泊予約サイトを運営している企業（インターネットサイト運営企業）が担うべき役割や責任、旅行業者との役割分担、利用者への対応のあり方等について整理し、利用者への周知を図ることが必要となっている。

          

        


        
          
            5　新しい事象への対応
          


          
            
              (1)　ＩＴ技術の普及への対応とその活用
            


            　ＩＴ技術の急速な発展、普及を踏まえ、観光産業としても、インターネットサイト運営企業との相互理解を深める等、適切な対応を図るとともに、ＩＴ技術の進展により入手が可能となった顧客やニーズに関する様々な情報に基づいた営業戦略の構築や事業展開、観光関係教育機関におけるＩＴ技術に関する実践的な知識、技能の付与等について検討していくことが必要である。

          


          
            
              (2)　ユニバーサルツーリズムへの対応
            


            　高齢者・障害者が暮らしやすい社会づくりの一環として、また、旅行需要の減少や余暇市場の縮小等を踏まえた新たな需要創出の観点から、各地域における拠点づくり等を通じて、ユニバーサルツーリズムの普及・定着を図っていく必要がある。

          


          
            
              (3)　訪日外国人旅行者のニーズへの対応
            


            　訪日外国人旅行者からの不満が多いとされる無料公衆無線ＬＡＮ環境、外国語テレビ放送、外貨両替サービス等について、訪日外国人旅行者を受け入れる宿泊施設は、速やかにその整備を進める必要がある(図I-3-2-7)


            

            
              図I-3-2-7　宿泊施設の無線ＬＡＮ及び外国語テレビ放送整備状況
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              (4)　統計・データの整備
            


            　今後の観光産業政策の検討や学術的な研究の質の向上に資するため、ＭＩＣＥや他国の観光産業に関連するデータ等も含め、官民が協力して、更に統計・データの充実、共有、有効活用を図っていく必要がある。

          


          
            
              (5)　我が国観光産業の国際的なプレゼンスの向上
            


            　我が国の観光産業の国際的なプレゼンスの向上、世界の観光産業界でのリーダーシップの発揮を図る観点から、ＷＴＴＣ（世界旅行ツーリズム協議会）やＩＣＣＡ（国際会議協会）等の主要な国際会議について、我が国の観光産業がより主体的かつ積極的に参画し、情報発信を行っていく必要がある。

          

        


        
          
            (6)　地域との関わり等
          


          　観光産業は、国内各地域との結びつきが非常に強く、一般的な観光振興のための取組に留まらず、地場産業の活性化、自治体に対するコンサルタント機能の提供等、地域に対して経済面や雇用面で大きな貢献を果たしていく必要がある。また、着地型旅行の普及や自然災害発生時の風評被害の回避策等についても適切に対応していく必要がある。

        


        
          
            6　観光産業における優秀な人材の確保・育成
          


          
            
              (1)　労働環境の改善とイメージの向上
            


            　観光産業の強化のためには、優秀な人材の確保と育成を図ることが不可欠である。しかしながら、観光産業の実際の労働環境においては、長時間労働や賃金水準等の課題があり、いわゆる「３年の壁」と言われるように観光産業に従事する者の定着率の低さが指摘されている。このような現状を改善するため、適切な労務管理、マルチタスク化等による労働時間の削減や処遇改善、モチベーション向上のための取組等を進めていく必要がある。

          


          
            
              (2)　マネジメント層及び実務者層の育成
            


            　観光産業の強化のためには、マネジメント層と実務者層の双方について優秀な人材の確保と育成を図ることが重要である。


            
              
                ①　マネジメント層の育成
              


              　観光産業の企業戦略や事業展開など企業やグループの経営そのものを担うマネジメント層の育成については、我が国では教育システムが必ずしも十分に確立しておらず、今後、大学の教育システムのあり方についての議論や情報共有、普及啓発等を進めるとともに、インターンシップの普及や既に観光産業に従事している社会人に対するマネジメント教育等を通じて積極的に取り組んでいく必要がある。

            


            
              
                ②　実務者層の更なるレベルアップ
              


              　我が国の観光産業において、意欲ある実務者層が提供するサービス水準の高さには定評があるが、産業界のニーズと教育機関との連携を深めること等により、実務者層のより一層のレベルアップや優秀な人材の育成につなげていくことが必要である。

              　また、マネジメント層の育成と同様、実務者層についてもインターンシップを引き続き積極的に実施するとともに、今後のインバウンド市場の拡大等を踏まえ、語学や国際的なコミュニケーションの能力の向上についても更に啓発を進めていく必要がある。

            


            
              
                コラム　今後の観光教育とマネジメント人材の育成
              


              　全国の大学における観光関係の教育は、従来、人文科学を中心としたもの、地域づくりに関するもの、現場でのサービス提供を行う実務者層の育成を念頭に置いたもの等が多かったが、これからはそれに留まらず、観光に関わる企業や地域の経営を担うことのできる、いわゆるマネジメント人材の育成に注力していく必要がある。

              　海外では、産業界や自治体のニーズを受けて、ホテル経営や内外の観光客の誘客について体系的にスキルや知識を修得させる大学があるが、我が国でも一部の大学でそのような試みがなされつつある。

              　例えば、一橋大学大学院商学研究科では、平成21年度より経営学修士コース（ＨＭＢＡ（注））内に、将来の観光産業を担う経営幹部や地域のリーダーの育成を目的とした「ホスピタリティ・マネジメント・プログラム」を開設している。ＨＭＢＡは、学部を卒業して進学した学生のほか、外国人留学生や企業・行政機関・ＮＰＯ等での勤務経験のある者を対象として、経営戦略、経営組織、財務会計、管理会計、金融、マーケティング等、経営に必要な基礎的な知識に加え、長期的な視点で事業を展開するための構想力・洞察力の涵養を目標としている。株式会社ジェイティービー及び東日本旅客鉄道株式会社との産学連携による寄附講座として設置された「ホスピタリティ・マネジメント・プログラム」では、①サービスイノベーションを生む次世代のビジネスモデルを考察する「サービス・マネジメント」、②将来のホスピタリティビジネスの具体的なビジネスモデルの創出や次世代の産業モデルの構想を試みる「ホスピタリティ・マネジメント」という２つの講義科目と、③ホスピタリティ産業に関する特定の課題について徹底した調査・研究等を行う「ワークショップ（ゼミ）」から構成されている。また、併せて、近隣アジア諸国への海外研修プログラムも組み入れられており、海外旅行市場の動向等について理解を深めるとともに、観光産業の国際化・グローバル化、新しいビジネスモデルの構築にも対応可能な人材を育成することを目指している。

              　他の一部の大学においても、同様の問題意識に基づく取組が行われつつあり、我が国においても、観光産業の企業戦略や長期的な事業展開など経営そのものを担い、世界の同業他社の経営者と遜色ない知識とスキルを有するマネジメント層の育成を目指した大学教育が定着、普及していくことが期待される。

              （注）ＨＭＢＡ･･･Hitotsubashi Master of Business Administration の略


            



          


          
            
              (3)　観光産業への若年層の理解増進と興味喚起
            


            　将来の需要喚起や人材確保の観点からも、観光産業について、若い世代の興味を喚起し、十分に理解してもらうことは極めて重要である。若年層の段階から観光に親しむことができるよう、産学官が連携して、観光資源にもなる地域の自然や伝統文化等を学ぶ機会の提供や普及啓発等を進めるとともに、若年層の旅行機会を増加させるための検討を行っていく必要がある。


            

            
              公益社団法人日本観光振興協会による児童に対する出前講義の様子
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　公益社団法人日本観光振興協会は、観光の魅力・職業観・国際理解についての授業の支援や、観光立国日本の将来を担う児童への観光教育を目的として、児童を対象とした出前講義「旅育」を、平成19年度に試行し、翌平成20年度から本格的に実施しており、平成24年度においては、小学校において10回、平成20年度からの累計では50回開催し、観光の意義、観光産業についての児童の理解度向上に取り組んでいる。
      


      
        第3節　結び


        　未だ観光新興国ともいうべき状況にある我が国が、一日も早く観光先進国となるためには、観光産業が国民の期待に応えて大きな役割を果たす必要がある。

        　旅行業や宿泊業をはじめとした観光産業自らが、自らの課題、あるべき姿、変革の必要性等について考え、認識を共有し、観光産業に携わる産学官の全ての者が連携して、我が国の観光産業を世界最高・最先端の存在へと飛躍させるべく、観光産業の強化のための取組を進めていくことが求められている。


        

        
          観光産業政策検討会の様子
        
[image: ]

      

    


  


  
    第II部　平成24年度に講じた施策　観光庁が主導的な役割を果たすべき主な施策



    
      第1章　国内外から選好される魅力ある観光地域づくり


      
        第1節　滞在交流型観光の推進


        　「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律（観光圏整備法）」に基づき、地域の関係者が連携し、地域の幅広い資源を活用し地域の魅力を高めることにより、国内外の観光客が２泊３日以上の滞在交流型観光を行うことができる「観光圏」の整備を促進しており、平成24年度までに観光圏整備実施計画を49件認定した。平成23年度から、市場と地域との窓口機能等を担う事業体「観光地域づくりプラットフォーム」の形成を促進し、滞在プログラムの企画・販売、人材育成等を行う取組等の支援を行った(図II-1-1-1)。

        　また、平成20年度より「観光地域づくり実践プラン（観光圏整備支援型）」の認定を行い、観光圏整備の促進に係る社会資本整備等の支援を行うとともに、平成21年度から各観光圏において観光と社会資本整備の関係者による連絡会議を設置し、社会資本整備等の改善に向けた現地調査や具体的な対応方策等に関する意見交換を推進している（平成25年３月までに19の観光圏で現地調査を実施）。

        　さらに、「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する基本方針」を改正し、平成25年３月から施行した。今後、この基本方針に基づき、①地域の一体性を確保した観光地域づくりの促進、②観光地域づくりマネージャーで構成する「観光地域づくりプラットフォーム」による事業のマネジメント体制の構築等を通じた実施主体間の連携の促進、③滞在促進地区を起点とした観光圏内の滞在・回遊の促進、④地域住民の観光地域づくりへの参加促進等を図ることにより、観光圏の整備を通じた滞在交流型観光の更なる推進を図る。

        　また、地域の方々が誰でも気軽に相談できる場として、観光庁及び地方運輸局等に「観光地域づくり相談窓口」を設置するなど、地域の観光地域づくりの取組をサポートしている。


        

        
          図II-1-1-1　観光圏の整備イメージ
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        第2節　外客受入環境の充実


        
          
            1　受入環境水準の向上
          


          　訪日旅行者2,000万人の高みを目指していくには、海外市場でのプロモーションと並んで、国内における受入環境の整備が重要であるところ、受入側の環境については遅れている部分が多く、対応が喫緊の課題となっている。

          　このため、外国人旅行者が日本を旅行する際に不自由を感じることがないよう、全国共通的な課題を解決するとともに、実践的で実用的な旅行関連情報を事前に提供することで、地域の受入環境水準の向上を図り、訪日外国人旅行者が安心して快適に、移動・滞在・観光することができる環境を提供し、訪日外国人旅行者の満足度を高め、リピーターの増加を図ることが必要である。

          　平成24年度は、戦略拠点・地方拠点として選定された全国35地域で受入環境整備水準の評価を行い、先進的・モデル的な事業を実施し、地域での自立的な受入環境の整備及び他地域への普及を図るとともに、日本在住の留学生等を受入環境整備サポーターとして観光地などへ派遣することで、受入環境整備が遅れている部分を外国人目線から明確にし、改善策を提案してもらうことで、自主的な訪日外国人旅行者の受入環境整備を促進した。加えて近年、増加が著しい東南アジアからの旅行者に対応するため、飲食店や宿泊施設の対応の実態、現地旅行者としての目線等、ムスリム圏旅行者向けの受入環境について観光関係事業者等にセミナーを実施した。

        


        
          
            2　公衆無線ＬＡＮ環境の整備
          

          　訪日外国人旅行者の受入環境整備事業の一環として観光のＩＣＴ化を推進することにより、訪日外国人旅行者の受入環境におけるバリアの解消を促進するとともに、訪日外国人旅行者の満足度を向上させるため、公衆無線ＬＡＮの整備を含む訪日外国人のインターネットアクセスの容易化を推進した。その結果、訪日旅行の玄関口となる主要な国際空港・港湾や外国人観光案内所、地方公共団体や民間事業者等によって、公衆無線ＬＡＮの整備が進んだ。

        

        
          
            3　外国人観光案内所
          

          　ＪＮＴＯ（日本政府観光局）は、ツーリスト・インフォーメーション・センター（ＴＩＣ）で日本全国の観光情報を提供すると同時に、地方公共団体や観光施設が運営する外国人観光案内所（ビジット・ジャパン案内所＝略称：「Ｖ」案内所）をネットワーク化し、ＴＩＣと連携しながらニーズに応じた案内や情報の提供を行っている。

          　平成24年10月には、個々のＶ案内所を、その提供するサービス等により４種類に区分する認定制度を新たに導入し、案内所ネットワークの質の向上及び担保を図った。この新認定制度により認定を受けた案内所数は、平成25年３月末現在で342件に上り、ネットワークの更なる拡大にもつながり、外国人旅行者の利便性及び満足度の向上が期待される(図II-1-1-2)。


          

          
            図II-1-1-2　外国人観光案内所認定件数と外国人観光案内所シンボルマーク
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        第3節　大都市における観光の推進


        　東京の観光振興とタクシー事業の活性化を図るため設置された、東京都内のタクシー事業者と観光関係者で構成される「東京観光タクシー推進協議会」（平成24年６月１日設置）と連携し、タクシー生誕100周年記念イベント（平成24年８月５日開催）に参加する等、取組を推進している。

      


      
        第4節　新たな観光地域づくりのモデルとなる先進的取組

　旅行者のニーズの多様化、旅行スタイルの変化等に対応した魅力ある観光地域づくりを推進するため、新たなモデルの構築につながる先進的取組に対して支援を実施している。平成24年度は、旅行者の自由で手軽な移動手段となっているレンタサイクルのサービス向上及び運営維持方策の仕組みを構築するため、利用者の回遊によって利益を受ける店舗から、その一部をレンタサイクル事業へ還元する方法について実証実験を行う取組等に対して支援を行い、その普及・展開等に向けた検討を進めた。

      


      
        第5節　観光産業の参画


        　旅行業、宿泊業等観光の直接の担い手である我が国の観光産業の強化を図るため、平成24年９月より「観光産業政策検討会」において議論が行われ、平成25年４月に今後の観光産業強化のための方策についての提言が取りまとめられた（第Ⅰ部第３章参照）。

      


      
        第6節　観光分野における人材の育成


        　観光地域づくりに関する地域の自立的な人材育成を促進するため、地域の状況に応じた人材育成手法等の策定・試行を行った成果を踏まえ、観光地域づくりマネージャーの育成に係る取組の立案・実施の手引きとして活用可能な「観光地域づくり人材育成実践ハンドブック（案）」を取りまとめ、その全国的な普及・展開等に向けた検討を進めた。

　また、インターンシップモデル事業では、１人の学生を複数の事業者へ派遣すること等により、観光を俯瞰的に捉える視点を養いつつ、観光産業に対する関心及び就業意欲の向上を図る取組を行った。

      

    

  


  
    
      第2章　オールジャパンによる訪日プロモーションの実施


      
        第1節　訪日外国人旅行者拡大に向けた取組


        
          
            1　効果的なプロモーション
          


          　外国人旅行者の受入体制に関する仕組みの構築や外国人に対する日本の魅力の発信といった努力に公的評価を付与することにより、訪日促進の諸活動の裾野を更に広げ、外国人旅行者の訪日をより一層推進するため、他の関係者の手本となる優れた取組を行い、「ＶＩＳＩＴ　ＪＡＰＡＮ大使」選定委員会において選定された62名を「ＶＩＳＩＴ　ＪＡＰＡＮ大使」に任命している。

        


        
          
            2　プロモーションの体制
          


          　ＪＮＴＯでは、管理部門を一元化することにより本部事務所から海外事務所への経営資源と権限のシフトを行うとともに、ビジット・ジャパン現地推進会の定期的な開催や、ＪＥＴＲＯ（独立行政法人日本貿易振興機構）、ＪＦ（独立行政法人国際交流基金）等の海外で活動する独立行政法人の拠点活用等によりプロモーションの高度化を支える機能的な体制を構築した。また、観光庁とＪＮＴＯの機能の分化を徹底し、観光庁は訪日プロモーション政策の企画立案等に重点を置いてその機能を深化・特化するとともに、ＪＮＴＯを訪日プロモーション事業の海外現地における事業実施の推進機関として位置付けた。

        


        
          
            3　ビジット・ジャパン事業
          


          　訪日外国人旅行者の拡大は、日本人と外国人の交流の機会を通じた相互理解の増進により、国家間の外交を補完し、安全保障に貢献する。また、我が国の人口が減少する中、経済成長著しい周辺諸国からの人の流入の拡大によって、地域経済の活性化、雇用機会創出の効果がある。

          　このため、平成15年度から海外における日本の観光魅力の発信や訪日旅行商品の造成支援等を行うビジット・ジャパン事業の取組を官民一体で推進している。平成15年に521万人であった訪日外国人旅行者は順調に増加し、平成22年は過去最大の861万人を記録した。平成23年は東日本大震災等の影響もあり622万人となったが、平成24年は837万人（暫定値）を記録し、震災前水準である平成22年と比較しても、2.4％減となっており、全体的には震災等の影響から順調に回復しているものと考えている。

          　ビジット・ジャパン事業の内容としては、年度当初にプロモーション対象市場毎に、ＪＮＴＯ海外事務所が収集、分析した最新の市場動向やＳＷＯＴ（要因分類）分析、ＫＰＩ（重要業績指標）によるこれまでのプロモーションの効果測定結果等を踏まえて、目標やターゲットを明確にした詳細なプロモーション方針を観光庁、ＪＮＴＯが共同で策定し、その上で、中核事業として、５大市場（韓国、中国、台湾、米国、香港）を対象とした現地消費者向け事業と13の市場（韓国、台湾、中国、香港、タイ、シンガポール、マレーシア、オーストラリア、米国、カナダ、英国、ドイツ、フランス）を対象とした現地旅行会社向け事業を展開した（ただし、韓国については、ＫＰＩによる測定結果が有意でなかったことから、現地消費者向け事業は取りやめ）。現地消費者向け事業としては、主に海外メディアの日本への招請・取材支援、海外の旅行雑誌等による広告宣伝、ウェブサイトによる情報発信等を行い、旅行目的地としての日本の関心を高め、訪日旅行需要の喚起を図った。また、現地旅行会社向け事業としては、海外旅行会社担当者の日本への招請や国内の旅行会社等との商談会の実施による魅力的な訪日旅行商品の造成・販売支援等を行った。これらに加え、海外の日本のリソースを最大限活用したプロモーションとして、在外公館やＪＦと連携した旅行博出展など在外公館等連携事業及び海外進出日系企業の店舗等を活用した訪日旅行促進といった現地日系企業との連携事業を初めて実施するとともに、ＩＭＦ世界銀行総会やＷＴＴＣ（世界旅行ツーリズム協議会）グローバルサミットの日本開催の機会を捉えた訪日プロモーション等を展開した。

          　このほか、震災の影響が依然として残る東北・北関東地域については、この地域に特化して、東アジアを中心とした現地プロモーションや現地旅行会社・メディアの招請を実施するとともに、海外の有力旅行ガイド出版社と連携した同地域に特化した旅行ガイドブックの政策・配布を行った。さらに、今後市場毎の趣向の違いを乗り越えて、「普遍的な日本の魅力」を再構築し、圧倒的存在感と競合国にはない独自の世界観を持って、日本に造詣が深くない海外消費者に対してもわかりやすく伝える映像・ガイドブック等を制作した。なお、昨今ソーシャルメディアでの情報発信の有効性を踏まえ、風評被害対策の一環として、FacebookなどのＳＮＳを活用した「Share  your  WOW!－Japan  Photo Contest－」キャンペーンを実施し、外国人旅行者から投稿された日本各地の写真をインターネット上の「口コミ」として、世界に日本の「安全・安心」や「魅力」の発信を行った。

        

      


      
        第2節　観光産業の参画


        　【再掲】第１章第５節

      

    

  


  
    
      第3章　国際会議等のＭＩＣＥ分野の国際競争力強化


      
        第1節　ＭＩＣＥマーケティング戦略の高度化

          　ＭＩＣＥ誘致促進のために必要となる海外及び国内のＭＩＣＥ市場の現状を把握するべく、以下の各種調査事業を実施した。


          
            
              ①　マーケティング分析と関連事業評価調査
            


            　海外のＭＩＣＥ主催者・関係者のニーズやＭＩＣＥ関連産業の現状、海外の競合国・政府観光局・都市の戦略的取組を把握するため、アンケートやヒアリング等による調査を行った。

          


          
            
              ②　ＭＩＣＥ参加者への動向調査
            


            　ＭＩＣＥ参加者の国内における消費動向、行動範囲や日本への満足度を把握するため、東京・大阪のホテルの協力を得て、外国人宿泊者を対象とするアンケート調査を実施した。

          


          
            
              ③　日本側主催団体の国際会議誘致開催意向調査
            


            　誘致の可能性のある国際会議の掘り起こし、及び誘致の意思のない主催者に対してはその阻害要因を把握するため、国内の約6,500の学術団体等を対象に、国際会議の開催意向についての調査を実施した。

          


          　誘致支援主体となる地方公共団体やコンベンションビューローの国際競争力強化に向け、ＭＩＣＥマーケティング戦略の高度化等を含めた具体的な方策を議論するため、平成24年11月に「ＭＩＣＥ国際競争力強化委員会」を開催し、検討を行った。具体的には、ＭＩＣＥ市場動向等の現状分析、ＭＩＣＥ分野のマーケティング戦略・取組のあり方、我が国のＭＩＣＥ誘致関係主体の国際競争力強化方策等を検討課題とし、活発な議論を行っている。平成25年３月に行われた「第２回ＭＩＣＥ国際競争力強化委員会」において中間とりまとめを行った(図II-3-1-1)。


          

          
            第１回ＭＩＣＥ国際競争力強化委員会（平成24年11月）
          
[image: ]


          

          
            図II-3-1-1　ＭＩＣＥ国際競争力強化委員会中間とりまとめ（平成25年３月７日）
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        第2節　ＭＩＣＥ産業の競争力強化


        　ＭＩＣＥの誘致・開催で主体的役割を果たす地方公共団体・コンベンションビューローにおけるＭＩＣＥ専門人材の安定的確保及び資金的資源の強化の必要性と今後の検討事項について、ＭＩＣＥ国際競争力強化委員会で検討し、国として中間とりまとめを行った。

        　また、ＭＩＣＥ分野の実務者のスキルアップとともに、地方公共団体・コンベンションビューローにおけるＭＩＣＥ施策と取組体制の強化を図った。具体的には、ＭＩＣＥ実務関係者等の実務レベルを向上させＭＩＣＥ分野において国際的に通用する専門人材を育てるべく、ＩＣＣＡ（国際会議協会）と協働しセミナーを実施した。さらに、海外の著名なＭＩＣＥコンサルタント等専門知識を有する国内外の有識者を招へいし、これまでで初の試みとして、地方公共団体・コンベンションビューローや産業界のシニアマネジメント層を対象とした「ＭＩＣＥリーダーズシンポジウム」（平成24年12月）等を実施し、ＭＩＣＥの経済的・効用の普及・理解の促進を図った。


        

        
          ＭＩＣＥリーダーズシンポジウム
        
[image: ]

      


      
        第3節　ＭＩＣＥに関する受入環境の整備


        　ＭＩＣＥの誘致・開催競争に大きな影響を及ぼす国際会議場や展示会場等のＭＩＣＥ施設に関し、我が国の競争力を維持・強化する観点から、求められるＭＩＣＥ施設の運営、整備等のあり方について、関係省庁と共に検討を行っている。さらに、ＭＩＣＥの受入に当たって求められるその他の受入環境についても、関係省庁、地方公共団体及び関係機関等とも連携をとりつつ、対応を図っている。

        　また、我が国の国際競争力強化の基盤整備を促すため、国立京都国際会館を素材として国際会議施設等の整備・運営に係る国費を投入しないＰＦＩ事業手法を検討した。

      

    

  


  
    
      第4章　休暇取得の促進


      
        第1節　休暇を取得しやすい職場環境の整備


        　平成24年における労働者１人平均総実労働時間（事業所規模５人以上）は、1,765時間（うち所定内労働時間は1,640時間）となった(図II-4-1-1)。


        

        
          図II-4-1-1　労働者1人平均年間総実労働時間の推移（事業所規模5人以上）
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        　平成23年の週休２日制の普及状況を見ると、「何らかの週休２日制」の適用を受ける労働者割合は89.8％、うち完全週休２日制の適用を受ける労働者割合は54.6％となっている(図II-4-1-2)。


        

        
          図II-4-1-2　週休２日制の適用を受ける労働者数の割合（平成23年）
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        　平成23年の１年間における労働者１人平均の年次有給休暇の付与日数等について見ると、付与日数は18.3日、そのうち労働者の取得した日数は9.0日で、取得率は49.3％となっている(図II-4-1-3)。


        

        
          図II-4-1-3　年次有給休暇の取得率等の推移
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        　こうした中、顕在化していない需要を掘り起こし、交流人口の拡大による地域経済の活性化を図るため、休暇取得の促進に取り組んでいる。そのひとつとして、関係省庁が連携し、休暇を取得して外出や旅行などを楽しむことを積極的に促進し、オフ（休暇）をポジティブ（前向き）に捉えて楽しもうという「ポジティブ・オフ」運動を実施している。運動の主旨に共感している企業等を増加させることで運動の拡大を図っており、平成25年３月末現在、299の企業・団体が本運動に賛同している。

        　また、観光庁では、「ポジティブ・オフ」運動の理解を深め、広く同運動が社会に定着することの一助として、企業経営に焦点を当て、休暇取得促進を企業の生産性向上やアウトプットの質的向上に繋げるべく、取り組んできた企業の事例等を取りまとめた冊子を作成し紹介している。その中で、休暇の取りやすい職場づくりとしては、「経営トップからの休暇の取得・活用に向けた職場改革へのコミットメント」、「部署管理者を中心とした業務（休暇）計画の可視化」、「部署メンバーによる業務効率化アクションの実行」をポイントして紹介している。「ポジティブ・オフ」運動の賛同企業の中には、従業員に社会貢献活動への積極的な参加を推進するためボランティア休暇制度の充実に努めるなど、従事者の積極的な休暇取得に努めている賛同企業が生まれている。このように、休暇を前向きにとらえ有意義に過ごす本運動の活動が促進されている。

      


      
        第2節　小・中学校の休業の多様化と柔軟化


        　三学期制以外の学期制を採用している公立学校は、平成23年度に小学校で22.0%、中学校で22.4%であるが、学期の区分の見直し、地域の独自性を生かした休日の設定、秋休みや地域行事に連動した学校休業、小・中学校の休業について多様な取組が行われている。

        　また、各地域において地域独自の学校休業日を柔軟に設定して、大人（企業）と子ども（学校）の休みのマッチングを行う「家族の時間づくり」プロジェクトを15市区町で実施した。例えば、静岡県島田市及び川根本町においては、「家族の時間づくり」プロジェクトのイベントである「ＳＬフェスタ」を地元の鉄道事業者と共同で開催し、地域と一帯となった取組による住民の休暇取得促進を推進した。

      

    

  


  
    政府全体により講ずべき施策

    
      第5章　国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成

      
        第1節　国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成


        
          
            1　地方公共団体と観光事業者その他の関係者との連携による観光地の特性を生かした良質なサービスの提供の確保
          


          
            
              (1)　国内外から選好される魅力ある観光地域づくり
            


            
              
                ①　滞在交流型観光の推進
              


              　【再掲】第１章第１節

            


            
              
                ②　観光地形成促進計画による観光地域づくり
              


              　沖縄県では、沖縄振興特別措置法に基づき、高い国際競争力を有する観光地の形成のため、平成24年７月に「観光地形成促進計画」を策定し、地域の特色を生かした魅力的な観光地域づくりを推進している。

            

          


          
            
              (2)　地域独自の魅力を生かした旅行商品の創出
            


            　地域の観光資源の活用や多様化する観光客のニーズを踏まえ、地域独自の魅力を生かした着地型旅行商品の提供を促進するため、新たな旅行業区分である「地域限定旅行業」の創設等を内容とする旅行業法施行規則の改正（平成24年12月14日公布、平成25年４月１日施行）を行った。

          


          
            
              (3)　観光の魅力を高める地域産業・ものづくりの支援
            


            　観光資源等の地域の産業資源を活用して、中小企業が新商品・新サービスの開発を行い、その新商品等の市場化への取組を総合的に支援した。国際競争力のある集客・交流サービス産業を構築するため、地域の特色ある伝統工芸、食、旅館等を集客・交流資源として活用した広域的かつ総合的に行われる取組を支援する「地域集客・交流産業活性化支援事業」を実施し、平成24年度は全国で４件採択した。

          


          
            
              (4)　総合特区制度等の活用
            


            　総合特区制度、構造改革特区制度、地域再生制度、「環境未来都市」構想及び中心市街地活性化制度を活用して、地域の創意工夫を生かした魅力ある観光地域づくりや観光資源の活用に資する取組を支援した。

            　総合特区制度では、これまで44か所の区域を指定したほか、訪日外国人旅行者のニーズの多様化や近隣アジア圏からの旅行者の急増等の環境変化に対応すべく通訳案内士以外の者による有償ガイドを可能とする特例措置に関して、これまでに４か所の総合特別区域について同特例措置を盛り込んだ総合特区計画が認定された。今後、同制度を活用した地域の活性化が期待される。

            　構造改革特区については、地域限定旅行業における旅行業務取扱管理者の要件を緩和する規制の特例措置を導入することとした。

          

        


        
          
            2　宿泊施設、食事施設、案内施設その他の旅行に関連する施設及び公共施設の整備
          


          
            
              (1)　ホテル・旅館の振興
            


            　訪日外国人旅行者に対する接遇の向上の観点から、「国際観光ホテル整備法」に基づき訪日外国人旅行者の宿泊に適するものとして一定の基準を満たした登録ホテル・旅館については、地方税の不均一課税（平成24年３月末現在で登録ホテル・旅館が存在する497市町村中266市町村が軽減規定を設けている）が適用されている（第Ⅰ部第３章参照）。

          


          
            
              (2)　観光振興等に資する地域づくり・街並み整備
            


            
              
                ①　広域的な連携による地域活性化の推進
              


              　広域観光振興等による地域の自立と活性化を図るため、都道府県が民間と連携して作成する「広域的地域活性化基盤整備計画」に対する支援等を実施している(図II-5-1-1)。平成24年度は、広域観光の活性化を目的とした計画を策定している30府県55地域に対して、「広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律」に基づき交付金を交付した。

            


            

            
              図II-5-1-1　複数県が連携した広域観光活性化の取組事例
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                ②　官民連携による地域活性化のための基盤整備の推進
              


              　クルーズ船誘致のための港湾施設整備の検討など、官民が連携して策定する地域戦略に資する事業について、基盤整備の構想段階から事業実施段階への円滑かつ速やかな移行を支援することにより、民間の活力を最大限に生かしながら、観光を核とした広域的な地域活性化を推進した(図II-5-1-2)。

            


            

            
              図II-5-1-2　官民が連携した広域的地域活性化に向けた基盤整備のための調査事例
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                ③　都市再生整備計画への支援
              


              　観光振興等に資する地域づくり・街並みの整備を推進するため、市町村が作成した都市再生整備計画に基づき実施される観光振興や観光交流促進等の地域のまちづくりの目標に沿ったハード事業からソフト事業まで幅広い事業を支援した。また、土地区画整理事業の施行者と住民等が協力したまちづくり委員会等の設置・運営、地域の特性に応じた公共施設のグレードアップ等を支援しており、引き続き実施する。

            

            
          


          
            
              (3)　都市再生・地域再生に資する市街地再開発事業の推進
            

　駅周辺をはじめとした中心市街地等において、地域の観光の拠点となる商業施設等の建築物や、道路、広場等の公共施設の整備を行うことにより、観光地にふさわしい魅力ある都市空間の形成を促進しており、引き続き実施する。

          


          
            
              (4)　景観等に配慮した道路整備の推進
            


            　「街なみ環境整備事業」により、住宅等の外観の修景、電線の地中化、道路・公園等の地区施設の整備、景観重要建造物の整備等を行っており、引き続き実施する。

　住民と連携しつつ、周辺の環境と調和した防護柵の設置や道路緑化等の景観に配慮した道路整備を推進しており、引き続き実施する。また、良好な街並み景観の形成、歴史的街並みの保全、観光地の魅力向上、伝統的祭り等の地域文化の復興、安全で快適な通行空間の確保等を図るため、幹線道路に加え、主要な非幹線道路も含めた面的な無電柱化を推進しており、引き続き推進する。

          


            

            
              街なみ環境整備事業による住宅等の外観の修景、電柱の地中化等の実施事例【今井町地区（奈良県橿原市）】
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              美観を損ねる電柱・電線
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              (5)　観光振興に資する道路空間の有効活用等
            


            　道路空間の有効活用等、先進的又は斬新な施策の効果や影響を把握するための社会実験を実施した。また、平成23年10月より、「都市再生整備計画」で都市再生に資する施設として位置づけられたオープンカフェをはじめとした食事施設・購買施設や広告塔等については、道路管理者が指定した区域内において占用許可基準が緩和された。同制度の適切な活用等により、道路交通環境の向上やまちの賑わいの創出を実現するなど道路空間をより幅広く、有効に使う「道路空間のオープン化」を推進している。

          


          
            
              (6)　河川空間、都市内水路等の保全・活用のための取組
            


            　散策できる河川管理用通路など治水上及び河川利用上の安全・安心に係る河川管理施設の整備を通じ、まちづくりと一体となった水辺整備を支援することで、川を活用したにぎわいのある水辺空間を創出する、かわまちづくりを推進する。また、都市の中の水路も観光資源として大きな可能性を有しているため、せせらぎ水路の整備等に対して引き続き支援を実施する。

          


        

      


      
        第2節　観光資源の活用による地域の特性を生かした魅力ある観光地域の形成


        
          
            1　ニューツーリズムを核に据えた持続可能な観光地域の形成
          


          　エコツーリズム、グリーン・ツーリズム、文化観光、産業観光、ヘルスツーリズム、スポーツツーリズム等のニューツーリズムを推進するため、地域の特色ある観光資源を活用した旅行商品の実態を踏まえ、平成25年３月観光庁にて旅行商品の顧客満足度を高めるための品質向上策をとりまとめた。

        


        
          
            2　文化財に関する観光資源の保護、育成及び開発
          


          
            
              (1)　文化財の保存・活用
            


            　貴重な国民の財産である文化財を保護するため、「文化財保護法」に基づき、その適切な保存・活用を図っている。例えば、地域の歴史的・文化的シンボルである史跡等については、城の石垣や古墳石室の修理といった保存のための整備、建物復元・遺構の露出展示やガイダンス施設の設置といった活用のための整備を行い、その魅力を高めることで、地域の観光資源としても活用されている。

          


          
            
              (2)　文化遺産を活かした観光振興・地域活性化
            


            　文化庁では、地域の多様で豊かな文化遺産を活用して、文化振興とともに観光振興、地域活性化を図る取組を推進するため、地方公共団体が策定する事業実施計画に基づき行われる地域に伝わる伝統芸能・伝統行事等の公開・後継者育成、美術館・博物館の活用・活性化、重要文化財建造物や史跡等の公開活用等の取組に対して支援した。

          


          
            
              (3)　世界文化遺産の保護
            


            　1972年ユネスコ総会で採択された「世界遺産条約」により、我が国では日本の文化遺産の世界文化遺産への登録を推進するとともに、世界遺産の保護に関する国際的な協力の取組を進め、国内外への我が国の世界文化遺産の発信に努めている。

          

        


        
          
            3　歴史的風土に関する観光資源の保護、育成及び開発
          


          
            
              (1)　歴史的風土の保存による魅力ある国づくりの推進
            


            　京都市、奈良市、鎌倉市等の古都における歴史的風土を保存するため、「古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法」等に基づき、地方公共団体による歴史的風致特別保存地区等における土地の買入れ、歴史的風土の保存及び利用のための施設整備等の実施を支援した。さらに、国営飛鳥・平城宮跡歴史公園の整備を推進するとともに、明日香村における歴史展示及び歴史的風土を活用した地域活力の向上等を支援した。

          


          
            
              (2)　歴史まちづくりの推進
            


            　城、神社等の歴史的な建物や町家、武家屋敷等のまちなみと、祭礼行事等の歴史や伝統を反映した活動があいまって形成される地域の歴史的な風情、情緒を生かしたまちづくりを推進するため、平成20年に施行された「歴史まちづくり法（正式名：地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律）」に基づき、35市町（平成25年３月末現在）の歴史的風致維持向上計画を認定し、計画に基づく取組を支援した(図II-5-2-1)。

          


            

            
              図II-5-2-1　歴史的風致維持向上計画認定状況（平成25年３月末現在）
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              (3)　地域の観光の拠点となる都市公園の整備の推進
            


            　地域の歴史的・文化的・自然的資源や、景観形成上優れた建造物を生かした観光振興の拠点となる都市公園の整備や、多様な生物の生息生育基盤や身近な自然と触れ合う場を確保し、自然と共生する魅力的な都市づくりを推進した。

            　また、我が国固有の優れた文化的資産の保存及び活用等を図るために国が設置する国営公園については、平成25年３月末現在、17公園が開園され、平成24年度の年間利用者数は約3,429万人となった。




            
              
                (4)　歴史的・文化的価値を持つ道路の保存・活用
              


              　歴史的重要な幹線道路として利用され、特に重要な歴史的・文化的価値を持つ道路を対象に選定した「歴史国道」については、その保全・復元・活用を図り、併せて地域からの情報発信を行うことにより、歴史文化を軸とした魅力的な地域づくりを実施しており、引き続き実施する。

            



            
              
                (5)　歴史的価値を有する砂防施設の保存・活用
              


              　砂防設備として国の重要文化財指定を受けた砂防堰堤（白岩堰堤砂防施設（富山県）、牛伏川本流水路施設（長野県））をはじめ、登録有形文化財や登録記念物に登録されている歴史的価値を有する砂防設備について、適切な維持管理、周辺の一体的整備等を実施するとともに、このような防災遺産を地域の観光資源の核として位置付け、新たな交流の場の形成に資する取組を推進していく。

            


            

            
              平成24年7月に重要文化財に指定された牛伏川本流水路施設（長野県松本市）
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              牛伏川本流水路施設を活用した観光ツアー（長野県松本市）
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              4　優れた自然の風景地に関する観光資源の保護、育成及び開発
            


            
              
                (1)　優れた自然の風景地を生かした地域づくりの推進
              


              
                
                  ①　日本風景街道の推進
                


                　多様な主体による協働の下、道を舞台に、地域資源を生かした美しい国土景観の形成を図り、観光の振興や地域の活性化に寄与することを目的とする「日本風景街道」を推進した。平成25年３月末現在130ルートが風景街道として登録されており、地域の方々による沿道の植樹・植栽、ビューポイントの整備や清掃活動など、道路を活用した美しい景観形成や地域の魅力向上に資する活動を実施しており、引き続き推進する。


                

                
                  地域の方々との協働による景観に配慮した防護柵の塗替作業【八ヶ岳南麓風景街道（山梨県）】
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                  ②　自然保護思想の普及
                


                　自然保護思想を普及するため「自然に親しむ運動」等を通じて、自然とふれあう各種活動を実施したほか、平成24年11月に石川県白山市において「白山国立公園指定50周年記念式典」を開催した。また、小中学生に自然保護官の業務を体験してもらうなど、自然保護の大切さを学ぶ機会を提供した。さらにラムサール条約登録湿地関係市町村会議にサステイナブルツーリズム（sustainable  tourism）を実践している専門家を講師として派遣するなど、湿地の保全と賢明な利用について普及啓発活動を行った。

              


              
                
                  ③　森林等の観光への活用
                


                　森林環境教育、健康づくり等の森林利用に対応するため、教育関連施設・健康増進施設等と連携を図った森林の整備を行い、森林の多様な利用を推進し、地域の観光資源としても活用した。また、自然探勝、ハイキング、キャンプ等の森林レクリエーション利用に供すること等を目的とする森林については保健保安林として、名所、旧跡の風致の保存を目的とする森林については風致保安林として、平成24年３月末現在、合わせて730,000haを指定している。さらに、観光地周辺の森林において、周辺の景観に配慮しつつ、治山事業等を実施し、安全の向上と併せて観光資源の資質向上に寄与した。国有林野では、自然休養林等の「レクリエーションの森」を人と森林とのふれあいの場として積極的に提供した。また、国民による森林づくり活動の場を提供する「ふれあいの森」、学校等による体験活動等の場を提供する「遊々の森」の設定・活用を推進した。

                　国有林野において、優れた自然環境を有する森林については、「保護林」や「緑の回廊」を設定し、適切な保全・管理を行った。特に、西表島では、保護林の１つである「西表島森林生態系保護地域」の拡充を行い、適切な保全・管理に努めた。また、地域住民等との協力による自然環境の保全活動のほか、グリーンサポートスタッフ（森林保護員）による清掃活動や利用者へのマナー啓発活動を推進した。さらに、陸域のほとんどを国有林野が占める世界自然遺産のほか、世界文化遺産と一体となった森林等の保全対策を推進した。平成24年１月に世界遺産一覧表に記載するための推薦書を提出した「富士山」について、景観に配慮した適切な森林の整備・保全を推進した。また、平成24年７月にユネスコエコパークに登録された「綾地域」について、生態系の保全と持続可能な利活用の調和を図る観点から、国有林野を核とした照葉樹林の保護・復元を目指した適切な森林の保全・管理を推進した。

              


              
                
                  ④　良好な都市景観を形成する自然環境の保全と創出
                


                　首都圏及び近畿圏において、自然環境の総点検を実施し、まとまりのある貴重な自然を「保全すべき自然環境」として抽出し、この「保全すべき自然環境」の保全とそれを中核とした水と緑のネットワークの形成を推進するため「都市環境インフラのグランドデザイン」を策定（首都圏平成16年、近畿圏平成18年）している。平成24年度は、都市環境インフラのグランドデザインから得られた知見等を踏まえ、良好な都市環境を有する大都市圏の形成に向けた施策を進めた。

                　河川整備にあたっては、「多自然川づくり基本指針（平成18年10月策定）」に基づき、治水上の安全性を確保しつつ、生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観の保全・復元に努めている。

              


              
                
                  ⑤　北海道の美しい自然景観の観光への活用
                


                　北海道では、地域の活動団体が主体となり、関係省庁をはじめとする関係者と連携し、「美しい景観」「活力ある地域」「魅力ある観光空間」づくりを行う「シーニックバイウェイ北海道」を推進している（シーニックバイウェイ北海道ホームページ：http://www.scenicbyway.jp）。

　現在、制度発足９年目を迎え、11の指定ルートと１つの候補ルートで約350の団体が活動している。平成24年度には、これまでのルート内連携に加えて、新たにルート間による広域的な連携事業の「人と未来をつなぐ100年の木プロジェクト」や、民間企業等との包括連携協定の締結など、更なる広がりを見せている。また、北海道では、自然とのかかわりの中でアイヌの人々が独自の伝統文化を育んできており、新千歳空港における歓迎メッセージ「イランカラプテ」（こんにちは）の表示や工芸品の展示、阿寒湖温泉におけるアイヌ文化の伝承・保存・普及と一体となった観光振興の取組等が行われている。


                

                
                  シーニックバイウェイ北海道の活動（シーニックdeナイト2012-2013）
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                (2)　快適な散策ネットワークの整備
              


              　歩きやすさに十分配慮しつつ、周辺景観や地域の個性を生かした歩行者専用道路等を目的としたベンチ等の休憩施設、案内標識及び駐車場等の整備を支援した。

            

          


          
            
              5　良好な景観に関する観光資源の保護、育成及び開発
            


            
              
                (1)　良好な景観の形成
              


              　国際競争力の高い魅力ある観光地の形成のため、地域の景観上重要であって、特に交流人口の拡大の効果が大きく見込まれる「景観法」に基づく景観重要建造物及び景観重要樹木の保全活用を中心とした取組を推進した。農村景観については、景観と調和のとれた良好な営農条件を確保するため、「景観法」に基づく「景観農業振興地域整備計画」の策定を推進している。また、地域における人々の生活又は生業及び当該地域の風土により形成された景観地で、国民の生活又は生業の理解のため欠くことのできないものである文化的景観について、特に重要なものとして34件（平成25年１月現在）の重要文化的景観の選定を行うとともに、全国各地に所在する文化的景観に関する調査、保存計画策定、整備や普及・啓発事業に対し補助を行っており、今後も、これら取組を引き続き行う。

            


            
              
                (2)　都市における緑地の保全及び緑化の推進
              


              　「都市緑地法」に基づき都市計画に定めている「特別緑地保全地区」（平成24年３月末現在472地区約6,129ha（近郊緑地特別保全地区を含む））において、宅地の造成等の行為を規制することで自然的環境の保全を図った。また、「社会資本整備総合交付金」等により、地方公共団体による土地の買入れや保全利用のための施設整備の機動的な実施を支援し、良好な都市環境の形成による地域活性化や観光振興に貢献した。

              　また、山麓斜面に市街地が近接している神戸市等において、グリーンベルトの整備や急傾斜地の緑化等、景観に配慮した砂防関係施設等の整備を実施するとともに、土砂災害に対する安全性を高め緑豊かな都市環境と景観を保全・創出することにより観光の推進に寄与しており、引き続き実施する。

            

          


          
            
              6　温泉その他文化、産業等に関する観光資源の保護、育成及び開発
            


            
              
                (1)　温泉の保護並びに可燃性天然ガスによる災害の防止及び適正な利用の確保
              


              　平成23年３月末現在における全国の温泉湧出源泉数は、27,532か所（うち自噴するもの4,413か所、動力によるもの13,396か所、未利用のもの9,273か所）、湧出量は１日換算約386万トンに及んでいる。また、温泉地は全国に3,108か所あり、温泉を利用する宿泊施設数は13,754施設である。温泉の利用等に当たっては、「温泉法」に基づき温泉の枯渇を防止し、将来にわたって有効に利用し得るよう温泉の掘削、増掘又は動力装置の設置等の行為について規制を加え、その保護がなされており、都道府県等に対し今後も引き続き適切な助言を行う。

              　さらに、温泉利用の効果が十分期待され、健全な保養地として大いに活用される温泉地を「温泉法」に基づき、「国民保養温泉地」として指定しており、平成24年３月末現在、91か所が指定されている。

            


            
              
                (2)　文化観光の推進
              


              　我が国には、世界文化遺産をはじめ独自の歴史に根差した文化財、多彩なまつりや伝統芸能等の無形文化遺産が全国各地に多数存在するほか、国内外の秀逸な作品を紹介する美術館・博物館等の文化施設やアートフェスティバルがあり、文化的な観光資源の宝庫となっている。また、我が国の映画・アニメ・ゲーム等のメディア芸術、食文化等も「クールジャパン」と呼ばれ国際的に注目を集めている。

              　また、映像を通じて地域の資源を広く紹介することを目的に、日本最大の国際短編映画祭「ショートショートフィルムフェスティバル＆アジア」内に設立した観光部門「旅シヨーット！プロジェクト」を通じて、旅をテーマにした作品を全国各地から募集し、その中から入選作品を選考し、優秀作品には国土交通大臣賞を授与した。受賞作品は、アシアナ国際短編映画祭などで上映した。

            


            
              
                (3)　舞台芸術の振興、情報発信等
              


              　我が国で実施される最高水準の舞台芸術（音楽、舞踊、演劇、伝統芸能、大衆芸能の各分野）及び、劇場、音楽堂が中心となって地域住民と芸術関係者等とともに取り組む優れた舞台芸術の制作、教育普及、人材育成等を支援することにより、舞台芸術の創造を活性化させ、日本の文化に親しむことができる機会の増加に寄与している。

              

              
                定期演奏会（新潟市民芸術文化会館（りゅーとぴあ））
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                (4)　国民の各種文化活動の発表、競演、交流の場の提供
              


              　国民の文化活動の取組、成果を全国規模で発表する機会を提供する国内最大の文化の祭典である「国民文化祭」を、都道府県との共催で開催することにより、地域間の交流の活発化、開催地の特色ある文化の全国発信等に加え、出演者、観客等を含めた観光客の誘致に一定の成果を上げている。平成24年度は、「第27回国民文化祭・とくしま2012」を９月１日から12月14日まで、徳島県内全24市町村において開催した。徳島県での開催は、平成19年度の第22回大会に続き、全国初の２度目となる。今大会では「文化の力でまちづくり！」をテーマに、前回大会で４大モチーフとして位置付けた「阿波おどり」「阿波人形浄瑠璃」「阿波藍」そして、徳島県がアジア初演の地である「ベートーヴェン第九」をはじめ、「あわ文化」の魅力を全国に発信する84の事業を実施した。なお、平成25年度は、山梨県で「第28回国民文化祭・やまなし2013」を開催する。


              

              
                第27回国民文化祭・とくしま2012「あっ!わぁ!発見フォーラム」での感動のフィナーレ
              
[image: ]


            


            
              
                (5)　外国人富裕層向けの和のコンテンツの情報発信
              


              　ラグジュアリー・トラベル市場におけるディスティネーションとしての日本ブランドの価値の向上を図り、訪日旅行を促進するため、ラグジュアリー・トラベル市場に特化した旅行博（商談会）に参加し、和のコンテンツ情報等の発信を実施した。また、訪日旅行商品造成を促進するため、平成25年３月に実施したＪＬＴＦ（Japan  Luxury Travel Forum）においては、富裕層旅行商談会として有名なＩＬＴＭ（International Luxury Travel Market）が京都で初めて「ＩＬＴＭ  Ｊａｐａｎ」を開催する契機を捉え、連携した取組を実施した。具体的には海外バイヤー及び海外メディアを三重・岡山地域に招請し、各地域のコンテンツ紹介等を行うとともに、富裕層事業に取り組む国内セラー、海外バイヤーや海外メディア等を対象としたフォーラム「ILTM  JAPAN 2013 Opening Forum  in association with JLTF」を実施した。


            


            
              
                (6)　産業観光の推進
              


              　平成24年10月に、長野県岡谷市において開催された「全国産業観光フォーラム」を後援するなど関係者の連携による産業観光の推進を図っている。

            


            
              
                (7)　スポーツツーリズムの推進
              


              　平成32年（2020年）オリンピック・パラリンピック競技大会の東京招致に関しては、ロンドンオリンピック期間中にＪＯＣ（公益財団法人日本オリンピック委員会）が設置したジャパンハウスにおいて招致活動が行われ、日本食の提供、生け花や琴演奏のイベント等を通して、文化・観光等の日本の魅力が発信された。また、安倍総理大臣のリーダーシップの下、国内外において政府全体で招致活動をしっかりと支援するため、平成25年３月１日に「第32回オリンピック競技大会及び第16回パラリンピック競技大会の東京招致に関する閣僚会議」が設置され、第１回会合が開催された。さらに、３月４日～７日、ＩＯＣ（国際オリンピック委員会）評価委員会が立候補都市の視察等のために来日した際、公式歓迎行事への安倍総理大臣の出席や、内閣官房長官及び文部科学大臣による評価委員会へのプレゼンテーション等、政府として全面的に協力をした。開催都市が決定するＩＯＣ総会（平成25年９月開催予定）に向けて、引き続き、招致委員会等と連携・協力しつつ取り組む。

　地域のハイレベルな「観るスポーツ」（プロ野球、Ｊリーグ、大相撲、Ｆ１等）や、世代を超えて人気を集める「するスポーツ」（マラソンやトレッキング、トライアスロン等）、地域をあげてスポーツイベントを誘致・支援する「支えるスポーツ」の３つを柱とするスポーツ資源を活用し、訪日外国人旅行者の増加、国内観光振興につなげるスポーツツーリズムを推進した。平成24年４月には、我が国のスポーツツーリズムの中核的組織として、地域スポーツコミッションの設立や、国際スポーツイベントの誘致・開催への支援等を担うＪＳＴＡ（一般社団法人日本スポーツツーリズム推進機構）が設立された。ＪＳＴＡは観光庁と連携を図り、平成24年11月にスポーツツーリズムの取組についての様々な事例を紹介する「第１回スポーツツーリズム・カンファレンス」を開催するとともに、平成25年３月には、地方公共団体、スポーツ団体、旅行業者等の様々な関係者が一堂に集まり、スポーツツーリズムに関して情報交換や商談を行う「第１回スポーツツーリズム・コンベンション」を開催した。さらに、公益社団法人スポーツ健康産業団体連合会と連携してスポーツツーリズム賞を初めて創設し、スポーツツーリズムの機運醸成を図った。

            


              

              
                ３月に来日したＩＯＣ評価委員会におけるプレゼンテーション会場
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                （ＪＳＴＡロゴマーク）
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                (8)　離島地域等における観光振興
              


              　離島地域において、交流人口拡大による自立的発展を促進する観点から、全国の離島が集まり観光・交流事業情報を都市住民に発信する交流事業「アイランダー」を開催した。また、離島地域自らの創意工夫による、先導的な地域活性化への取組の実施及びその成果を離島地域全体の取組に反映させるための「離島の活力再生支援事業」を実施した。

　観光を中心とした地域間交流の促進を通じて、半島地域の自立的発展を図るため、地域の活動主体によるワークショップ等において、農林水産物、景観、歴史・文化等の半島地域の地域資源を生かしたツーリズムの取組等について検討するなど、地域の内発的な取組を促進する方策の実証調査を行った。今後も、引き続き半島地域の観光振興を促進していく。
　「豪雪地帯対策基本計画」に基づき、冬期の道路交通の確保や、生活環境施設の整備等克雪対策を推進するとともに、雪に強い公園の整備を推進した。また、雪に親しむことをテーマに全国各地で実施した雪まつりや冬季スポーツ教室等の交流活動状況について、関係自治体に情報提供を行っており、今後、雪国と他地域との多様な交流の推進を図る。


              

              
                全国の離島が集まり観光・交流事業情報を都市住民に発信する「アイランダー」の様子
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                東京都八丈島で行われたトライランド・アスロン大会の様子
              
[image: ]

            


            
              
                (9)　総合保養地域の活用
              


              　「総合保養地域整備法」に基づく基本構想を定める道府県を対象に、特定施設等の整備に関する進捗状況調査や、基本構想の見直しについて関係省で調整を行っており、引き続き実施する。



            
              
                (10)　マリンレジャーを活用した地域観光の振興等
              


              　マリンレジャーに適した海洋空間等、地域それぞれが有する潜在的な海洋資源を生かした地域産業の活性化の観点から、関係省庁、港湾・河川・漁港等の管理者、マリンレジャー関係団体、プレジャーボート利用者等が連携・役割分担の下で、係留保管能力の向上と放置等禁止区域の規制措置を両輪とした対策により、プレジャーボートを円滑に収容するための取組を推進する。

            


            
              
                (11)　水辺における環境学習・自然体験活動の推進等
              


              　地域の身近な水辺・海辺における環境学習・自然体験活動を推進するため、市民団体や教育関係者、河川管理者、港湾関係の行政機関等が連携して、子どもの水辺を登録する「『子どもの水辺』再発見プロジェクト」や、水辺に近づきやすくする河岸の整備等を行う「水辺の楽校プロジェクト」を推進するとともに、「海辺の自然学校」を開催した。

　また、近年、カヌーやラフティングをはじめとした水面利用や川での自然体験活動が活発化、多様化していることを踏まえ、全国の川で活動する市民団体等で構成される「特定非営利活動法人川に学ぶ体験活動協議会（ＲＡＣ）」等と連携し、川で安全に活動するための指導者の育成を支援している。さらに、河川における水難事故を防止するため、河川の安全利用に関する啓発等を推進している。加えて、効果的な普及啓発を推進するため、小中学校への情報提供の強化を図り、地域のニーズにあった支援を推進している。

            


            
              
                (12)　農山漁村の地域資源の活用支援
              


              　「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律」に基づき事業計画を認定し、地域資源を活用した観光産業を促進した。また、当該事業計画を推進するために必要な機械・施設等の整備を支援したほか、６次産業化の先達や民間の専門家（ボランタリー・プランナー、６次産業化プランナー等）による個別相談の実施、新商品の開発等の取組の支援等を行うことにより、観光等の地域ビジネスの展開等を図った。

              　さらに、ＦＡＯ（国連食糧農業機関）のＧＩＡＨＳ（世界農業遺産）に認定された佐渡、能登地域については、地域の農林水産物のブランド化、商品開発や観光振興等の取組の周知等により、農山漁村地域の振興を図った。

            


            
              
                (13)　総合特区制度等の活用
              


              　【再掲】第５章第１節１（４）

            

          

        

        
          第3節　観光旅行者の来訪の促進に必要な交通施設の総合的な整備


          
            
              1　国際交通機関の整備
            


            
              
                (1)　国際拠点空港の整備等
              


              　成田国際空港については、平成25年３月にＢ滑走路西側誘導路及び横堀地区エプロンが供用され年間発着枠が平成25年３月末に27万回まで拡大し、オープンスカイを実現した。羽田空港については、再拡張事業によるＤ滑走路及び国際線地区の供用開始（平成22年10月）により、段階的に年間発着枠が拡大し、平成25年３月末には、年間発着枠が国際線・国内線合わせて41万回（昼間37万回+深夜早朝４万回）へ拡大した。関西国際空港については、国際拠点空港としての機能の再生・強化を図ること等を目的として、平成24年４月に新関西国際空港株式会社が設立され、同年７月に同社の下で、大阪国際空港との経営統合が行われた。さらに、各地域における拠点的な空港については、東アジアをはじめとする諸外国との直接交流を促進するため、内外の広域的な交流拠点として必要な機能強化を図っている。

            


            
              
                (2)　空港・港湾の旅客ターミナル等の整備
              


              　成田国際空港については、旺盛なＬＣＣの就航に対応するため、平成26年度中の完成を目指してＬＣＣ専用ターミナルを整備する方針が平成24年４月に示された。羽田空港については、平成22年10月に供用開始した国際線旅客ターミナルについて、平成25年度末の国際線９万回への拡大に対応した拡張を行うこととしており、平成24年11月に着工した。関西国際空港については、ＬＣＣの新規就航・増便等に伴い、国内初となるＬＣＣ専用ターミナルが整備され、平成24年10月28日に供用が開始された。また、那覇空港においては、出入国手続等のためのＣＩＱ（Custom  Immigration  Quarantine）施設を含む国際線旅客ターミナルの機能向上のための施設整備を進めている。

              　港湾においても旅行者の乗降、待合い等の利便性快適性を向上させるため、観光圏の玄関口となる旅客ターミナルの整備を推進している。

            


            
              
                (3)　航空交通システム・海上航路の整備
              


              　航空交通の安全確保を最優先としつつ、航空交通容量の拡大を図り、より多くの観光旅行者の往来を可能とするため、平成24年度においても、更なる首都圏空港の容量拡大により増大する航空機の安全かつ効率的な管制の実施を図るとともに、航空交通管理（ＡＴＭ）センターの機能の充実・強化、統合管制情報処理システムの整備等を進めた。また、航空機運航の効率性向上のため、新たな飛行方式の導入・展開等を図った。

            

          


          
            
              2　国際交通機関に関連する施設の整備
            


            　拠点的な空港・港湾・鉄道駅と高速道路等を結ぶアクセス道路の現状の再点検等を行うとともに、環状道路の整備等による道路ネットワークの強化により、空港・港湾・鉄道駅へのアクセスの向上を図った。

            　羽田空港へのアクセス改善のための京急蒲田駅の改良事業、那覇空港へのアクセス改善のための那覇空港自動車道の整備等を推進した。また、首都圏の国際競争力を強化していく観点から、都心と羽田空港・成田国際空港、都心と郊外とを直結し、速達性、利便性を向上させるプロジェクトとして「都心－空港・郊外直結鉄道（都心直結線）」について調査・検討を実施しているほか、関西国際空港へのアクセス改善方策についても調査・検討を実施している。

          


          
            
              3　国内の幹線交通に係る施設の整備
            


            
              
                (1)　空港の整備
              


              　成田国際空港については、誘導路の新設や駐機場の増設、ＬＣＣの国内線暫定施設の供用により、国内線の受入体制が強化された。羽田空港については、再拡張事業によるＤ滑走路の供用開始（平成22年10月）以降、段階的に発着枠が拡大し、平成25年３月末には、国内線の年間発着枠が２万回拡大した。

              　一般空港については、新石垣空港の滑走路移設・延長事業や岩国飛行場の民間航空再開に必要な民航施設の整備を着実に実施するとともに、既存空港の施設の機能保持を行っている。また、各地域における拠点的な空港等については、国内航空ネットワークの充実を図る上で基盤的な役割を担い、地域活力の向上、観光立国の推進等に不可欠な社会基盤であるため、広域的な交流拠点として必要な機能の強化を図っている。

            


            
              
                (2)　幹線鉄道の整備
              


              　整備新幹線については、現在、北陸新幹線（長野-金沢間）については平成26年度末、北海道新幹線（新青森-新函館（仮称）間）については平成27年度末の完成・開業を目指し着実に整備が進められている。未着工区間であった北海道新幹線（新函館（仮称）・札幌間）、北陸新幹線（金沢・敦賀間）、九州新幹線長崎ルート（武雄温泉・長崎間））については、「整備新幹線の取扱いについて」（23年12月26日政府・与党確認事項）に基づき、着工に必要な条件を全て満たしたことから、所要の手続を経て、平成24年６月29日に工事実施計画の認可を行った。今後、完成・開業に向けて着実に整備を進める。

              　在来幹線鉄道については、平成24年度に、ＪＲ北海道の札沼線（桑園・北海道医療大学間）が全面電化開業され、高速化による所要時分短縮、混雑率緩和、冷房化率の向上などが図られた。

            


            
              
                (3)　高速道路の整備等
              


              　高規格幹線道路をはじめとする幹線道路ネットワークの整備を促進し、観光旅行者の来訪の促進や利便性の向上を図った。なお、高規格幹線道路の延長については、平成24年度は新東名高速道路（御殿場ＪＣＴ～浜松いなさＪＣＴ）等、新たに438kmを供用し、10,490km（平成25年３月末現在）となった。

              　また、既存の高速道路を有効活用し、地域経済の活性化や渋滞の軽減等に寄与することを目的とした「スマートインターチェンジ（ＥＴＣ専用インターチェンジ）」の供用箇所については、平成24年度は新たに５か所を供用し、64か所で供用中、30か所で事業中（平成25年３月末現在）である。さらに、高速道路の利便増進事業として、土日祝日の普通車以下（ＥＴＣ車に限る）の高速道路利用者を対象に終日５割引等の施策を実施し、地域の観光振興を図った。

            

          


          
            
              4　国内の地域交通に係る施設の整備
            


            
              
                (1)　地域公共交通の活性化・再生
              


              　観光振興を図る観点からも地域公共交通の活性化・再生を推進することが重要となっているが、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」を活用し、鉄道、コミュニティバス・乗合タクシー、旅客船等の多様な事業に取り組む協議会に対し、地域の創意工夫ある自主的な取組を支援している。同法の枠組みでは、市町村が地域の関係者の合意のもと、地域公共交通の活性化・再生を総合的かつ一体的に推進するための計画（地域公共交通総合連携計画）を策定することができ、平成25年３月末現在510件策定されている。

            


            
              
                (2)　都市鉄道等の整備
              


              　相当程度拡充してきた都市鉄道ネットワークを有効活用し、その利便の増進を図るため、「都市鉄道等利便増進法」に基づき、「速達性向上事業」（相鉄・ＪＲ直通線（西谷～横浜羽沢付近）、相鉄・東急直通線（横浜羽沢付近～日吉））及び「駅施設利用円滑化事業」（阪神三宮駅の改良）を推進したほか、地下高速鉄道の新線建設や輸送障害対策等のための施設整備を推進した。

            


            
              
                (3)　旅客ターミナルの整備
              


              　旅客の乗降、待合い等の利便性快適性を向上させるため、観光圏の玄関口となる旅客船ターミナルの整備を推進している。

            


            
              
                (4)　地域内の道路の整備等
              


              　観光施設、インターチェンジ等へのアクセス確保など地域内の道路の整備を支援している。また、一般道路において「休憩機能」、「情報発信機能」、「地域の連携機能」の三つを併せ持つ「道の駅」の整備を実施している。

            


            
              
                (5)　みなとに係る施設等の整備の推進
              


              　みなとや海岸の施設を住民参加の下、地域の情報発信拠点、あるいは地域の方々や観光客などの交流拠点として活用する「みなとオアシス」を全国に展開しており、みなとの“にぎわい・交流拠点”の形成を支援している。平成25年３月末現在で68港が登録されている(図II-5-3-1)。


              

              
                図II-5-3-1　みなとオアシスの全国への展開状況
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      第6章　観光産業の国際競争力の強化及び観光の振興に寄与する人材の育成


      
        第1節　観光産業の国際競争力の強化


        
          
            1　観光産業の参画
          


          　【再掲】第１章第５節

        

      


      
        第2節　観光の振興に寄与する人材の育成


        
          
            1　観光地域及び観光産業の国際競争力の強化に資する高等教育の充実
          


          
            
              (1)　産学官の連携強化
            


            　観光産業を支える人材の育成については、産学官連携を通じて、産業界のニーズを踏まえた経営マネジメント人材の育成に関する取組の推進並びに社会人教育及び高等教育機関での観光に関する教育の充実を図った。具体的には、大学教育のあり方を議論する「観光教育に関する学長・学部長等会議」の開催や観光産業に対する理解の促進と就業意識の醸成のため、観光関係団体や観光関連企業の協力を得て、インターンシップモデル事業を実施した。

            　さらに、平成25年１月に企業経営者や学識経験者等による「観光立国推進ラウンドテーブル」を開催するなど、観光産業の今後についての議論を通じて社会の関心を高める取組を行った。

          

        


        
          
            2　観光事業に従事する者の知識及び能力の向上
          


          
            
              (1)　観光分野における人材の育成
            


            　【再掲】第１章第６節

          


          
            
              (2)　観光分野における女性の人材育成
            


            　地域の課題解決に向けた主体的な取組を支援するため、地方公共団体、地域団体、女性関連団体等の求めに応じ、課題解決のための活動の充実等に際し、適切な指導・助言ができる地域における男女共同参画促進を支援するためのアドバイザーの派遣事業を公募した。

          

        


        
          
            3　地域の固有の文化、歴史等に関する知識の普及の促進
          


          　子ども達に観光に対する興味や理解を促すことなどを目的とした「子ども観光大使」の取組や、観光教育の普及促進のために教育関係者や観光関係団体が連携して開催する「観光・まちづくり教育全国大会」、「観光甲子園」、「全国高等学校観光教育研究大会」を後援し、「観光立国教育」の推進を図っている。

　学校教育においては、学習指導要領に基づき、小学校、中学校、高等学校を通じて、地域の固有の文化や歴史等に関する指導を行っている。例えば、小学校社会科では、古くから残る暮らしに関わる道具や地域に残る文化財、年中行事等地域の人々の生活について調査や年表にまとめるなどの学習を行うとともに、人物や文化遺産を中心に、我が国の歴史に対する興味・関心と理解を深める学習を行う。


          

          
            観光・まちづくり教育全国大会
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      第7章　国際観光の振興


      
        第1節　外国人観光旅客の来訪の促進


        
          
            1　我が国の観光魅力の重点的かつ効果的な発信
          


          
            
              (1)　国を挙げた日本ブランドの海外発信の推進
            


            　「国際広報連絡会議」において、関係省庁及び関係機関が情報共有・連携しながら、国家戦略として日本ブランドの更なる海外展開・強化を図った。また観光庁は、訪日促進を強化する上で、海外市場毎の趣向の違いを乗り越え、世界の誰が見ても素晴らしいと思える「普遍的な日本の魅力」について「日本人」を切り口に再構築し、日本の魅力を海外へ発信するにあたっての指針を定義するとともに、それを踏まえた新たなプロモーション映像及びガイドブック等を制作した。


          
            「日本を旅行することでしか得られない３つの価値」

            価値１：日本人の神秘的で不思議な「気質」に触れることができる。

            ①震災のような困難なときにも示された高い美徳・規律、礼儀正しい気質。

            ②シャイだけど親切。知らない人にも配慮し、人に温かい気質。

            ③飽くなき好奇心と根気で独自の世界をつくりあげる気質。

            ④あえて言葉にしない、「わびさび」や五感を越えた「暗黙知」の存在。

            

            価値２：日本人が細部までこだわり抜いた「作品」に出会える。

            ①歴史・伝統を継承し、現代の革新を加える「匠」や「専門家」による作品。

            ②チームワークと擦り合わせの技から生まれた世界一「ハイテク」な作品。

            ③洋の東西を問わず、「異国文化」を取り込み、日本的に昇華させた作品。

            ④「自然」への畏怖・感謝をもとに、自然と一体化することで生まれた作品。

            ⑤研ぎ澄まされた五感により、山海の素材の持ち味を引き出した「日本食」

            

            価値３：日本人の普段の「生活」にあるちょっとしたことを経験できる。

            ①「ちょっとしたこと(a little thing)」に楽しみやくつろぎを感じられる生活。

            ②四季や伝統が深く入り込む一方、現代と「融合」した生活。

            ③「世界一厳しい消費者」を満足させるレベルの高い消費ができる生活。

            ④「お客様は神様」を合言葉に、完璧な「おもてなし」を享受できる生活。

            ⑤都市から田舎まで、全国どこでも「便利」、「清潔」、「安全」な生活。






            　ＪＮＴＯでは、大きな訪日旅行市場を形成する国・地域に拠点を設置し職員を派遣している(図II-7-1-1)。各市場において現地の航空・旅行業界や有力メディア等と結びついた広範なネットワークを構築することで、ビジット・ジャパン事業の効果的な海外展開のためのマーケティングやプロモーションの進行管理に至るまで機動的に取り組んでいる。

            　海外事務所を通じた情報発信としては、一般消費者向けには12の言語（英語、中国語（簡体字・繁体字）、韓国語、フランス語、ドイツ語、タイ語、ロシア語、ポルトガル語、イタリア語、スペイン語、アラビア語）による日本の観光魅力の紹介や訪日旅行の計画づくり等様々なサポートする機能を有したポータルサイトを、各市場別に13の国・地域でＳＮＳを活用するとともに、現地の各種メディアによる訪日旅行記事・特集の掲載を目指した企画提案や支援活動等も積極的に行っている。また、現地の航空・旅行業界向けには季節の観光・イベント等の情報をまとめたニュースレターの配信や訪日旅行を取り扱うスタッフを対象とした専門家の育成研修を行う等様々な方法で情報提供している。さらに、在外公館、ＪＥＴＲＯやＪＦ等の海外で活動する独立行政法人の海外事務所、民間企業の海外事務所等に対し、外国人旅行者の訪日促進事業についての理解が深まるように働きかけ、広報宣伝・情報提供等の分野での協力を求める等により、それら在外公館や各種海外事務所との連携の強化を図っている。各国で開催される旅行フェアや商談会等においては、日本ブースを設置し、我が国の観光、物産の魅力を発信し訪日旅行の需要喚起に貢献している。



            

            
              図II-7-1-1　日本政府観光局海外事務所の所在地（13都市）
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              在外公館や民間企業等とオールジャパン連携で参加した旅行見本市の様子（バンコク）
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コラム

「日本人に会いに来てください」というブランディング

　ある場所をもう一度訪れたいと思うのは、そこに「理由」を置いてきているからだ。その場所に思いを馳せると、映像と共に「自分を迎えてくれる誰か」の姿が浮かぶ。日本中の人が、海外の方にとってのそんな「誰か」になれるのではないか。

　海外６か国８人の外国人を含む、11人の委員と共に議論を重ねた「普遍的な日本の魅力」検討会の中で辿り着いた答えが、日本を観光する一番の魅力は「日本人」そのものだということであった。日本人の気質、作品に反映される細部へのこだわり、そして生活の中の楽しみ。その３つの価値を映像に集約し打ち出したプロモーションが、10周年を迎えたＶＪの新展開、「DISCOVER the SPIRIT of JAPAN」である。

　その基軸は、祭りに情熱を傾ける日本人を描いた映像だ。平成25年３月15日の公開から２週間で、動画投稿サイトでの再生回数は200万回を突破した。そして、「www.visitjapan.jp」に収められた160を超える日本の観光地映像には、その場所に生きる「日本人」とともに出来る経験が詰まっている。

　世界中の人々にとって、繰り返し訪れたい国になるためのブランディングのヒントは、日本人の日常のなかにあるのではないか。コンビニエンスストアの利便性を享受するすぐ傍らの畑には、野菜の無人販売所があり、スマートフォンをタッチし改札をくぐると、車窓から山裾に祠を見つける。ハイテクノロジーで生活の便利さを追求し、食事は海外の富裕層が自身の生活に取り入れる質の高さを持つ。祭りでは揃いの法被と足袋で御輿を担ぎ、祈りや座禅で心を落ち着ける。

　心の美を持ち、１人でも多くの海外の方にそれを感じて頂ける国であるために。観光コンテンツと３つの価値を合わせたアプローチで「日本は楽しそう」「日本人と出会うのは面白そう」だから日本に来たと言われるように。鍵は私たち日本人自身にある。


            
            [image: ]






          
            
              (2)　地域の魅力の海外発信等
            


            　訪日外国人旅行者数を増加させるため、リピーターの多い市場である韓国、香港、台湾等について、ゴールデンルートを経験したことのある旅行者はもちろんのこと、初訪日の旅行者も含め、ゴールデンルートに加えその他の地域への誘客を行った。例えば、中部・北陸地域は、中部・北陸９県を「昇龍道プロジェクト」と命名し、知名度向上を図る官民挙げた地域一体型の「プロジェクト」を立ち上げた。「昇龍道プロジェクト」では、９県の連携による観光資源の総合的・効果的なプロモーション、地域の一体感を高めたホスピタリティと受入体制のレベルアップ等を狙い、「広域」で連携した地域の魅力の発信に努めた。

          


          
            
              (3)　大使・総領事公邸等を活用した観光プロモーション等の推進
            


            　海外において、政界、経済界及び観光業界幹部を含む任国国民に我が国の地方の魅力を発信し、観光広報等を推進するため、在外公館施設を活用する「地方の魅力発信プロジェクト」を実施しており、平成24年度は９件実施した。


            

            
              和歌山県産品及び観光プロモーション（在キルギス日本国大使公邸）
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              (4)　駐日各国大使等による我が国の魅力の発信
            


            　駐日各国大使及び外交団を対象に、地方公共団体と共催で地方視察を実施し、地方独自の文化、伝統、産業、自然環境等我が国の多様性に富む魅力を直接見聞し、任期中・離任後を通じ我が国の魅力を各国に発信してもらうよう取り組んでいる。駐日外交団が、平成24年７月11日～12日に新潟県、11月１日～２日に静岡市、平成25年２月21日～22日に神奈川県を、駐日各国大使が、平成24年11月７日～９日に三重県を視察した。今後も引き続き、地方視察プログラムを実施する。


            

            
              駐日外交団の地方視察（神奈川県）
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              駐日各国大使の三重県視察訪問
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              (5)　地域レベルの国際交流・国際協力の推進
            


            　地域レベルの国際交流・国際協力を一層推進することを目的として、駐日外交団に対して各地方公共団体が地域の特色・施策に関する情報を発信するセミナーを開催するとともに、地方公共団体間及び地方公共団体と駐日外交団とのネットワーク作りを支援する事業を行っている。また、重要外交政策の最新情報、国際会議誘致、外国要人の地方訪問等の各種情報提供を積極的に行っている。さらに、我が国の大使・総領事が一時帰国時に地方公共団体等を訪問し（平成24年度は、62件実施）、最新の任国情報等を提供している。


            

            
              第12回地域の魅力発信セミナー（地方公共団体のプレゼンテーション）
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              (6)　クールジャパンの海外展開
            


            　「知的財産推進計画2012」（平成24年５月29日、知的財産戦略本部決定）においては、クールジャパン関係施策の一つで、ビジット・ジャパン事業として、コンテンツと訪日旅行を組み合わせた訪日旅行プロモーションを実施する旨を謳っている。また、平成25年２月には、訪日旅行の促進等のクールジャパンの推進・発信力の強化を行うために、クールジャパン推進会議を立ち上げ、同年３月には第１回会合を行った。

            　「クールジャパン発信事業」として、日本のクールジャパン各分野の専門家を海外に派遣し、現地の業界関係者等を対象に講演会やネットワーキングの機会となる交流会等を実施している。平成24年度には、イタリア、リトアニア、ベトナム、ミャンマーに酒造関係者を派遣し、業界関係者等を対象に、日本産酒類に関するセミナーや試飲会等を実施した他、香港（ものづくり分野）、イラン（ショートフィルム）で案件を実施した。

            　在外公館では、現地機関等との協力のもと、周年事業のオープニング等二国間交流の機会も捉えながら、クールジャパンを含む日本文化紹介事業を実施している。また、11か国13都市でクールジャパン支援現地タスクフォースを立ち上げ、海外の重要拠点における関係諸機関・団体の情報共有・連携の体制を整備した。これは、在外公館やＪＦ、ＪＥＴＲＯ、ＪＮＴ０、商工会議所・日系企業、日本人会、現地企業関係者、日本文化関連の団体などが、情報共有と具体的な連携・協力を行うプラットフォームであり、現地の関連事業・イベントの情報の共有や、今後のクールジャパン展開の方策に関する意見交換等を行っている。

          


          
            
              (7)　日本文化に関する情報の総合発信
            


            　芸術家、文化人等、文化に携わる者を、一定期間「文化交流使」に指名し、世界の人々の日本文化への理解の深化や、日本と外国の文化人のネットワークの形成・強化につながる活動を展開している（文化交流使ホームページ：http://www.bunka.go.jp/kokusaibunka/bunkakouryu/index.html）。

            　在外公館においては、管轄地域における対日理解の促進や親日層の形成を目的として、外交活動の一環として、日本文化を紹介する事業を実施している。事業内容は年々多様化しており、例として映画上映会、文化講演会、音楽演奏会、柔道・空手等武道デモンストレーション、版画、陶芸、郷土玩具、日本人形、書道、カレンダー、折り紙作品、生け花等の展示事業、俳句コンクール、日本語作文コンクール、日本語弁論大会等が挙げられる。また、近年では、アニメ・マンガ等の「ポップカルチャー」や日本の食文化紹介事業も積極的に実施している。

          


          
            
              (8)　日本食・日本食材等の海外への情報発信
            


            　海外で実施する日本食文化週間等の輸出促進事業や日本食・食文化発信事業において、日本へ観光客を誘致するためのパンフレット等の活用を図った。さらに、「生産者と消費者の絆を深める」、「日本と世界の絆を深める」をテーマとする「食と農林漁業の祭典」を開催し、日本の「食」と「農林漁業」のすばらしさを国内外に対し発信した。

            　在外公館においては、日本の食文化紹介事業を在外公館文化事業の中でも特に推奨すべき事業のひとつとして位置づけて実施している。特に、東日本大震災を受けて訪日外国人旅行者数が減少する等の影響が出ていたことを踏まえ、日本食や、郷土の多様性も含め豊かな我が国の食文化を世界に伝えることで、日本の多面的な魅力への関心を高め、被災地を含む我が国全体の復興に資することを主たる目的としており、東北産の食材等を活用した事業、被災地の郷土料理や酒を紹介する事業等についても積極的に実施している。

          


          
            
              (9)　外国人富裕層向けの和のコンテンツの情報発信
            


            　【再掲】第５章第２節６（５）

          


          
            
              (10)　国際放送による情報発信の強化
            


            　平成21年２月に、外国人向けに特化した新テレビ国際放送が開始され、日本やアジア、世界の最新情報、我が国の文化など日本の魅力を発信する多彩な番組が英語で放送されている。平成24年度においては、引き続き、世界各国における視聴世帯数の更なる拡大及び認知度向上等の取組を行った（平成25年３月末時点の視聴可能世帯数は約１億6000万世帯）。

          

        


        
          
            2　国内における交通、宿泊その他の観光旅行に要する費用に関する情報の提供
          


          
            
              (1)　ＩＣカード・乗車船券の導入・共通化支援
            


            　交通系ＩＣカードについては、平成13年度に導入された「Ｓｕｉｃａ」以降、「ＰＡＳＭＯ」、「ＰｉＴａＰａ」などＪＲと主な民鉄等の各エリアで導入が進んでいる。このうち10種類のカードについて、平成25年３月23日から、相互利用サービスが開始され、更なる利用者の利便性の向上が期待される。なお、バスＩＣカードについては平成24年３月末現在、導入事業者数178、バス車両数32,688と増加している(図II-7-1-2)。


            

            
              図II-7-1-2　ＩＣカード導入におけるバス事業者数及びバス車両数
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            3　国際会議その他の国際的な規模で開催される行事の誘致の促進
          


          
            
              (1)　国際会議等のＭＩＣＥ分野の国際競争力強化
            

　沖縄におけるＭＩＣＥ誘致・開催の取組については、「国際会議等各種会議の沖縄開催の推進について」（平成12年６月20日閣議了解）を踏まえ、これまでも政府として推進してきたところであり、平成24年５月には、名護市において、日本を含めた17か国・地域の首脳等が参加し、第６回太平洋・島サミットが開催された。

            


            
              
                (2)　MICEに関するワンストップ型情報発信機能の強化
              


              　国内のＭＩＣＥ開催に関する施設や支援制度等に関する情報をまとめた、新たなＭＩＣＥガイドブックを作成するとともに、国際的なＭＩＣＥ関係者に対する情報発信強化のため、ＪＮＴＯの英語版ウェブサイトをリニューアルした。また、海外の主要なＭＩＣＥ専門見本市にブースを出展し、ＭＩＣＥ開催国としての日本のＰＲの他、コンベンションビューローやサプライヤー等の共同出展者の商談をサポートすることで、日本として一体性のある情報発信を行った(図II-7-1-3)。


              

              
                図II-7-1-3　平成24年度海外ＭＩＣＥ専門見本市出展事業
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                (3)　国際的な展示会の振興
              


              　我が国の展示会産業の国際化を推進するため、展示会統計の整備、認証制度の確立・運用など展示会統計に係る透明性、信頼性の向上を図るとともに、人材育成、受入体制の整備などの産業の基盤整備に向けた取組を行った。

            


            
              
                (4)　アジア拠点化の推進を通じた国際ビジネス交流の拡大
              

　「アジア拠点化推進法」を平成24年11月に施行するとともに、世界レベルで魅力あるビジネス・生活環境の整備に向けた「アジア拠点化・対日投資促進プログラム」の着実な推進により、国際会議、展示会等ＭＩＣＥ開催の促進をはじめとした国際ビジネス交流の拡大を図った。

            


            
              
                (5)　MICEの受入環境整備
              


              　ユニークベニュー（博物館や歴史的建造物など本来はＭＩＣＥ目的で使用しない施設や場所を利用した会場）開発に関するモデル事業の実施等、主催者たる事業者等や参加者に必要となる各種の受入環境について検討を進めた。

            

          


          
            
              4　外国人観光旅客の出入国に関する措置の改善、通訳案内サービスの向上その他の外国人観光旅客の受入体制の確保等
            


            
              
                (1)　外客受入環境の充実
              


              　【再掲】第１章第２節

            


            
              
                (2)　査証発給手続の迅速化・円滑化
              


              　ビザ申請人の利便性向上のため迅速かつ円滑なビザ発給に取り組んでおり、ビザは問題がない限り原則５労働日以内に発給されている。

            


            
              
                (3)　出入国手続の迅速化・円滑化
              


              　出入国審査に要する時間の短縮を図るため、上陸審査における「セカンダリ審査（二次的審査）」、「事前旅客情報システム（ＡＰＩＳ）」の効果的活用等を実施するとともに、年間入国者が多い空海港において出入国審査手続に関する案内等を行う「審査ブースコンシェルジュ」を効果的に配置した。また、大型クルーズ船が寄港した際、「寄港地上陸許可制度」を活用することにより厳格さを維持しながらも迅速かつ円滑な入国審査を実施する新しい審査方式を平成24年６月に開始した。

              　さらに、新ターミナルの供用が開始された石垣空港をはじめとする地方空港でオンライン化を推進したほか、大型クルーズ船審査への対応として、携帯型端末を増配備し、迅速かつ円滑な審査体制の強化を図った。

            


            
              
                (4)　通訳ガイドの質・量の充実
              

　「観光立国推進基本計画」において、訪日外国人旅行者3,000万人時代の実現に向けて通訳ガイドの質・量の充実を掲げており、訪日外国人旅行者に質の高い通訳案内サービスを提供する「通訳案内士」をはじめとした通訳ガイドの充実に取り組んでいる。

              　平成24年度は、通訳案内士試験の外国語筆記試験への一部マークシート方式導入のほか、筆記試験の免除が受けられる制度を拡充し、フランス語、ドイツ語、中国語、韓国語、日本歴史及び一般常識で免除対象を追加するなど、受験者の利便を向上し通訳案内士の供給拡大につながる措置を講じた。「通訳案内士」の登録者数は、平成24年４月で16,077人となった(図II-7-1-4)。一つの都道府県の範囲に限って通訳案内業務を行うことができる「地域限定通訳案内士」制度は、これまで北海道、岩手県、栃木県、静岡県、長崎県、沖縄県の合計６道県で導入され、登録者数は平成25年４月で354人となった。通訳ガイドの供給拡大と併せて、通訳ガイドが提供する通訳案内サービスの向上を図るため、専門性の高い通訳ガイド育成に向けた研修を実施した。

              　さらに、外国人旅行者の需要の多様化に的確に対応するため、通訳案内士以外の者による有償ガイド行為を可能とする特例措置の活用を促進している。平成25年３月までに、「総合特別区域法」に基づく総合特別区域として、「国際医療交流の拠点づくり「りんくうタウン・泉佐野市域」地域活性化総合特区」、「和歌山県「高野・熊野」文化・地域振興総合特区」、「札幌コンテンツ特区」及び「「森里海連環高津川流域ふるさと構想」特区」が認定された。平成25年３月末までに泉佐野市と和歌山県では78人が特区ガイドとなるための研修を修了した。そのほか、同様の特例措置を規定した沖縄振興特別措置法に基づく「沖縄特例通訳案内士育成等事業計画」が平成25年３月に認定された。

              　また、グッドウィルガイドの普及促進のため、ＪＮＴＯでは、街頭・駅等で困っている訪日外国人旅行者を助ける「善意通訳」を、年間を通じて募集している。善意通訳登録者数は57,438人、同行ガイドや国際イベントの通訳補助等の活動を行うため、その有志が結成している「善意通訳組織（ＳＧＧ）」は全国で89団体となっている（平成25年３月現在）。さらに、善意通訳も含めたボランティアガイドへの訪日外国人旅行者からのアクセスを改善するため、インターネットや観光案内所でボランティアガイドに関する情報を発信する体制を整備した。



              

              
                図II-7-1-4　「通訳案内士」登録者数（平成24年４月時点）
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                (5)　首都圏空港を含めたオープンスカイの推進
              


              　アジアなど海外の旺盛な経済成長を取り込みつつ、世界的な航空自由化に伴う競争環境の変化に対応するため、首都圏空港を含めたオープンスカイの枠組みの構築について、交渉相手国を選定し、日本との往来の大幅な増加が見込まれるアジアや欧米を中心に戦略的に推進してきた。

              　平成24年度は、フィンランド、フランス、中国、オランダ、スウェーデン、デンマーク、ノルウェー及びタイとオープンスカイに合意し、全体における合意国・地域は23か国・地域（日本発着総旅客数の割合91％）となった。

            


            
              
                (6)　首都圏空港の強化
              


              　成田国際空港においては、誘導路の新設や駐機場の増設により、年間発着枠が平成25年３月末に25万回から27万回へ拡大し、同時にオープンスカイを実現した。平成25年３月末現在、98都市との間に、国際定期便が就航している。また、羽田空港においては、平成22年10月の再拡張事業の供用開始により、32年ぶりの国際定期便就航を果たした。平成25年３月末現在、16都市との間に国際定期便が就航している。

            


            
              
                (7)　農山漁村での外国人が快適に観光できる環境の整備
              


              　国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成に向けた環境整備を図るため、食をはじめとする豊かな地域資源を生かし、集落ぐるみの都市農村交流等を促進する取組を推進する中で、訪日外国人受入れや訪日教育旅行の受入れなどインバウンドの取組について支援を行った。

            


            
              
                (8)　博物館・美術館における外国人への対応の促進
              


              
                
                  ①　国立科学博物館
                


                　国立科学博物館では、施設案内パンフレットのほか、ＩＣＴを効果的に活用した音声ガイドや展示情報端末を多言語（英語、中国語、韓国語）に対応させるなど、海外からの旅行者をはじめ、すべての人々が利用しやすい環境の充実に努めている。


                
                  ②　国立博物館
                


                　東京、京都、奈良及び九州の各国立博物館を設置する独立行政法人国立文化財機構では、案内板の表示や展示品の説明文等を英語でも表記している。また、英語等のパンフレットを用意しているほか、所蔵している国宝、重要文化財をインターネットで閲覧できるデジタル高精細画像システムを多言語（英語、中国語、韓国語、フランス語）で発信し、対応の促進を図っている。


                
                  ③　国立美術館
                


                　独立行政法人国立美術館では、英語版の施設案内パンフレットやホームページを作成するとともに、館内受付にて英語による応対を行っている。また、作品名等のキャプションの英語併記や所蔵作品検索システムの英語対応等により、展示品等についての理解の促進に努めている。

              

            


            
              
                (9)　伝統芸能における外国人への対応の促進
              


              　国立劇場・国立演芸場・国立能楽堂・国立文楽劇場・国立劇場おきなわの各劇場を設置する独立行政法人日本芸術文化振興会では、英語版ホームページの公開、歌舞伎・文楽公演における英語版のイヤホンガイドの提供、公演プログラムへの英文掲載、能楽公演における各座席での英語字幕の提供等に取り組んでおり、引き続き実施していく。

            


            
              
                (10)　国立公園等における外国人観光旅行者に向けた情報提供
              


              　国立公園等における公園利用施設の整備にあたり、外国人に向けたインフォメーション機能の強化を図るため、ビジターセンターの展示や案内標識等の多言語表示を進めるとともに、三陸復興国立公園などの英語版ホームページを開設した。

            

          

        


        
          第2節　国際相互交流の促進


          
            
              1　外国政府との協力の推進
            


            
              
                (1)　日中韓三国間の観光交流と協力の強化
              


              　平成22年の第５回日中韓観光大臣会合において採択された「2015年までに三国間の人的交流規模を2,600万人に拡大する」との目標が、平成24年５月に開催された第５回日中韓首脳会合において、首脳レベルで再度確認された。

            


            
              
                (2)　二国間の観光交流の取組の推進
              


              
                
                  ①　日韓両国の観光交流の促進
                


                　平成24年の日韓双方向の交流人口は550万人を超え、過去最高となった。また、平成24年10月29日に北海道函館市において開催された「第27回日韓観光振興協議会」においては、両国の観光関係者の間で、日韓の観光交流促進と拡大に関する諸課題について活発な意見交換が行われ、「2013年の両国間の交流人口700万人を目標とし、2013年を「日韓地方観光交流元年」として両国で積極的に活動する」ことが合意された。


                
                  ②　中国人個人観光客に対するビザの発給要件緩和
                


                　平成21年７月より中国人観光客へのビザの運用を開始し、平成22年７月、平成23年９月とビザ発給要件が緩和された。また、平成23年７月には沖縄を観光目的で訪問する個人観光客に対して、短期滞在数次ビザの運用が開始され、平成24年７月には東北三県（岩手、宮城、福島）を観光目的で訪問する個人観光客に対しても、短期滞在数次ビザの運用が開始された。


                
                  ③　ＡＳＥＡＮとの交流
                


                　顕著な伸びを示しているタイ、マレーシア、インドネシア、ベトナム等のＡＳＥＡＮ諸国については、航空座席の供給量の増加や比較的好調な経済状況、訪日旅行プロモーション活動の効果等により訪日人口については過去最高を記録した。また、ＪＮＴＯとマレーシア旅行業者協会との間において、マレーシアからの訪日客数増加を目的とした相互協力に関する了解覚書を締結し、シンガポールについては、日本と韓国、日本と台湾という２国を一度に旅行できるツアー商品を造成し、旅行会社等との共同広告により販売を支援した。

              

            


            
              
                (3)　国際機関等への協力を通じた国際観光促進
              


              　ＵＮＷＴＯ（世界観光機関）、ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）、ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）等が開催する多国間会合における他国政府等との議論や意見交換を通じ、国際観光振興に向けた貢献を行っている。また、ＵＮＷＴＯ、東南アジア諸国連合貿易投資観光促進センター（日本アセアンセンター）等の国際機関は、我が国の拠出金を活用し、人材育成や観光交流拡大に向けた諸活動等を実施している。特に４月のＷＴＴＣグローバルサミット（仙台・東京）及び５月のＴ20（Tourism20）観光大臣会合（メキシコ・メリダ）の宣言を受け、６月の第７回Ｇ20首脳会合（メキシコ・ロスカボス）では、世界経済の成長や雇用創出に果たす観光の役割の重要性、渡航円滑化への世界的な取組について首脳宣言に初めて盛り込まれた。また、７月の第７回ＡＰＥＣ観光大臣会合（ロシア・ハバロフスク）の宣言を受け、９月の第24回ＡＰＥＣ首脳会合（ロシア・ウラジオストク）では、世界経済の成長や雇用創出に果たす観光の役割の重要性、渡航円滑化への取組、航空輸送サービス自由化の評価等が首脳宣言に盛り込まれた。平成25年１月の第12回ＡＳＥＡＮ＋３観光大臣会合（ラオス・ビエンチャン）には、鶴保国土交通副大臣が出席し、ＡＳＥＡＮ諸国に対する観光協力を進めていく旨を表明した。

            


            

            
              ＡＳＥＡＮ＋３観光大臣会合にて発言する鶴保国土交通副大臣（ラオス・ビエンチャン）
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              ＡＰＥＣ観光大臣会合（ロシア・ハバロフスク）
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                (4)　開発途上国等の観光振興に対する協力
              


              　ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）を通じ、世界各地の開発途上国において観光振興業務に従事している職員等を我が国に招き、観光振興、マーケティングやプロモーション手法等の技術供与を目的とした集団研修を実施した。

            

          


          
            
              2　我が国と外国との間における地域間交流の促進
            


            
              
                (1)　日本人の海外旅行の促進
              


              　一般社団法人日本旅行業協会（ＪＡＴＡ）が中心となって実施している「ビジット・ワールド事業」への協力や官民ミッションの派遣、周年事業の活用等を通じて海外旅行需要の喚起を図った。

            


            
              
                (2)　姉妹・友好都市提携の活用
              


              　地方公共団体の姉妹・友好都市交流は、市民間の相互理解を深め、経済交流を発展させる等、外交の基盤を強化する上で極めて有意義な活動である。我が国の在外公館は、海外自治体と我が国の地方公共団体との交流活動を積極的に支援するとともに、海外自治体の関係者と地方間交流の現状や課題について意見交換を行っている。

              　また、姉妹・友好都市を活用した交流事業については、相互交流の活性化による訪日旅行者の増加の観点から、ビジット・ジャパン地方連携事業とも連携して実施している。現在、地方公共団体においては、世界64か国の都市と1,632件の姉妹・友好都市提携をしている。国別では、アメリカ（439件）、中国（349件）等が多い（平成24年12月末現在）。

            

          


          
            
              3　青少年による国際交流の促進
            


            
              
                (1)　留学生の増加と活用
              


              　グローバル化が加速する中、日本への質の高い外国人留学生の受入れと日本人学生の海外留学の促進は、我が国の大学をはじめとする高等教育の国際化や、グローバル人材の育成に資するものである。特に、外国人留学生の受入れに関しては、留学生30万人計画を策定し、関係省庁と連携し推進しているところである。引き続き、外国人留学生の受入れと日本人学生の海外留学の促進に取り組んでいく。

            


            
              
                (2)　訪日教育旅行の促進
              


              　ビジット・ジャパン事業の一環として、海外の学校関係者や訪日教育旅行を扱う旅行会社等との意見交換、交流会を行うなど、訪日教育旅行誘致のための取組を推進する。また、日中韓三国間では、平成24年８月10日に中国・四川省成都市で開催された「第７回日中韓教育旅行シンポジウム」において、三国間の青少年交流の拡大と促進に関する諸課題について活発な意見交換が行われた。

            


            
              
                (3)　ワーキング・ホリデーの促進
              


              　ワーキング・ホリデーとは、海外の青少年に対して自国・地域の文化や一般的な生活様式を理解する機会を提供するため、自国・地域において一定期間の休暇を過ごす活動とその間の滞在費を補うための一定の就労を相互に認める制度である。我が国は、12の国・地域（オーストラリア、ニュージーランド、カナダ、韓国、フランス、ドイツ、英国、アイルランド、デンマーク、台湾、香港、ノルウェー）との間でワーキング・ホリデーを実施しており、双方の18歳から30歳までの青少年は、各々の相手国・地域において最大１年間滞在し休暇を過ごすことができる。

              　今後とも、ワーキング・ホリデー制度の広報や利便性の向上に取り組むとともに、現在実施していない国との間では、青少年交流促進の観点も踏まえ、実施について検討していく。

            


            
              
                (4)　海外の青少年との交流促進
              


              　平成24年度は、２国間の青少年の派遣・招へいを実施する「青少年国際交流推進事業」、全国の青少年教育施設を活用して東アジアを中心とした青少年と交流する「青少年教育施設を活用した国際交流事業」を通して、372人の青少年らが来日した。また、平成24年度は新たに、「世界に雄飛するたくましい青少年を育む国際交流事業」を実施した。この事業では、日本の青少年が世界10か国の青少年と、自然体験・文化体験等を通じて交流・討議し、理解を深めあい、文部科学省を訪問して事業成果や今後の抱負を発表した。

　語学指導等を行う外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム、ホームページ：http://www.jetprogramme.org/j/index.html）、外国人国費留学生受入れについての積極的な広報・募集活動の実施及び「21世紀東アジア青少年大交流計画」（平成24年度は12月末までに約1,930名を招へい）等の各種交流事業を通じて、海外の青少年との交流を促進している。

　また、アメリカ等で日本語を専攻している高校生を６週間程度日本に招致し、日本の高等学校への体験入学等を行う「外国人高校生（日本語専攻）短期招致事業」を実施している。平成24年度には115人の外国人高校生を招致している。また、平成27年には、161の国と地域から約３万人の青少年が集うボーイスカウトの世界大会「第23回世界スカウトジャンボリー」が山口県で開催される予定である。


              

              
                各国参加者の文部科学省訪問時の集合写真
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      第8章　観光旅行の促進のための環境の整備


      
        第1節　観光旅行の容易化及び円滑化


        
          
            1　休暇の取得の促進及び観光旅行の需要の特定の時季への集中の緩和
          


          　三学期制以外の学期制を採用している公立学校は、平成23年度に小学校で22.0%、中学校で22.4%であるが、学期の区分の見直し、地域の独自性を生かした休日の設定、秋休みや地域行事に連動した学校休業等、小・中学校の休業について多様な取組が行われている。

          　また、年次有給休暇の取得促進に向けた、労使の自主的な取組を支援するため、助成金の支給や、働き方・休み方改善コンサルタントによる相談等を実施した。

        


        
          
            2　旅行業務に関する取引の公正の維持等
          


          　旅行業務の適正な運営を図るため、旅行取引の公正の維持や旅行者の安全の確保等、消費者保護について取り組んでいる。

        


        
          
            3　観光の意義に対する国民の理解の増進
          


          
            
              (1)　団塊の世代や若者の旅行の促進、ゼロ回層対策の強化等
            


            　近年、旅行離れに関する様々な指摘が行われているが、将来的な旅行市場の維持はもとより、旅を通じて若者に良い旅行体験をしてもらう観点から、平成22年から産学官の関係者で構成する「若者旅行振興研究会」を計７回開催した。若者の旅行振興に向け検討を行い、観光関係業界や地域関係者向けに、若者が旅行をしたいと思わせる方法等をまとめた提言を平成24年６月に発表した。


            　【提言「若者旅行振興に向けた今後の取組について」より抜粋】


            
              ・３名以上の旅行参加による特典を打ち出す。

              ・若者を惹きつける明確なテーマを設定する。

              ・旅行とは違う他業種からのＨＰより旅行商品を誘引し、新たなニーズを開拓する。　等

            


            　また、「今しかできない旅がある」をキャッチフレーズに「若者旅行を応援する観光庁長官賞」を新たに設け、若者の旅行振興に寄与した取組や仕掛けを講じている地方公共団体、ＮＰＯ、企業、個人等の取組を表彰するため、平成24年12月から２月にかけて募集した。


            
            
              若者旅行振興「若旅」ロゴマーク
            
[image: ]

          


          
            
              (2)　国民全体の理解の増進
            


            
              
                ①　ＪＡＴＡ国際観光フォーラム・旅博2012
              


              　平成24年９月20日～23日の４日間にわたって東京ビッグサイトにおいてＪＡＴＡ国際観光会議・世界旅行博実行委員会が開催した「ＪＡＴＡ世界旅行博2012」には、世界156の国や地域から1093ブースの出展があり、12万人を超える来場者が訪れた。

            


            
              
                ②　観光関係の功労者の表彰
              


              　国際競争力の高い魅力ある観光地づくり、外国人旅行者に対する日本の魅力の発信等、観光の振興、発展に貢献した個人・団体を表彰する「観光庁長官表彰」を平成21年度より新たに創設し、これまでに34の個人・団体に授与した（図II-8-1-1）。

            


            

            
              図II-8-1-1　第４回観光庁長官表彰受賞者名簿（敬称略）
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            4　旅行のサービス内容に応じた価格設定
          


          　観光において鉄道は、移動手段の一つとして利用されているほか、近年では観光目的の一つとして位置付けられていることから、「観光を通じた鉄道の利用促進等に関する検討会」を開催し、鉄道事業者等との意見交換等を通じて、鉄道の利用促進策や旅行活性化に資する運賃・料金等について検討している。

        

      


      
        第2節　観光旅行者に対する接遇の向上


        
          
            1　接遇に関する教育の機会の提供
          


          　【再掲】第７章第１節４（４）

        


        
          
            2　旅行に関連する施設の整備
          


          
            
              (1)　外客受入環境の充実
            


            　【再掲】第１章第２節

          


          
            
              (2)　観光地域における案内表示の整備等情報提供の充実
            


            　観光地での分かりやすい案内標識の整備を進めるために、「観光活性化標識ガイドライン」の普及・啓発を図るとともに、受入環境整備拠点事業として、観光地における外国人旅行者ニーズに沿った情報提供モデルの構築や、交通拠点から旅行先（主要観光地等）に至るまでの行程において案内板の表示や、車内放送の多言語化、バス停のナンバリング等多様な手段を用いて、外国人旅行者の移動の容易化を図った。

            　また、スマートフォンを利用したＡＲ（Augmented Reality）による訪日外国人旅行者への案内情報提供の普及を図るため、地方公共団体等からの導入支援に関する相談を受け付けるとともに、先行事例についての現状把握等を行った。

          

        


        
          
            3　我が国の伝統ある優れた食文化その他の生活文化、産業等の紹介の強化、我が国又は地域の特色を生かした魅力ある商品の開発
          


          
            
              (1)　地域ブランドの振興
            


            　おみやげを通じて日本の魅力を海外に伝え、日本への来訪を促進するため、平成25年２月に「魅力ある日本のおみやげコンテスト2013」を開催した。第９回目となる今回は、「TRADITIONALJAPAN 部門」、「COOL JAPAN部門」の２部門と、「LUXURY賞」、「REASONABLE賞」の２特別賞、15の各国・地域賞の編成とし、外国の方々から見てデザインや品質等が特に魅力的なおみやげを選定し、表彰した。受賞商品は、成田・関西・中部及び羽田の国際空港内で販売される予定である。

            　観光資源等の地域の産業資源を活用して、中小企業が新商品・新サービスの開発を行い、その新商品等の市場化の取組を総合的に支援した。

            　農林水産物・食品の地域ブランド化に向けて、地元の生産者や流通業者等が情報を交換し、発信するための協議会の運営や、地域団体商標等の知的財産制度の活用について専門家による指導・助言等を行う取組を支援した。さらに、地域の食材を活用した特徴的な伝統料理の見直しや創作料理の開発等を地域関係者が連携して行う取組を支援した。

            　また、地域ブランド農林水産物をはじめとした農山漁村の地域資源を活用して、国内外からの観光客を呼び込むための取組を支援した。


            

            
              「魅力ある日本のおみやげコンスト2013」最終審査の様子
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              グランプリ受賞：「雲竜和紙ランプ」＜広瀬創作工芸、京都府＞
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              (2)　産業観光の推進
            


            　【再掲】第５章第２節６（６）

          


          
            
              (3)　皇室関連施設の魅力の発信
            


            　新任の外国の特命全権大使が信任状を天皇陛下に捧呈する儀式である信任状捧呈式は年に30回程度行われている。その捧呈式に臨む新任大使の送迎を行う馬車列の運行予定について､宮内庁のホームページ（http://www.kunaicho.go.jp）に日
本語と英語で、また、ＪＮＴＯのホームページに英語で掲載しており、引き続き実施する。

          


          

          
            （信任状捧呈式の馬車列）
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        第3節　観光旅行者の利便の増進

      


      
        
          1　高齢者、障害者、外国人その他の観光旅行者が円滑に旅行できる環境整備
        


        
          
            (1)　公共施設等のバリアフリー化
          


          　公共交通機関等の旅行関連施設のバリアフリー化については、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）等を踏まえ、関係者が必要に応じて緊密に連携しながら、バリアフリー法に基づく移動等円滑化の促進に関する基本方針に定められた目標を達成することを目指す等一体的・総合的なバリアフリー化を推進している。


          
            
              ①　公共交通機関等
            


            　旅客施設においては、地域の実情に鑑み、高齢者、障害者等の利用の実態等を踏まえてバリアフリー化を推進し、原則として１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上である旅客施設のバリアフリー化を優先的に行っている。また、車両等においては、鉄軌道車両やバス車両、タクシー車両について、バリアフリー化を行っている。

          


          
            
              ②　歩行空間
            


            　誰もが安心して歩ける歩行空間を形成するため、「バリアフリー法」に基づき、駅、官公庁施設、病院を結ぶ道路等において、幅の広い歩道等の整備、歩道の段差・傾斜・勾配の改善、無電柱化、視覚障害者誘導用ブロックやバリアフリー対応型信号機、道路標識等の整備を実施しており、引き続き実施する。

          


          
            
              ③　都市公園
            


            　都市公園においては、高齢者や障害者を含むすべての人々が快適に利用できるよう、平成21年度に創設した「都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業」により、「バリアフリー法」に基づくバリアフリー化の取組を支援している（平成21年度から５年間に限定）。また、国営公園では、障害者福祉に一層寄与するため、障害者本人及び介添者（対象１名）の入園料を免除しており、引き続き実施する。

          

        


        
          
            (2)　ユニバーサルデザインの考え方に基づく観光の促進
          


          　高齢者や障害者を含め誰もが安心して参加できるユニバーサルツーリズムの定着・普及を図るため、受入環境の整備、地域の支援団体や旅行会社等の関係者の連携の促進等のための検討を行った。

        


        
          
            (3)　地域公共交通の活性化・再生
          


          　【再掲】第５章第３節４（１）

        


        
          
            (4)　バスの利便性向上
          


          　地方公共団体、道路管理者、警察署、都道府県バス協会、バス事業者等の幅広い関係者の連携によるバス交通を中心としたまちづくりを目指すオムニバスタウンについて、14都市を指定している。また、ＧＰＳ等を利用し、停留所やウェブ上でバスの位置情報が得られる「バスロケーションシステム」については、平成24年３月末現在11,065系統で導入されている。

        


        
          
            (5)　道路交通の円滑化
          


          　カーナビゲーションシステムに道路交通情報をリアルタイムに提供する「道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）」の情報提供エリアの拡大等、情報内容や提供精度の改善・充実により、効率的な観光周遊に資する交通の円滑化を図った。

          　上記に加え、高速道路上を中心に設置したＩＴＳスポットによる広範囲の渋滞データに基づきカーナビが賢いルート選択をするダイナミックルートガイダンスサービスの活用等により、更なる道路交通の円滑化を図ることで、観光旅行者の来訪の促進や利便性の向上を図っていく。

          　観光客が多く通行する道路等において、季節や時間による交通流の変動に的確に対応するため、信号機等の交通安全施設等の整備を推進した。また、自動車の走行履歴情報（プローブ情報）を活用した交通管制システムの高度化、プロファイル信号制御方式による信号制御の高度化等を推進したことにより、交通渋滞を緩和し、交通アクセスの改善を図った。

        


        
          
            (6)　自転車利用環境の整備
          


          　平成24年11月、道路管理者や都道府県警察が自転車ネットワーク計画やその整備、通行ルールの徹底等を進めるため、国土交通省と警察庁が共同で「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」を策定し、その周知を行った。これらを踏まえ、環境負荷の小さい都市内交通体系の実現と自転車等の事故対策のため、道路空間の再配分などにより、歩行者・自転車・自動車を適切に分離し、安全で快適な自転車通行空間のネットワーク化の推進及び観光振興の支援を引き続き行う。

        


        
          
            (7)　身体障害者等の運賃等の割引等
          

　各公共交通機関において、身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた利用者に対し運賃割引を実施しており、引き続き身体障害者等の運賃等の割引等について理解と協力を求めていく。

        


        
          
            (8)　公共交通事業者等による情報提供促進措置の促進
          


          　「外国人観光旅客の旅行の容易化等の促進による国際観光の振興に関する法律」により公共交通事業者等に対して作成、実施が義務付けられている「情報提供促進実施計画」に基づき、246件の公共交通事業者等（平成25年４月現在）が外国語等により情報提供している。平成24年度には、計画書を電子化するとともに全事業者の取組状況を改めて把握し、全事業者の整備水準を各事業者にフィードバックすることにより、各事業者の取組の促進を図った。

        


        
          
            (9)　道路における案内表示の充実など外国人観光旅行者への対応
          


          　地理に不案内な観光客等に対し、ルート番号等を表示した案内標識等による目的地への分かりやすい道案内等を実施した。

        


      


      
        
          2　情報通信技術を活用した観光に関する情報の提供
        


        
          
            (1)　インターネットの活用
          


          　「文化遺産オンライン」（http://bunka.nii.ac.jp/Index.do）では、国や地方の有形・無形の文化遺産を集約することなどを目的として、全国の博物館・美術館、関係団体や各自治体の協力を得ながら、有形・無形を問わず良質で多様な文化遺産の情報を収集し、インターネットで公開している。

　観光案内や広報に使用される地図は、デジタルかつ、より詳しいものへと需要が変化している。「地理空間情報活用推進基本法」の成立に伴い、各種電子地図の活用に向けて、国、地方公共団体等が作成した大縮尺地図データを集約し継ぎ目無く接合した基盤地図情報の整備を行い、インターネットにより無償提供している(図II-8-3-1)。

          　また、観光に関する地理空間情報の発信や閲覧が誰でも容易に行えるように、「電子国土Webシステム」を提供しており、本システムを利用した地方公共団体による観光地図・観光情報の発信が行われている(図II-8-3-2)。


          

          
            文化遺産オンライントップページ
          
[image: ]



          

          
            図II-8-3-1　基盤地図情報の整備で利用できること
          
[image: ]


          

          
            図II-8-3-2　電子国土Webシステムを利用したインターネットでの情報発信
          
[image: ]

        

      

    


    
      第4節　観光旅行の安全の確保


      
        
          1　国内外の観光地における事故、災害等の発生の状況に関する情報の提供
        


        
          
            (1)　防災情報の提供
          


          
            
              ①　防災気象情報の高度化
            


            　市町村ごとに気象警報・注意報を発表し、市町村長の避難判断を支援するとともに、旅行者に対しても注意や警戒を呼びかけている。また、記録的な大雨に際して旅行者等も含めて受け手にとって理解しやすい情報発表となるよう取組を進めている。

          


          
            
              ②　防災情報提供センターの情報の充実
            


            　防災情報提供センターのホームページ（http://www.mlit.go.jp/saigai/bosaijoho/）では、国土交通省が保有する雨量等の情報、災害対応や防災に関する情報を集約し提供している。また携帯端末向けページでも気象情報等を提供しており、今後も引き続き、情報の充実を図る。

          


          
            
              ③　火山に関する情報の提供
            


            　火山の多くは、優れた自然景観や温泉等に恵まれた観光資源である一方、火山活動が活発化した場合は災害をもたらすおそれがあることから、火山災害の軽減に資するため、火山活動を監視し、生命に危険を及ぼす火山現象の発生やその拡大が予想される場合に噴火警報等を発表している。

            　また、各火山の火山防災協議会（地元の都道府県、市町村、気象台、砂防部局、火山専門家等から構成）における避難計画の共同検討を通じて、火山活動に対して入山規制や避難など必要な防災対応を５段階で示した噴火警戒レベル（平成25年３月末現在29火山で運用中）の設定や改善を推進している。さらに、都道府県の砂防部局と連携し、火山地域において異常な土砂の動き等を監視する機器等を設置し、その情報の共有化を推進しており、引き続き実施する。

          


          
            
              ④　津波警報の改善
            


            　平成23年東北地方太平洋沖地震による甚大な津波被害を踏まえ、広帯域強震計の整備による巨大地震の規模の早期把握や、津波警報等の内容や伝え方を見直すこと等により、津波警報の改善を図った。また、津波による災害のおそれがある場合に直ちに避難するよう、新たに作成した津波映像資料等を用いて周知・広報活動を進めている。

          


          
            
              ⑤　河川情報、土砂災害関連情報の提供
            


            　河川氾濫時の浸水想定区域や、土砂災害警戒区域における円滑な警戒避難を確保するための土砂災害警戒区域等に係るハザードマップ作成・周知・活用を促進するために、市町村への技術的支援を行うとともに、避難誘導設備等の整備促進の支援を行うなど、円滑かつ迅速な避難を可能とするために市町村等に対し情報提供や技術的支援等を行っている。また、インターネットや携帯電話、地上デジタル放送等の様々な伝達手段を通じ、きめ細やかな河川情報、土砂災害関連情報の提供を行っている。

          


          
            
              ⑥　道路における災害情報の提供
            


            　災害時における道路利用者の利便性の向上及び安全で円滑な道路交通の確保を目指し、道路情報板のほか、ホームページ等による道路の災害情報の提供を推進しており、今後も引き続き実施する。

          

        


        
          
            (2)　避難態勢の強化
          


          　観光旅行者は、一般に地理等に不案内であるため、これらの人々に対し災害危険箇所及び避難場所・避難路等について周知徹底を図る必要がある。こうしたことから、地方公共団体に対し、避難路や避難場所等の安全性についての点検、迅速かつ確実な情報伝達及び十分余裕をもった避難の勧告・指示等避難誘導体制全般の整備を図るとともに、防災関係機関との連携し、実践的な防災訓練を実施するよう要請した。

        


        
          
            (3)　外国人観光旅行者等の災害被害軽減
          


          　訪日外国人旅行者が安心して旅行できる環境を整備するため、自然災害等緊急時において正確な情報を迅速に提供するための情報提供のあり方について調査を行った。調査結果をもとに、訪日外国人旅行者向けの災害時における情報提供ポータルサイト「Safety tips for travelers」を作成し、関係省庁や交通機関のWebサイトにリンクを設定することで、訪日外国人旅行者が日本国内から発信される気象情報や交通情報等にアクセスしやすい環境を整えた。また、情報提供のあり方に関する提言をとりまとめ、関係機関に対し、訪日外国人旅行者への情報提供をはたらきかけていくこととした。


          

          
            災害時情報提供ポータルサイト「Safety tips for travelers」のトップページ
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          2　観光旅行における事故の発生の防止
        


        
          
            (1)　公共交通機関の安全対策の推進
          


          　鉄道・自動車・海運・航空の公共交通機関等での一層の安全確保を図るため、従来の保安監査に加え、運輸事業者において経営トップの主体的な関与の下で現場を含む組織が一丸となり安全管理体制を構築・改善し、国がその実施状況を確認する運輸安全マネジメント制度を導入している。制度導入から平成24年12月末までに、延べ5,510社（鉄道930社、自動車666社、海運3,807社、航空107社）に対して運輸安全マネジメント評価を実施した。今後も、運輸安全マネジメント制度の充実や保安監査の強化を行うなど公共交通機関等の安全性の一層の向上を図る。

        


        
          
            (2)　道路交通の安全対策等の推進
          


          　一般道路において交通安全施設等の整備を推進し、このうち行楽地の生活道路において歩道の整備等による安心して移動できる歩行空間ネットワークの整備、最高速度30km/hの区域規制と路側帯の設置・拡幅、車道中央線の抹消等を行う「ゾーン30」等を推進するとともに、幹線道路においては重点的・集中的に交通事故の撲滅を図る「事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）」に取り組んだ。

          　近年、外国人観光旅行者等の利用が増加するドライブ観光を促進するため、官民一体となって組織された「北海道外国人観光客ドライブ観光促進連絡協議会」において、冬道における安全運転の啓蒙活動を実施した。

        


        
          
            (3)　宿泊施設の防火安全対策の推進
          


          　ホテル・旅館では、建築物防災週間の機会をとらえて防災査察を実施するなど、防火・避難上の安全確保を図っている。また、平成24年５月に広島県福山市のホテルにおいて発生した火災を受け、全国の特定行政庁にホテル・旅館等の防火・避難対策の緊急点検の実施を依頼し、この結果を踏まえ、違反建築物に対しては速やかな是正指導を行うなど安全対策の徹底を要請している。建築物を点検した際の適合マーク（防火・防災基準点検済証、防火・防災優良認定証等）については、利用者である国民及びホテル・旅館等の事業者に対し、制度の周知を図るとともに、消防法令違反により適合マークが表示できない建築物に対しては、違反是正の徹底を図っている。さらに、事業所の防火・防災管理者に対する講習や資格者による防火・防災管理点検の実施により、火災や地震災害時のホテル・旅館等の実質的な防火・防災安全体制の維持及び充実を図った。

        


        

        
          防火・防災優良認定証
        
[image: ]


        
          
            (4)　海外における事故・事件への対応と安全対策
          


          　旅行者に向けて、関係機関と連携しつつ、渡航先の安全情報等や、海外における危機及び安全対策に関する情報を周知した。また、旅行業者に対しては、海外での情勢に関する注意喚起等を実施し、事故等発生時には関係省庁が緊密な連絡を取りつつ情報収集を実施した。

        


        
          
            (5)　旅行事業者に対する安全対策等
          


          　関越自動車道における高速ツアーバス事故、中国の万里の長城付近における遭難事故、エジプトのルクソールでの熱気球事故等の痛ましい事故等が発生したことを踏まえ、旅行業者に対し、再発防止や旅行の安全確保を図るよう、指導、周知等を行った。特に、関越自動車道における高速ツアーバス事故に対しては、高速ツアーバスを企画・実施する旅行業者の乗合バス事業者への移行を図るとともに、移行までの間における高速ツアーバスの安全性向上策等を実施した。さらに、バス事業のあり方検討会を開催し、検討会の検討結果を踏まえ、現行の高速ツアーバスについて平成25年７月末までに新高速乗合バスへの移行を完了させるなど、今後２年間（平成25・26年度）にわたり、安全性向上に向けた取組を集中的に実施する「高速・貸切バス安全・安心回復プラン」を策定した（平成25年４月）。加えて、ツアー登山事故については、平成21年に発生したトムラウシ山遭難事故後の対応の検証を行い、その結果等を踏まえ、具体的な安全確保策を順次実施した。

        

      


      
        
          3　観光地における自然災害対策の推進
        


        
          
            (1)　自然災害対策
          


          　土砂災害の発生のおそれがある観光地について、土砂災害を防止するため砂防設備等の整備やＩＣＴを活用した情報基盤の整備、「土砂災害防止法」に基づく土砂災害警戒区域の指定等のソフト対策を推進するとともに、被災すると観光をはじめとする経済活動に甚大な影響を及ぼす重要交通網等における抜本的な土砂災害対策を推進した(図II-8-4-1)。

          　また、火山においては緊急ハード対策の施工やリアルタイム火山砂防ハザードマップによる危険区域の設定等を盛り込んだ「火山噴火緊急減災対策砂防計画」の策定等、ハード・ソフト一体となった対策を推進した。さらに、浸水被害のおそれのある観光地において、下水管や雨水貯留浸透施設の整備等のハード対策、ハザードマップの公表等のソフト対策等を組み合わせた総合的な対策を推進しており、今後も引き続き実施していく。


          

          
            図II-8-4-1　重要交通網の保全する土砂災害対策（静岡県静岡市由比地区）
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      第5節　新たな観光旅行の分野の開拓


      
        
          1　ニューツーリズムの創出・流通
        


        　【再掲】第５章第２節１

      


      
        
          2　各ニューツーリズムの推進
        


        
          
            (1)　エコツーリズムの推進
          


          　エコツーリズム推進法に基づき、２件の全体構想（慶良間地域エコツーリズム推進全体構想（沖縄県渡嘉敷村、座間味村）、谷川岳エコツーリズム推進全体構想（群馬県みなかみ町））の認定・周知、及びエコツーリズムに取り組む地域への支援、技術的助言、情報の収集、普及啓発・広報活動などを総合的に実施した。また、エコツーリズムによる地域活性化のための人材・プログラムづくりと施設整備を含む基盤づくりを一体的に実施した。

        


        
          
            (2)　グリーン・ツーリズムの推進
          

　農山漁村における子どもの宿泊体験活動の促進やグリーン・ツーリズムの普及拡大を図るため、農山漁村を教育・観光などの場として活用する集落ぐるみの多様な都市農村交流や農山漁村における多様な主体によるボランティア活動等を促進する取組を支援するとともに、市民農園、交流拠点施設等の整備を推進した。また、都市と農山漁村の共生・対流に係る国民的な運動を推進した。

        


        
          
            (3)　文化観光の推進
          


          　【再掲】第５章第２節６（２）

        


        
          
            (4)　産業観光の推進
          


          　【再掲】第５章第２節６（６）

        


        
          
            (5)　スポーツツーリズムの推進
          


          　【再掲】第５章第２節６（７）

        


        
          
            (6)　ファッション・食・映画・アニメ・山林・花等を観光資源としたニューツーリズムの推進
          


          　酒蔵ツーリズム注の一層の振興を図る観点から、有識者、酒造関係業界、関連業界、地方公共団体、国からなる「酒蔵ツーリズム推進協議会」が平成25年３月に発足し、関係者のネットワーク化、先進事例等の情報収集・提供などが進められた。また、その他のニューツーリズムについても、ロケ地を観光に活用したロケツーリズム等様々な取組が各地で推進されている。

　特色ある地域の産業やコンテンツ、伝統工芸品、食等の産業が業種横断的に連携し、国内外に魅力的な集客・交流サービスを具体化するために必要な集客・交流プログラムの企画開発・商品化を支援した。


          注　「酒蔵ツーリズム」は佐賀県鹿島市の登録商標


        

      


      
        
          3　その他の新たな観光需要の開拓
        


        
          
            (1)　若年層の旅行需要の喚起
          


          　【再掲】第８章第１節３（１）

        


        
          
            (2)　船旅の魅力向上の推進
          


          　国内旅客航路における、船旅の魅力向上に向けて、国・旅客船業界・旅行業界・地域の関係者等が連携して、情報発信の強化やニーズに合った商品開発・販売促進の取組等の展開を進めた。

          　これまで、「船から見る風景100選」を発表し、ホームページやＤＶＤ等を通じて、船上からの景色等を写真とコメントで紹介し、船旅の魅力を様々な角度から発信した。また、旅客の乗降、待合い等の利便性快適性を向上させるため、観光圏の玄関口となる旅客船ターミナルの整備を推進している。

          　一般社団法人日本外航客船協会は、良質なサービスを提供したクルーズ商品を表彰する「クルーズ・オブ・ザ・イヤー」を平成20年度から実施するなど、消費者に外航クルーズの魅力を理解してもらえるような事業に積極的に取り組んでいる。


          

          
            商船三井客船株式会社　にっぽん丸
          
[image: ]

        


        
          
            (3)　医療と連携した観光の推進
          


          　訪日旅行者2,000万人の高みを目指していくには、海外における訪日プロモーションとともに、日本国内における次世代成長分野の育成等による新たな訪日メニューの創出が求められている。世界的な医療の国際化という潮流の中で、医療と連携した観光は、平成24年３月30日に閣議決定された「観光立国推進基本計画」においても、重要な戦略の一つとなっている。

          　観光庁としても、こうした時代の流れに対応すべく医療と連携した観光に取り組んでいるところであり、官民が一体となって、海外プロモーションを積極的に展開するとともに、外国人患者等の渡航・受入環境の整備、地域の特色を生かした医療と連携した観光ツアーの多様化・高付加価値化等を総合的かつ戦略的に推進している。

          　平成24年度は、「医療観光プロモーション連絡会」を日本において医療と連携した観光を具体的に推進するうえでのプラットフォームとして運営し、先進的・モデル的プロジェクトチームを調査・支援するとともに、医療と連携した観光の新しい可能性を調査するなど具体的な海外ニーズを把握することで、日本における今後の取組の方向性について示した。

        

      

    


    
      第6節　観光地域における環境及び良好な景観の保全


      
        
          1　観光地域における環境の保全
        


        
          
            (1)　エコツーリズムの推進
          


          【再掲】第８章第５節２（１）

        


        
          
            (2)　国立・国定公園の保護と利用の推進
          


          
            
              ①　東日本大震災からの復興
            


            　東日本大震災により被災した三陸地域において、自然の恵みを生かし自然環境に配慮しつつ復興する「国立公園の創設を核としたグリーン復興」に取り組み、沿岸の自然公園を三陸復興国立公園として再編するための調査及び地元との調整を行った。

          


          
            
              ②　長距離自然歩道の整備
            


            　自然公園や文化財を有機的に結ぶ長距離自然歩道について、平成24年度には東北、首都圏、東海、中部北陸、近畿、中国、四国、九州の長距離自然歩道において、四季を通じて安全で快適に利用できるように整備を進めた。長距離自然歩道の計画総延長は約26,000kmに及んでおり、平成23年には約6,922万人が長距離自然歩道を利用した。

          


          
            
              ③　利用者への指導等の推進、情報発信
            


            　国立・国定公園の保護と適正な利用のため、自然公園指導員約2,800名を委嘱しており、利用者に自然保護思想や利用マナーの普及啓発、安全利用等に関する指導等の推進を図った。また、全国25国立公園等37地区の地方環境事務所等において約1,600名のパークボランティアの養成及びその活動に対する支援を実施した。

          

        


        
          
            (3)　世界自然遺産地域の適正な保全管理
          


          　我が国では、世界遺産条約に基づき、平成25年２月現在で、４件の世界自然遺産が登録されている(図II-8-6-1)。各世界自然遺産地域では、世界遺産地域管理計画等に基づき、関係機関が連携して適切な保全管理を行った。「屋久島」については、観光利用と適正な保全管理の調和など新たな課題等に対応するため、新しい管理計画を策定した。「白神山地」については、新しい管理計画の策定を進めている。

          　また、政府は、平成25年１月、「奄美・琉球」を世界自然遺産として我が国の世界遺産暫定一覧表に記載することを決定した。さらに、世界遺産に対する意識の醸成等を目的として、世界遺産条約採択40周年記念行事を開催した。

        


        

        
          図II-8-6-1　日本の世界自然遺産
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            (4)　環境対応車の普及促進による観光地域の環境の保全及びその魅力の向上
          


          　三大都市圏、環境未来都市の観光地等において、電気自動車（ＥＶバス、ＥＶタクシー等）の環境との親和性（ゼロエミッション性等）を生かした地域・事業者間連携等による先駆的事業を行う自動車運送事業者等を重点支援することにより、魅力的で利便性の高い移動手段を提供し、観光振興を促進した。

        


        

        
          観光地における電気自動車導入の例（岩手県宮古市）
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            (5)　自然と調和した港湾・河川環境の保全・創出
          


          　汚濁が著しい河川の底泥浚渫や浄化用水の導入による水質改善、多自然川づくりの推進等により、良好な河川空間を保全・創出した。


          
            
              ①　沿岸域の環境改善
            


            　「海の再生」の実現に向けて、東京湾、大阪湾、伊勢湾及び広島湾において、それぞれの「再生行動計画」に基づき、関係機関と連携の下、陸域から流入する汚濁負荷の下水道等による削減対策、干潟・浅場等の整備、環境モニタリング等の各種施策を総合的に推進した。

          


          
            
              ②　港湾の整備
            


            　港湾において、親水性を高めるとともに良好な環境・景観を創造するため、汚泥浚渫、覆砂、深掘跡の埋め戻し、干潟等の積極的な保全・再生・創出のほか、緑地の整備を推進した。

          


          
            
              ③　生活排水対策の推進
            


            　下水道、農業集落排水施設及び浄化槽等の整備により、観光地の河川や湖沼等公共用水域の水環境の保全を図っており、引き続き実施する。

          

        

      


      
        
          2　観光地域における良好な景観の保全（良好な景観形成・歴史まちづくりの推進）
        


        
          
            (1)　「景観法」の活用促進、基本理念の普及啓発
          


          　景観法に基づき各種事務を行う地方公共団体である景観行政団体の景観計画策定（平成25年１月時点360団体が策定済）等、「景観法」の活用による良好な景観形成の推進を図るため、先進事例に関する情報提供等の取組を行った。農村景観については、景観と調和のとれた良好な営農条件を確保するため、「景観法」に基づく「景観農業振興地域整備計画」の策定を推進した。また、同法にある基本理念の普及や良好な景観形成に関する国民の意識向上を目的とした各種の啓発活動、多様な主体の参加を図るための景観に関する教育の促進等の取組を行っており、引き続き実施する。

        


        
          
            (2)　観光地における屋外広告物に関する制度の充実
          


          　平成22年度に設定した屋外広告物適正化旬間において地方公共団体間や関係団体の連携を強化することなどにより、各地方公共団体による一斉パトロール等違反広告物の是正対策を促進した。

        


        
          
            (3)　歴史・文化・風土を生かしたまちづくり支援
          


          　歴史的町街並みや史跡等卓越した歴史的風致の残る地区（奈良県橿原市今井地区等）において、歴史的風致の保全と連携して、無電柱化や沿道の街並みとの調和に配慮した歴史的みちすじなどの整備を行うことにより、来訪者の快適な歩行環境の確保等を図っている。平成24年度現在、全国85地区において取組が進められており、引き続き実施する。

        


        
          
            (4)　歴史的風致維持向上推進等調査の実施
          


          　良好な景観や歴史的まち並みの形成における共通課題の解決に向けた取組の募集を行い、優れた提案について調査を委託した。平成24年度は、15の地域で調査を実施するとともに、これらの調査結果を広く情報提供することにより、歴史まちづくりの取組を推進した。

        

      

    


    
      第7節　観光に関する統計の整備（観光に関する統計の整備・利活用の推進）


      　観光庁では、施策立案への利活用のため「宿泊旅行統計調査」、「旅行・観光消費動向調査」、「訪日外国人消費動向調査」及び「観光地域経済調査」を実施している。「観光地域経済調査」については、平成22年度の試験調査、平成23年度の予備調査を踏まえて、平成24年度は、904地域、約９万事業所を対象に本格調査を実施した。平成25年度に、順次調査結果の集計・公表を行っていく。

      　また、観光入込客統計を各都道府県で比較可能なものとするために策定した共通基準（平成21年12月策定）については、各都道府県からの要望等に対応するため、運用についての見直しを行い、改善を図った(図II-8-7-1)。


                

          
            図II-8-7-1　観光庁が取りまとめる観光統計
          
[image: ]


    


  


  
    第Ⅲ部　平成25年度に講じようとする施策　観光庁が主導的な役割を果たすべき主な施策


    
      第1章　国内外から選好される魅力ある観光地域づくり


      
        第1節　観光地域のブランド化



          
            1　観光地域のブランド化
          


          　国内外から選好される国際競争力の高い魅力ある観光地域づくりを促進するため、地域の取組段階に応じ、地域独自の「ブランド」の確立を通じた日本の顔となる観光地域の創出に向けた取組を支援する。

          　具体的には、地域の取組段階に応じて、以下の取組を支援。

          　①目指すべき地域の将来像の策定、マーケティングの実施等を通じたブランド戦略の構築。

          　②ブランド戦略に基づいた、来訪者の豊かな旅行を支える応接環境の整備、取組の恒常的実施・改善を通じたブランド管理、地域資源の価値を最大限に生かした空間の形成等の実施。

          　さらに、ブランドを確立した観光地域について評価を行い、登録する制度を創設する。

        




          
            2　位置情報等の活用を通じた地域における観光行動分析
          


          　対象地域等において、ＧＰＳ機能等により蓄積される「位置情報」等を活用した観光客の行動・動態等の調査・分析を実施し、今後の取組への活用方法の検討を行う。

        

      


      
        第2節　外客受入環境の充実


        　外国人旅行者が日本を旅行する際に不自由を感じることがないよう、東南アジアからのムスリム圏旅行者に対応する受入環境の実現等訪日旅行における様々な課題を解決することで、地域の受入環境水準の向上を図り、訪日外国人旅行者が安心して快適に、移動・滞在・観光することができる環境を提供することで、訪日外国人旅行者の満足度を高め、リピーターの増加を図る。

      


      
        第3節　観光産業の参画


        　我が国の観光産業が提供する観光サービスの品質の確保と一層の向上を図るため、特に、観光についての日本のブランドに対する評価を左右しかねない訪日外国人旅行者に対して提供する観光サービスの質を高めるため、ツアーオペレーター業務を行う企業を対象として、その提供するサービスの質や当該企業に対する信頼性等が一定水準以上であることを明示するための認証制度の導入、宿泊施設における施設や設備の状況、各種サービスの有無等についての情報提供のための仕組みの検討等を行う。

      


      
        第4節　観光分野における人材の育成


        　財務・労務・マーケティング等の知見を蓄積した、意欲ある地域・近隣の大学を活用しつつ、地域の宿泊産業が自立して継続的に再生への取組が可能となるような産学官が連携した支援の仕組みを構築する。また、インターンシップモデル事業については、学生の観光産業への関心や就業意欲を高め、企業側が望む人材の確保が図られるよう、事業者団体のより主体的な参画を通じて内容の充実を図る。

      

    

  


  
    
      第2章　オールジャパンによる訪日プロモーションの実施


      
        第1節　プロモーションの高度化


        　10周年を迎える訪日旅行促進事業について、訪日個人旅行の促進、国際会議等のＭＩＣＥ誘致・開催の推進、送客元の多様化により、震災や外交関係等外的要因の影響を受けにくい訪日外客構造への転換を図るとともに、関係省庁、地方公共団体、民間企業と連携したオールジャパンによる訪日促進や震災で傷ついたイメージの改善と競合国と差別化された訪日ブランドの強化等により、安定的で着実な訪日外国人旅行者数の増加に取り組む。

        　具体的には、訪日個人旅行の促進のため、ＬＣＣ等と連携したプロモーションの展開やＳＮＳを通じたインターネット上の口コミを促進し、「日・ＡＳＥＡＮ友好協力40周年」を契機とした東南アジアにおける本格的プロモーションの展開による送客元の多様化、平成24年度に本格的に開始した在外公館等をはじめとする関係省庁等との連携強化、また海外に進出している日系企業との効果的な連携を図っていく。また、「日本を旅行することでしか得られない３つの価値」を踏まえた訪日ブランドの強化と発信などを実施していく。

        　プロモーションの体制については、ＪＮＴＯ（日本政府観光局）を核として、在外公館、海外進出企業等オールジャパン関係者による連携を強化するとともに、ＪＦ（独立行政法人国際交流基金）のジャカルタ事務所と隣接する形でＪＮＴＯのジャカルタ事務所を開設する等海外で活動する独立行政法人の拠点と連携することでプロモーションの高度化を支える機能的な体制を構築する。

        　また、ＪＮＴＯにおいては、本部事務所から海外事務所への経営資源と権限の一層のシフトを行い、海外事務所の活動を強化するとともに、国内の事業パートナーへの情報提供を拡大し、インバウンドビジネスの活性化を目指す。

      


      
        第2節　観光産業の参画


        　【再掲】第１章第３節

      

    

  


  
    
      第3章　国際会議等のＭＩＣＥ分野の国際競争力強化


      
        第1節　ＭＩＣＥマーケティング戦略の高度化


        
          
            1　ＭＩＣＥマーケティング戦略の高度化
          


          　市場や競合の動向や自都市の「強み」を把握し、限りあるリソースを効率的に活用できるよう各都市・コンベンションビューローのマーケティング戦略の再構築を促す。具体的には、各都市・コンベンションビューローで設定したマーケティング戦略を実施するに当たり、国が選定した数都市に対して、アドバイザーの派遣やマーケティング戦略の実施支援、ステークホルダー間の連携促進、市場/競合都市の調査分析、地域経済波及効果測定モデルの開発等を通した試行的な支援を行い、グローバルレベルのＭＩＣＥ都市の育成を図る。また、上記で得た成果や課題を国内各都市・コンベンションビューロー間で共有できる仕組みを構築することにより、国全体のＭＩＣＥマーケティング戦略やその実施基盤の底上げを図る。

        


        
          
            2　誘致対象の掘り起こし
          


          　これまで誘致に至っていない国際会議等が相当数あることから、ＭＩＣＥ専門見本市への出展やメディアを活用した認知度向上、誘致促進委員会の開催等、国としてあらゆる機会、手段、ネットワークを総動員しつつ、誘致案件の掘り起こしに取り組む。

        

      


      
        第2節　ＭＩＣＥ産業の競争力強化


        　国内では会議誘致主体であるとともに会議主催者でもある国内の学会・大学／研究者、産業系団体／企業との一層の連携強化を図り、今まで誘致に至っていない潜在的なＭＩＣＥ案件の掘り起こしを行う。具体的には、医療・科学技術分野やビジネス分野で高い影響力を有するトップリーダーや団体からアンバサダーを任命し、国際会議誘致へ向けた国内関係者への立候補働きかけや、主催側国際団体のキーパーソンへの働きかけなどの取組を行う。

        　また、ＭＩＣＥの誘致において、一義的に国内都市同士は競争関係と言えるが、我が国のＭＩＣＥ産業の競争力強化の見地からは、都市間の競争もさることながら日本へＭＩＣＥを誘致・開催することが関係者全員にとってのメリットである。かかる観点から、都市・地域の枠組みを超えたチームジャパンとしての広域連携へ向けた一定の協力を求めていく。さらに、我が国ＭＩＣＥ産業の競争力を強化するためには、まずＭＩＣＥ誘致・開催の意義・効果に対する幅広い関係者の理解が必要である。このため、ＭＩＣＥ開催による経済波及効果測定モデルを改定し、ＭＩＣＥ関係者にとってより使いやすいツールを提供する。

      

    

  


  
    
      第4章　休暇取得の促進


      
        第1節　休暇を取得しやすい職場環境の整備


        　休暇取得を促進するため、企業等がその従業員に対して休暇取得と外出・旅行の実施を呼びかけ、休暇を取得することができる環境整備を、職場を通じて行う「ポジティブ・オフ」運動を引き続き推進する。

      


      
        第2節　小・中学校の休業の多様化と柔軟化


        　休暇取得を促進するため、各地域において地域独自の学校休業日を柔軟に設定して、大人（企業）と子ども（学校）の休みのマッチングを行う「家族の時間づくり」プロジェクトを、地方運輸局等を活用しつつ引き続き推進する。

      

    

  




    政府全体により講ずべき施策

第5章　国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成


第1節　国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成



1　地方公共団体と観光事業者その他の関係者との連携による観光地の特性を生かした良質なサービスの提供の確保


(1)　国内外から選好される魅力ある観光地域づくり

　沖縄県では、高い国際競争力を有する観光地の形成のため、沖縄振興特別措置法に基づく「観光地形成促進計画」（平成24年７月沖縄県策定）を踏まえ、引き続き、地域の特色を生かした魅力的な観光地づくりを推進する。



(2)　地域独自の魅力を生かした旅行商品の創出

　地域限定旅行業者等による地域独自の魅力を生かした着地型旅行商品の造成について、一層の活性化を図る。






2　宿泊施設、食事施設、案内施設その他の旅行に関連する施設及び公共施設の整備


(1)　景観等に配慮した道路整備の推進

　住民と連携しつつ、周辺の環境と調和した防護柵の設置や道路緑化等の景観に配慮した道路整備を推進する。また、良好な街並み景観の形成、歴史的街並みの保全、観光地の魅力向上、伝統的祭り等の地域文化の復興、安全で快適な通行空間の確保等を図るため、幹線道路に加え、主要な非幹線道路も含めた面的な無電柱化を推進する。







第2節　観光資源の活用による地域の特性を生かした魅力ある観光地域の形成



1　文化財に関する観光資源の保護、育成及び開発


(1)　文化遺産を活かした観光振興・地域活性化

　我が国の「たから」である多様で豊かな文化遺産を活用し、地域の振興及び活性化を推進する。具体的には、文化財建造物等の公開活用を促進するため、ガイダンス施設や案内板等の設置、環境整備とともに、重要伝統的建造物保存地区内の安全性向上のため、耐震事業を支援する。また、史跡等の公開活用のための復元整備、石垣の崩落防止措置など安心・安全のための防災対策等を支援する。さらに、美術館・歴史博物館を地域文化の拠点として活性化するとともに、地域との共働の下、美術館・歴史博物館が有する多面的な可能性を生かした事業の展開を支援する。また、地域の文化遺産を活用した伝統行事・伝統芸能の公開、後継者養成、古典に親しむ活動や、子どもたちが親とともに地域の伝統文化に触れる体験事業など、特色ある総合的な取組を支援する。



(2)　世界文化遺産の保護

　我が国の世界遺産の保護・活用を推進するための「世界遺産普及活用事業」に加えて、我が国の世界遺産登録を実現するための「世界遺産戦略強化事業」を実施し、世界遺産条約に関する国際会議への出席、諸外国の世界遺産登録の動向に関する調査を行うほか、我が国の世界遺産推薦候補資産への理解を促進する。






2　歴史的風土に関する観光資源の保護、育成及び開発

　歴史まちづくり法の制度面・運用面の課題やニーズ等を把握し、その結果を踏まえて、法令や運用指針等の改正に向けた対応方針の検討を行うことにより、我が国における歴史的風致の維持向上の推進を図る。





3　優れた自然の風景地に関する観光資源の保護、育成及び開発


(1)　優れた自然の風景地を生かした地域づくりの推進

①　国立・国定公園の利用の推進

　日本の国立公園は、日本を代表する美しい自然を有する地域であり、亜熱帯から亜寒帯まで、原生的な自然から里地里山まで、多種多様な自然が存在する。その優れた自然の風景や自然に根差した文化は、観光資源として極めて高い価値を有しており、国民や地域住民をはじめ、訪日外国人旅行者の関心も高い。こうした国内外の人々に向けて日本の魅力を発信し、日本の自然を生かした地域活性化を推進するため多言語化したパンフレット等により国立公園に関する情報を海外に向けて発信していくことや、質の高い景観を楽しむ施設の整備をする等、日本観光の高付加価値化を図り、魅力ある観光地域づくりに寄与する。




②　森林等の観光への活用

　平成25年１月、政府は、「奄美・琉球」を世界自然遺産として我が国の世界遺産暫定一覧表に記載することを決定した。このことを踏まえ、「奄美・琉球」の希少な野生生物の生育・生息地である森林の適切な保護等を推進する。また、国有林野において、自然環境の保全に重要な役割を果たしている貴重な森林を「保護林」等に設定し厳正な保全管理を行うとともに、来訪者に対するマナーの普及啓発を行うなど、「奄美・琉球」の世界自然遺産推薦に向けた取組を推進する。




③　日本風景街道の推進

　多様な主体による協働の下、道を舞台に、地域資源を生かした美しい国土景観の形成を図り、観光の振興や地域の活性化に寄与することを目的とする「日本風景街道」の取組において、地域の方々による沿道の植樹・植栽、ビューポイントの整備や清掃活動など、道路を活用した美しい景観形成や地域の魅力向上に資する活動について引き続き推進する。




④　北海道の美しい自然景観の観光への活用

　自然とのかかわりの中で育まれてきたアイヌの人々の独自の伝統文化や現在の姿に触れてもらうことを通じて、文化に関心を持つ旅行者の増加や国内観光の振興に資するため、アイヌ語の挨拶「イランカラプテ」（こんにちは）をおもてなしのキーワードとして、アイヌの伝統文化の普及と一体となった観光振興の取組等を展開する。







4　温泉その他文化、産業等に関する観光資源の保護、育成及び開発


(1)　舞台芸術の振興、情報発信等

　平成24年６月に成立した「劇場、音楽堂等の活性化に関する法律」を踏まえ、我が国の文化拠点である劇場・音楽堂等が行う優れた実演芸術の創造発信や、専門的人材の養成、普及啓発事業等に対する支援を行うことにより、劇場・音楽堂等の活性化と実演芸術の水準向上を図るとともに、地域コミュニティの創造と再生を推進する。



(2)　スポーツツーリズムの推進

　スポーツツーリズムの普及定着により、地域間交流の活性化及び訪日外国人旅行者の拡大につなげるため、広く地域、団体、企業、大学等のネットワーク構築を図り、地域におけるスポーツコミッションの設立促進、国際スポーツイベントの誘致・開催支援などを、ＪＳＴＡ（一般社団法人日本スポーツツーリズム推進機構）とともに推進する。平成25年５月には、ＪＳＴＡは独立行政法人日本スポーツ振興センターと共同して、ロシアのサンクトペテルブルクで開催されるスポーツの国際的総合会議とも言える「スポーツアコード・コンベンション」で、日本のスポーツの魅力のＰＲを行うとともに、全米スポーツコミッション協会など海外のスポーツ機関との関係強化を図る。また、平成24年12月に策定された「日韓地方観光交流促進計画」に基づき、ＪＳＴＡとともに日本のマラソン大会を素材とした旅行商品を造成し、韓国において商談会を実施する「マラソン・ジャパン」を開催する。国内においては、地方公共団体による「地域スポーツコミッション」の設立を計画的に支援していく。

　平成25年９月に決定される平成32年（2020年）オリンピック・パラリンピック競技大会の東京招致に向けては、招致委員会等と協力して取り組む。



(3)　離島地域等における観光振興

　平成25年度から全面施行される改正離島振興法を踏まえ、離島における地域活性化を推進し、定住の促進を図るため、離島における地域情報の発信、交流拡大のための仕掛けづくり、島外住民との交流の実施等による観光推進等の交流拡大促進の取組を支援する。



(4)　海洋観光の振興

　平成25年４月に閣議決定された海洋基本計画では、クルーズ、マリンレジャーなど、観光資源や憩いの場としての海洋を活用した観光産業の振興、発展を促す海洋観光の取組を推進することや、海洋観光の取組を推進するための具体的施策として、地域資源を活用した海洋観光の振興や、外航クルーズの普及・振興等アジアからの訪日旅行の推進が明記された。



(5)　農山漁村の地域資源の活用支援

　農林漁業者等が観光業者等と連携して行う、地域の農林水産資源を活用した新商品の開発等の６次産業化の取組を支援することなどを通じて、観光等の地域ビジネスの展開を図る。

　また、ＦＡＯ（国連食糧農業機関）のＧＩＡＨＳ（世界農業遺産）に認定された佐渡、能登地域については、地域の農林水産物のブランド化、商品開発や観光振興等の取組の周知等により、農山漁村地域の振興を図る。






第3節　観光旅行者の来訪の促進に必要な交通施設の総合的な整備



1　国際交通機関の整備


(1)　国際拠点空港の整備等

　我が国のビジネス・観光両面における国際競争力を強化するため、我が国の成長の牽引車となる首都圏空港の機能強化を図っている。

　成田国際空港については、旺盛な首都圏の国際航空需要に対応する国際線のメイン空港として、地元合意を踏まえ、高度な管制システムを導入し、同時平行離着陸方式の効率的な運用を図り、平成26年度中に年間発着枠を30万回まで拡大するとともに、オープンスカイの推進等による国際ネットワークの充実、専用ターミナル整備によるＬＣＣやビジネスジェット受け入れ体制の整備、国内フィーダー路線の拡充による内・際乗継機能の強化等により、アジアのハブ空港としての地位を確立していく。

　また、羽田空港については、24時間国際拠点空港化を着実に推進することとしており、平成25年度末に年間発着枠を44.7万回（うち国際線９万回）へ拡大する。そのため、国際線９万回への拡大に必要な国際線地区の拡充、年間発着枠44.7万回への拡大に必要な駐機場等の整備を行うほか、長距離国際線の輸送能力増強に必要なＣ滑走路延伸事業等を着実に推進していく。こうした取組を通じ、昼間においてもアジア長距離や欧米を含む高需要・ビジネス路線を展開することで、旺盛な首都圏航空需要に対応するとともに、充実した国内線ネットワークを活用した内・際ハブ機能を強化していく。

　関西国際空港については、ＬＣＣ専用ターミナルの整備や着陸料の引下げ等の料金戦略の実施等により、ＬＣＣによる成長ネットワークの獲得とＦＳＣ（Full Service Carrier）（注）による基本ネットワークの拡充を図り、我が国のインバウンド拡大に最大限貢献するネットワークの形成を目指すとともに、アクセス料金の低廉化や早朝・深夜時間帯のアクセス拡充等によりアクセスの更なる改善を進めるほか、インバウンド旅客のニーズに対応した店舗展開等により魅力ある商業エリアを創造する等の取組を進め、国際拠点空港としての機能の再生・強化を図る。

　中部国際空港については、本邦ＬＣＣが就航を開始したところであり、内・際一体での運用等、多様化する航空会社のニーズに対応していく。さらに、商業エリアのリニューアルを行う等、空港利用者にとって魅力的な空港を目指した取組を推進し、国際拠点空港としての機能の強化を図る。

　さらに、各地域における拠点的な空港については、東アジアをはじめとする諸外国との直接交流を促進するため、内外の広域的な交流拠点として必要な機能強化を図る。とりわけ、処理能力の限界に近づきつつある那覇空港については、抜本的な空港能力向上のため、滑走路増設事業に新規着手する。

　併せて、民間の能力を活用した空港経営改革を推進することにより、柔軟な着陸料体系の構築等を通じて地域活性化の核となる真に魅力ある空港の実現を目指す。


注 従来型航空会社



(2)　空港・港湾の旅客ターミナル等の整備

　国際拠点空港・港湾は、訪日外国人旅行者にとっては我が国に入国するための玄関に相当する施設であり、おもてなしの心で迎えるためには、旅客の快適性の確保に配慮する必要がある。このため、旅客ターミナル等の施設を充実させるとともに、両替や案内等のサービス機能の多様化・高度化を図る。成田国際空港については、今後、ＬＣＣの旺盛な就航計画を踏まえ、平成26年度中の完成を目指してＬＣＣ専用ターミナルを整備することとしており、現在、設計や準備工事を進めている。羽田空港については、平成22年10月に供用開始した国際線旅客ターミナルの拡張を引き続き進めており、平成26年３月末に供用開始（一部それ以降）を予定している。中部国際空港については、平成26年後半の完成を目指して、ＬＣＣの拠点化にも対応できる共用の新ターミナルの整備を行う。関西国際空港については、新たなＬＣＣ専用ターミナルの整備の検討を進める。那覇空港においては、国際線旅客ターミナルの機能向上のための施設整備を進めており、新国際線旅客ターミナルビルについては、平成26年１月の完成を予定している。

　港湾においても外国人旅行者の増加に向けて、外国クルーズ船の日本寄港促進のためのソフト・ハードの取組を推進する。



(3)　航空交通システム・海上航路の整備

　航空交通量の増大や多様化する航空ニーズ等への対応のため、成田国際空港においては年間30万回の発着容量の実現に向け、現行の２本の滑走路を前提としつつ騒音影響区域を広げずに発着能力の拡大が可能となる同時平行離陸方式等の慣熟を図る。また、羽田空港においては年間44.7万回の発着容量の実現に向け、４本目の滑走路の使用も含めた運用方式の慣熟等を進める。さらに、高度に統合されたシステムにより、出発から到着までの航空機の軌道を最適化する航空交通管理への変革を中核とした航空交通システムの高度化を進める。






2　国内の幹線交通に係る施設の整備


(1)　空港の整備

　成田国際空港については、高度な管制システムを導入し、同時平行離着陸方式の効率的な運用、駐機場の増設のほか、平成26年度中の完成を目指すＬＣＣ専用ターミナルの整備を図ることなどにより、国内フィーダー路線の拡充を図る。

　羽田空港については、今後も国内拠点空港としての役割を果たしつつ、年間発着枠を拡大するための駐機場等の整備を行うとともに、既存施設の空港能力、利便性、安全性の向上を図る機能向上を実施することにより、国内航空ネットワークを拡充する。

　各地域の拠点的な空港等については、内外の広域的な交流拠点として必要な機能強化を図ることとし、処理能力の限界に近づきつつある那覇空港については、抜本的な空港能力向上のため、滑走路増設事業に新規着手する。



(2)　高速道路の整備等

　高規格幹線道路をはじめとする幹線道路ネットワークの整備を促進し、観光旅行者の来訪の促進や利便性の向上を図る。なお、平成25年度には、近畿自動車道紀勢線（海山～紀伊長島）、中国横断自動車道尾道松江線（吉舎～三次東ＪＣＴ）などの供用を予定している。

　また、既存の高速道路を有効活用し、地域経済の活性化や渋滞の軽減等に寄与することを目的とした「スマートインターチェンジ（ＥＴＣ専用インターチェンジ）」を引き続き整備する。






3　国内の地域交通に係る施設の整備


(1)　地域公共交通の活性化・再生

　観光分野との連携による地域鉄道の再生・活性化策の確立に向け、観光を活用した地域鉄道の活性化に係るモデル事業を実施する。また、道路と線路の双方を走行できる新しい車両であるＤＭＶ（デュアル・モード・ビークル）については、現在技術開発中であるが、地域公共交通の活性化や利便性向上に資するとともに、地域における観光の新たな魅力となることも期待されることから、その導入・普及方策について検討を進める。



(2)　旅客ターミナルの整備

　離島をはじめとする各地域の玄関に相当する旅客船ターミナル等の施設を充実させるとともに、地域情報の提供や案内等のサービス機能の多様化・高度化を図る。



(3)　みなとに係る施設等の整備の推進

　港湾について、人流・物流の交流拠点としての機能に加え、周辺に運河や倉庫群が数多く残されていること、海に親水性のある港湾緑地が存在すること等の魅力を生かしつつ、港湾の施設整備などのハード施策やみなとオアシスの登録等のソフト施策により、美しい港湾空間の形成を図る。














  
    
      第6章　観光産業の国際競争力の強化及び観光の振興に寄与する人材の育成


      
        第1節　観光産業の国際競争力の強化


        
          
            1　観光産業の参画
          


          　【再掲】第１章第３節

        

      


      
        第2節　観光の振興に寄与する人材の育成


        
          
            1　観光地域及び観光産業の国際競争力の強化に資する高等教育の充実
          


          
            
              (1)　産学官の連携強化
            


            　観光産業が求める人材と今後の観光教育について、「観光教育に関する学長・学部長等会議」の開催等を通じて、大学、観光関係団体、観光産業界の相互間での問題意識の共有や連携の強化等を図る。また、観光産業に対する理解の促進と就業意識の醸成のため、観光関係団体や観光関連企業の協力を得て、インターンシップモデル事業を実施する。

          

        


        
          
            2　観光事業に従事する者の知識及び能力の向上
          


          
            
              (1)　観光分野における人材の育成
            


            　【再掲】第１章第４節

          

      


    





  
    
      第7章　国際観光の振興


      
        第1節　外国人観光旅客の来訪の促進


        
          
            1　我が国の観光魅力の重点的かつ効果的な発信
          


          
            
              (1)　国を挙げた日本ブランドの海外発信の推進
            


            　観光地としての日本ブランド向上のため、平成24年度に制作した新たなビジット・ジャパンプロモーション映像及びガイドブック等を官民挙げたオールジャパン体制により活用するとともに、「日本を旅行することでしか得られない３つの価値」を踏まえた、各市場向けプロモーションを実施することにより、日本ブランドの促進を図る。

          


          
            
              (2)　地域の魅力の海外発信等
            


            　国と地方が共同し実施することにより、都道府県単独では難しい「広域」で連携した、海外からの誘客促進プロモーションを、地域固有の観光魅力を効果的に発信するとともに、地域の特性を生かした魅力的な訪日旅行商品の造成支援等に取り組む。特に東日本大震災後、外国人旅行者数が落ち込む東北・北関東地域については、回復を後押ししていく。

          


          
            
              (3)　クールジャパンの海外展開
            


            　コンテンツ関連産業の更なる海外進出及び競争力の強化のためには、コンテンツを売り込むことで「大きく稼ぐ」のみならず、日本の魅力、強みや価値を積極的に発信し、日本あるいは日本文化に対する好感度や理解度を高め、クールジャパン事業が展開しやすい環境基盤を整備していかねばならない。ひいては、日本製品やサービスの受け手としての外国の消費者に日本の魅力や強みの発信者にもなってもらい、現地で日本的な文化・産業への呼び込む力を創出することが重要である。

          


          
            
              (4)　日本文化に関する情報の総合発信
            


            　文化庁では2014年から、日中韓３か国の共同事業である「東アジア文化都市」の開始を予定している。本事業は、日中韓３か国で文化芸術による発展を目指す都市を選定し、その都市において、東アジア地域の交流イベントや我が国の文化芸術の魅力を発信する文化芸術イベント等を実施することとしている。これにより、東アジア地域の連帯感の形成、東アジアの多様な文化の国際発信力の強化、及び文化芸術・クリエイティブ産業・観光の振興による、都市の継続的な発展を目指している。

          


          
            
              (5)　日本食・日本食材等の海外への情報発信
            


            　海外で実施する日本食文化週間等の輸出促進事業や日本食・食文化発信事業において、日本へ観光客を誘致するためのパンフレット等の活用を図る。また、「生産者と消費者の絆を深める」、「日本と世界の絆を深める」をテーマとする「食と農林漁業の祭典」を開催し、日本の「食」と「農林漁業」のすばらしさを国内外に対し発信する。

          


          
            
              (6)　外国人富裕層向けの和のコンテンツの情報発信
            


            　平成24年度に制作した新たなビジット・ジャパンプロモーション映像やカタログ等を活用しながら、ラグジュアリー・トラベル市場向け観光コンテンツの情報発信等を行う。

          

        


        
          
            2　国際会議その他の国際的な規模で開催される行事の誘致の促進
          


          
            
              (1)　国際会議等のＭＩＣＥ分野の国際競争力強化
            


            　「国際会議等各種会議の沖縄開催の推進について」（平成12年６月20日閣議了解）を踏まえ、政府として、沖縄におけるＭＩＣＥ誘致・開催を推進する。

          


          
            
              (2)　国際的な展示会の振興
            


            　我が国の展示会産業の国際化を推進するため、展示会統計に係る第三者認証制度の運用など展示会統計に係る透明性、信頼性の向上を図るとともに、人材育成などの産業の基盤整備に向けた取組を推進する。

          


          
            
              (3)　アジア拠点化の推進を通じた国際ビジネス交流の拡大
            

            　世界レベルで魅力あるビジネス・生活環境の整備に向けた「アジア拠点化・対日投資促進プログラム」の着実な推進等の場面において、国及び都市の戦略的ツールとして、国際会議、展示会等ＭＩＣＥの開催機会を活用し、世界のビジネス・科学技術をリードするナレッジ集積など、ビジネス交流の拡大を図る。

          


          
            
              (4)　ＭＩＣＥの受入環境整備
            


            　モデルとなるような施設におけるイベント実施等を通じた新たなユニークベニューの開拓の推進等、主催者たる事業者等や参加者に必要となる各種の受入環境について、関係省庁・地方公共団体等とも連携をとり、対応を図る。

          

        


        
          
            3　外国人観光旅客の出入国に関する措置の改善、通訳案内サービスの向上その他の外国人観光旅客の受入体制の確保等
          


          
            
              (1)　出入国手続の迅速化・円滑化
            


            　大型クルーズ船の入港回数の増加や更なる大型化による乗員・乗客数の増加に対応するため、引き続き、大型クルーズ船が入港する海港への入国審査官の応援派遣を行うことによって、迅速かつ円滑な審査を実施する。

          


          
            
              (2)　通訳ガイドの質・量の充実
            


            　外国人観光旅行者の需要の多様化に的確に対応するため、通訳案内士以外の者による有償ガイド行為を可能とするための特例措置を規定した「総合特別区域法」等の着実な実施を図るとともに、中国をはじめとするアジア圏からの訪日旅行者の増加に応じた通訳案内サービスの供給拡大に向けて、通訳案内士と潜在的な通訳案内士の成り手及び訪日外国人旅行者とのミスマッチの原因を抽出すべく実態調査を行い、解決策を検討することにより、通訳案内士制度の抜本的な見直しを図る。

          


          
            
              (3)　首都圏空港を含めたオープンスカイの推進
            


            　首都圏空港を含めたオープンスカイの枠組みの構築について、引き続き、日本との往来の増加が見込まれる国・地域に対して戦略的に推進していくことにより、国際航空ネットワークのより一層の拡充を図る。

          


          
            
              (4)　首都圏空港の強化
            


            　成田国際空港については、地元合意を踏まえ、平成26年度中に年間発着枠を30万回まで拡大するとともに、オープンスカイの推進等による国際ネットワークの充実、専用ターミナル整備によるＬＣＣやビジネスジェット受入体制の整備、国内フィーダー路線の拡充による内・際乗継機能の強化等により、アジアのハブ空港としての地位を確立していく。

            　羽田空港については、24時間国際拠点空港化を着実に推進することとしており、平成25年度末に年間発着枠を44.7万回（うち国際線９万回）へ拡大し、昼間においてもアジア長距離や欧米を含む高需要・ビジネス路線を展開することで、旺盛な首都圏航空需要に対応するとともに、充実した国内線ネットワークを活用した内・際ハブ機能を強化していく。

          


          
            
              (5)　農山漁村での外国人が快適に観光できる環境の整備
            


            　国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成に向けた環境整備を図るため、「食」を教育、観光等に活用する地域の手づくり活動を総合的に支援する中で、訪日外国人の受入れや訪日教育旅行の受入れなどインバウンドの取組について支援する。
          

        

      


      
        第2節　国際相互交流の促進


        
          
            1　外国政府との協力の推進
          


          
            
              (1)　日中韓三国間の観光交流と協力の強化
            


            　平成22年の第５回日中韓観光大臣会合の共同声明において設定され、平成24年の第５回日中韓サミットの首脳宣言の中でも確認された「2015年までに三国間の人的交流規模を2,600万人に拡大する」との目標の実現に向け、三国間の交流を促進する。

          


          
            
              (2)　二国間の観光交流の取組の推進
            


            　「日・ＡＳＥＡＮ友好協力40周年」を契機に、東南アジア市場での本格的な訪日プロモーションの展開やＡＳＥＡＮ10か国との観光協力政策対話の開催などを通じて、東南アジア諸国との相互交流の一層の促進に向けて取り組む。

          


          
            
              (3)　国際機関等への協力を通じた国際観光促進
            


            　国際観光振興を目的として開催されるＵＮＷＴＯ（世界観光機関）やＯＥＣＤ（経済協力開発機構）、ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）、ＡＳＥＡＮ＋３などの各多国間会合における議論や意見交換を通じて、我が国の国際観光交流を促進する。その他、平成25年度はＵＮＷＴＯをはじめとする国際機関等と協力し、観光プロモーション、持続可能な観光開発、観光分野の人材育成を実施することとし、国際観光交流の促進に関する事業に引き続き取り組む。

          


          
            
              (4)　開発途上国等の観光振興に対する協力
            


            　開発途上国からの我が国に対して観光関連の国際協力の要請がなされている。開発途上国の経済発展に積極的に貢献するため、日本国内における観光関係組織の連携を強化し、観光関係での国際協力に参画できる人材のデータベースを構築するなどの取組を行う。

          

        


        
          
            2　我が国と外国との間における地域間交流の促進
          


          
            
              (1)　日本人の海外旅行の促進
            


            　一般社団法人日本旅行業協会（ＪＡＴＡ）が中心となって実施している「ビジット・ワールド事業」への協力や周年事業等を活用しながら、官民一体となった取組を推進し、海外旅行需要の喚起を図る。

          

        


        
          
            3　青少年による国際交流の促進
          


          
            
              (1)　海外の青少年との交流促進
            


            　平成27年には、161の国と地域から約３万人の青少年が集うボーイスカウトの世界大会「第23回世界スカウトジャンボリー」が山口県で開催される予定である。また、平成25年７月31日から８月８日には、その事前大会として、「第16回日本ジャンボリー（兼第30回アジア太平洋地域スカウトジャンボリー）」が同地で開催される予定である。

          


          

          
            「世界の仲間」が集結（第22回世界スカウトジャンボリー（スウェー
デン開催））
          
[image: ]

        

      


    

  


  
    
      第8章　観光旅行の促進のための環境の整備


      
        第1節　観光旅行の容易化及び円滑化


        
          
            1　休暇の取得の促進及び観光旅行の需要の特定の時季への集中の緩和
          

          　年次有給休暇を取得しやすい環境を整備するため、自主的に取り組む企業を支援するためのツール（企業が自らの現状を客観的に評価するための指標、休暇取得促進のためのハンドブック等）の開発、地域（地方都市）の特性に応じた取組を図るための協議会の設置を行い、計画的付与制度の導入・普及を図るなど、労使の自主的な取組の促進に努める。

        


        
          
            2　旅行業務に関する取引の公正の維持等
          


          　旅行業法や標準旅行業約款をはじめとする現行の諸制度の現代的視点からの検討、ＩＴ技術の普及に対応した消費者保護のあり方の整理等を通じ、旅行業務の適正な運営とともに、旅行取引の公正の維持や旅行者の安全の確保等、消費者保護について取り組んでいく。

        


        
          
            3　観光の意義に対する国民の理解の増進
          


          
            
              (1)　団塊の世代や若者の旅行の促進、ゼロ回層対策の強化等
            


            　若者旅行の振興に資する優良な取組を応援するため、「今しかできない旅がある」をキャッチフレーズに、平成24年度に設けた「観光庁長官賞」を選考し表彰する。また、旅に精通した方を講師とし、旅の意義・素晴らしさを学生に伝える授業「若旅★授業」を継続的に実施するため、授業を希望する学校と講師のマッチングを行う等仕組みの構築を図る。

          

        

        

      
        第2節　観光旅行者に対する接遇の向上


        
          
            1　接遇に関する教育の機会の提供
          


          　【再掲】第７章第１節３（２）

        

      


      
        第3節　観光旅行者の利便の増進


        
          
            1　高齢者、障害者、外国人その他の観光旅行者が円滑に旅行できる環境整備
          


          
            
              (1)　ユニバーサルデザインの考え方に基づく観光の促進
            


            　ユニバーサルツーリズムに適した商品等の認定制度の検討、協議会等による受入体制強化、具体的な効用の検証やシンポジウムを通じた普及啓発等により、ユニバーサルツーリズムの更なる定着・普及を図る。

          


          
            
              (2)　レンタサイクルの利用促進
            


            　自転車通行空間を整備するとともに、歩道等の道路空間にレンタサイクルの駐車場等を確保することで、利用促進を図る。更に、にぎわい・交流創出のための道路占用許可の特例制度等も活用し、道路空間におけるレンタサイクルの駐車場等を確保することで、利用促進を図る。

          


          
            
              (3)　公共交通事業者等による情報提供促進措置の促進
            


            　交通機関における多言語による情報提供に関しては、事故等でダイヤが乱れた際の対応等、外国人旅行者の一層の利便向上を図るため、情報提供促進実施計画の記載項目の見直し等の検討を行う。また、平成24年12月に設立した「全国「道の駅」連絡会」と連携し、各地域における「道の駅」での観光等情報提供の内容充実を図る。
          


          
            
              (4)　道路における案内表示の充実など外国人観光旅行者への対応
            


            　道路の案内表示が、外国人旅行者にも分かりやすい表示内容となるよう、交差点名称等の案内標識の外国語表記の適正化を図る。また、目的地や経路を旅行者に対して分かりやすく案内するため、表示内容の連続性確保等の課題に対して、道路案内標識の表示内容の点検をした上で、表示内容の適正化を図る。

          

        


        
          
            2　情報通信技術を活用した観光に関する情報の提供
          


          
            
              (1)　インターネットの活用
            


            　我が国の多様な文化遺産の情報を収集し、インターネットで公開する「文化遺産オンライン」(http://bunka.nii.ac.jp/Index.do)の英語版の作成を推進する。

          


          
            
              (2)　観光地域における案内表示の整備等情報提供の充実
            


            　外国人旅行者が住所をたよりに観光地などに到達しようとする場合、外国では道路に基づく住所表示が一般的であるため、我が国における街区に基づく表示がなじみにくいことがある。外国人旅行者に分かりやすいものとなるよう道路管理者等とも連携しつつ、道路の通り名等に基づく場所の表し方について調査・検討を行う。

          

        

      


      
        第4節　観光旅行の安全の確保


        
          
            1　国内外の観光地における事故、災害等の発生の状況に関する情報の提供
          


          
            
              (1)　防災情報の提供
            


            　新しい津波警報の内容や入手方法、津波から命を守るための避難について、また、雷や竜巻、急な大雨に関する防災知識や情報の利用方法についての映像資料やリーフレット等を用いて、観光地等においても自ら身を守るための知識の普及・啓発を進める。

          


          
            
              (2)　外国人観光旅行者等の災害被害軽減
            


            　訪日外国人旅行者が安心して旅行できる環境を整備するため、自然災害等緊急時において、宿泊施設、観光施設、自治体等が正確かつ適確な初動対応や避難誘導を行い、訪日外国人旅行者の安全を確保することを目的とした情報提供のあり方について調査検討を行う。

          

        


        
          
            2　観光旅行における事故の発生等の防止
          


          
            
              (1)　海外における事故・事件への対応と安全対策
            


            　海外に渡航している旅行者の動静に関する情報収集等について、行政と旅行業者等との間の連携緊密化や効率的な情報収集の仕組みの構築を図る。

          


          
            
              (2)　旅行事業者等に対する安全対策
            


            　旅行の安全性の向上を図るため、旅行業における組織的な安全マネジメントのあり方の検討等を行う。また、関越自動車道における高速ツアーバス事故を受けて開催した検討会の検討結果を踏まえ、平成25年４月に策定した「高速・貸切バス安全・安心回復プラン」に基づき、現行の高速ツアーバスについて同年７月末までに新高速乗合バスへの移行を完了させるなど、今後２年間（平成25・26年度）にわたり、安全性向上に向けた取組を集中的に実施する。

          

        

      


      
        第5節　新たな観光旅行の分野の開拓


        
          
            1　ニューツーリズムの創出・流通
          


          　各地域において取り組まれている地域の特色ある観光資源を活用して造成された旅行商品について、その普及を促進するための方策を検討し、ニューツーリズムの裾野の拡大による旅行需要の創出を図る。具体的には、平成24年度にとりまとめた品質向上策の活用とあわせて、地域が連携した普及促進戦略の策定などを通じて認知度を向上させる取組をモデル化し、その普及を促進する。

        


        
          
            2　各ニューツーリズムの推進
          


          
            
              (1)　グリーン・ツーリズムの推進
            

            　都市と農山漁村の共生・対流を強力に推進し、小学校をはじめとする子どもの農山漁村における体験教育活動、滞在型市民農園、農家民宿等を通じたグリーン・ツーリズムの普及拡大を図るため、集落連合体による「食」を観光、教育、健康等に活用する地域の手づくり活動や都市住民が「農」を楽しめる暮らしづくりの支援、地域を越えた人と情報の広域ネットワークの構築、都市と農山漁村の共生・対流に係る国民的な運動の推進を行う。

          


          
            
              (2)　スポーツツーリズムの推進
            


            　【再掲】第５章第２節４（２）

          


        
          
            3　その他の新たな観光需要の開拓
          


          
            
              (1)　若年層の旅行需要の喚起
            


            　【再掲】第８章第１節３（１）

          


          
            
              (2)　船旅の魅力向上の推進
            


            　フェリー、離島航路等による「普段着の船旅」の魅力向上に向け、関係者が協力して、船の認知度向上のための戦略的な情報発信や利用者ニーズにあった旅行商品の開発・販売等を促進する。

          


          
            
              (3)　医療と連携した観光の推進
            


            　医療と連携した観光について、外国人患者等の受入環境を整備しつつ、医療と連携した観光の多様化・高付加価値化を推進するとともに、海外における認知度の向上を進める。

          

        

      


      
        第6節　観光地域における環境及び良好な景観の保全


        
          
            1　観光地域における環境の保全
          


          
            
              (1)　エコツーリズムの推進
            


            　エコツーリズム推進法に基づき、エコツーリズムに取り組む地域への支援、全体構想の認定・周知、技術的助言、情報の収集、普及啓発・広報活動などを総合的に実施するとともに、魅力あるプログラムの開発、ガイド等の人材育成など、地域におけるエコツーリズムの活動の支援を行う。

          


          
            
              (2)　国立・国定公園の保護と利用の推進
            


            　環境省とＩＵＣＮ（国際自然保護連合）の共催により、アジア地域における国立公園等保護地域の管理の経験の共有と多様な関係者の協力体制の構築などを目的として、アジアにおける国立公園等の関係者が参集する初めての国際会議である「第１回アジア国立公園会議」を平成25年11月に宮城県仙台市で開催する。会議においては、三陸復興国立公園をはじめとする日本の国立公園やその魅力を紹介することにより、日本の国立公園への国際的な関心を高めるとともに、東北地方はもとより日本全国の観光のＰＲも行う。また、日本初の国立公園のひとつである瀬戸内海国立公園指定80周年にあわせて、広島県と愛媛県が共同で、広域観光振興イベント「瀬戸内しまのわ2014」を平成26年３月21日から開催し、開通15周年を迎えるしまなみ海道を活用した国際サイクリング大会など、瀬戸内海の島々等を舞台とした多様なイベントや100以上の観光プログラムが連続展開される。

          


          
            
              (3)　世界自然遺産地域の適正な保全管理
            


            　世界遺産登録から20周年を迎える「屋久島」及び「白神山地」について、「屋久島」は平成24年度に策定した新しい世界遺産地域管理計画に基づき、「白神山地」は新しい世界遺産地域管理計画を策定した上で同計画に基づき、シカ被害対策や利用の適正化等の課題を踏まえ、モニタリング調査や適切な保全管理を実施する。また、「知床」の五湖地域におけるヒグマと利用者との軋轢回避や植生保護を図るための利用調整によるより深い自然体験の機会の提供、「小笠原諸島」における外来種対策や観光客等への適切な利用に関する普及啓発など登録時の勧告事項を踏まえた質の高い保全管理の実施など、我が国の世界自然遺産地域について、科学的知見に基づき、地域の関係者との合意形成を図りながら、引き続き保全管理の充実を図る。

            　また、平成25年１月に我が国の世界遺産暫定一覧表への記載を決定した「奄美・琉球」について、関係行政機関、地域関係者及び専門家等との連携・協働により、世界的に優れた自然環境の価値を保全するために必要な方策の検討、保全管理体制の整備及び保全の推進等の取組を進める。

          


          
            
              (4)　環境対応車の普及促進による観光地域の環境の保全及びその魅力の向上
            


            　超小型モビリティは、その回遊性の高さを生かし立寄り地点を増加させるとともに、乗ること自体が楽しい魅力的な交通手段を提供することで、観光地としての魅力向上・集客増加につながることが期待されており、今後、地方公共団体等によるまちづくり等と一体となった取組を重点的に支援する。

          


          

          
            超小型モビリティの例（左：トヨタ自動車株式会社 i-ROAD、右：日産自動車株式会社 New Mobility Concept）
          
[image: ]

        


        
          
            2　観光地域における良好な景観の保全（良好な景観形成・歴史まちづくりの推進）
          


          　良好な景観や歴史的まち並みを形成するため、官民連携による良好な景観形成を図るための検討調査を実施するとともに、歴史的まち並みの形成における共通課題の解決に向けた取組を募集する歴史的風致維持向上推進等調査において、「伝統工法と現代工法の組合せによる歴史的建造物保全システムの構築」を募集課題に追加し、景観に優れた国土・観光地づくりにつなげる。

        

      


    

  



  
    むすび

　平成20年に設置された観光庁はまだ若く、総勢約140人の小さな所帯です。しかしながら、民間企業や地方公共団体からの出向者など様々なバックボーンを持つ職員が大勢おり、そのような多彩な職員が、日々観光行政に臨んでいます。このような職員構成の多様さを活かし、これからも、常に斬新な発想を持ち、チャレンジ精神を発揮し続ける組織でありたいと考えています。


　本文でも繰り返し述べているように、観光立国の実現のためには、オールジャパンでの取組が欠かせません。官民の関係者の連携は、今後ますます重要になってきます。観光庁は、オールジャパン体制の扇の要として、観光行政の司令塔機能を果たしていかなければならないと考えています。

　そのような中、観光庁としては、平成24年度は、これまで重要性が認識されつつも、なかなか手がつけられなかった外国人観光客の誘致以外の分野に着手し始めました。中でも、MICE分野の国際競争力の強化の具体化や観光産業の強化に向けた取組を始めました。平成25年度は、「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」の実行に注力するのはもちろんのこと、これらの取組をさらに進めます。


　観光基本法が制定されてから50年に当たる今日、日本はまだ観光新興国に過ぎません。しかし、将来とても有望な新興国です。今から50年後には観光先進国になっているよう、また、50年後の人々が、観光先進国日本の礎を築いたのは今日の我々であったと言われるよう、心して観光行政に取り組んでいきたいと考えています。



観光庁長官　井手　憲文
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